税関様式関係通達
昭和47年3月1日蔵関第107号
改正




昭和47年6月24日蔵関第1048号
改正　　
昭和47年6月29日蔵関第1145号
改正　　
昭和47年8月7日蔵関第1386号
改正　　
昭和47年8月29日蔵関第1522号
改正　　
昭和47年12月27日蔵関第2174号
改正　　
昭和48年4月3日蔵関第401号
改正　　
昭和48年4月3日蔵関第442号
改正　　
昭和48年7月2日蔵関第1000号
改正　　
昭和48年11月14日蔵関第1577号
改正　　
昭和49年1月29日蔵関第347号
改正　　
昭和49年4月1日蔵関第448号
改正　　
昭和49年4月1日蔵関第461号
改正　　
昭和49年4月24日蔵関第560号
改正　　
昭和49年6月4日蔵関第783号
改正　　
昭和49年8月26日蔵関第1120号
改正　　
昭和50年2月1日蔵関第52号
改正　　
昭和50年4月7日蔵関第379号
改正　　
昭和50年5月22日蔵関第532号
改正　　
昭和50年8月15日蔵関第778号
改正　　
昭和50年12月16日蔵関第1372号
改正　　
昭和51年3月31日蔵関第336号
改正　　
昭和51年5月11日蔵関第458号
改正　　
昭和51年5月15日蔵関第460号
改正　　
昭和51年6月5日蔵関第577号
改正　　
昭和51年9月28日蔵関第1015号
改正　　
昭和51年11月2日蔵関第1106号
改正　　
昭和52年3月17日蔵関第242号
改正　　
昭和52年3月31日蔵関第299号
改正　　
昭和52年5月6日蔵関第249号
改正　　
昭和52年6月9日蔵関第589号
改正　　
昭和52年6月10日蔵関第575号
改正　　
昭和52年9月30日蔵関第941号
改正　　
昭和52年12月26日蔵関第1199号
改正　　
昭和53年3月30日蔵関第308号
改正　　
昭和53年3月31日蔵関第328号
改正　　
昭和53年5月16日蔵関第466号
改正　　
昭和53年5月26日蔵関第511号
改正　　
昭和53年9月11日蔵関第886号
改正　　
昭和53年9月22日蔵関第823号
改正　　
昭和54年3月31日蔵関第319号
改正　　
昭和55年1月8日蔵関第2号
改正　　
昭和55年3月31日蔵関第369号
改正　　
昭和55年5月24日蔵関第586号
改正　　
昭和55年10月23日蔵関第1146号
改正　　
昭和55年12月25日蔵関第1353号
改正　　
昭和55年12月27日蔵関第1360号
改正　　
昭和56年3月31日蔵関第345号
改正　　
昭和56年3月31日蔵関第345号
改正　　
昭和57年5月17日蔵関第536号
改正　　
昭和57年5月27日蔵関第578号
改正　　
昭和57年5月31日蔵関第616号
改正　　
昭和57年5月31日蔵関第623号
改正　　
昭和58年3月15日蔵関第230号
改正　　
昭和58年3月31日蔵関第366号
改正　　
昭和58年4月26日蔵関第402号
改正　　
昭和58年5月18日蔵関第538号
改正　　
昭和58年6月2日蔵関第589号
改正　　
昭和58年6月2日蔵関第608号
改正　　
昭和59年3月31日蔵関第332号
改正　　
昭和59年6月7日蔵関第588号
改正　　
昭和59年6月11日蔵関第587号
改正　　
昭和59年10月17日蔵関第1051号
改正　　
昭和60年3月27日蔵関第320号
改正　　
昭和60年3月29日蔵関第321号
改正　　
昭和60年12月21日蔵関第1306号
改正　　
昭和61年2月12日蔵関第110号
改正　　
昭和61年2月12日蔵関第110号
改正　　
昭和61年3月31日蔵関第350号
改正　　
昭和61年6月6日蔵関第587号
改正　　
昭和62年3月31日蔵関第328号
改正　　
昭和62年6月5日蔵関第575号
改正　　
昭和62年10月26日蔵関第1088号
改正　　
昭和62年11月9日蔵関第1123号
改正　　
昭和62年12月17日蔵関第1273号
改正　　
昭和62年12月25日蔵関第1306号
改正　　
昭和63年3月30日蔵関第302号
改正　　
昭和63年7月12日蔵関第678号
改正　　
昭和63年12月30日蔵関第1243号
改正　　
平成元年3月31日蔵関第326号
改正　　
平成元年4月1日蔵関第327号
改正　　
平成元年4月24日蔵関第412号
改正　　
平成元年9月28日蔵関第885号
改正　　
平成2年2月7日蔵関第98号
改正　　
平成2年3月30日蔵関第294号
改正　　
平成2年3月30日蔵関第306号
改正　　
平成2年6月28日蔵関第583号
改正　　
平成3年3月28日蔵関第231号
改正　　
平成3年6月3日蔵関第422号
改正　　
平成4年3月31日蔵関第303号
改正　　
平成4年5月29日蔵関第513号
改正　　
平成4年6月19日蔵関第576号
改正　　
平成5年3月31日蔵関第348号
改正　　
平成5年6月23日蔵関第645号
改正　　
平成5年6月24日蔵関第657号
改正　　
平成6年3月31日蔵関第331号
改正　　
平成6年4月22日蔵関第429号
改正　　
平成6年6月28日蔵関第625号
改正　　
平成6年7月26日蔵関第710号
改正　　
平成7年3月7日蔵関第200号
改正　　
平成7年3月31日蔵関第296号
改正　　
平成7年3月31日蔵関第297号
改正　　
平成7年5月23日蔵関第478号
改正　　
平成7年9月22日蔵関第830号
改正　　
平成7年10月19日蔵関第886号
改正　　
平成7年12月27日蔵関第1046号
改正　　
平成8年3月18日蔵関第210号
改正　　
平成8年3月31日蔵関第273号
改正　　
平成8年6月14日蔵関第495号
改正　　
平成8年9月12日蔵関第740号
改正　　
平成8年9月12日蔵関第745号
改正　　
平成8年9月12日蔵関第746号
改正　　
平成9年3月31日蔵関第271号
改正　　
平成9年3月31日蔵関第290号
改正　　
平成9年9月4日蔵関第763号
改正　　
平成9年9月29日蔵関第828号
改正　　
平成10年3月31日蔵関第278号
改正　　
平成10年3月3日蔵関第177号
改正　　
平成10年3月31日蔵関第278号
改正　　
平成10年3月31日蔵関第285号
改正　　
平成10年11月30日蔵関第972号
改正　　
平成11年3月31日蔵関第254号
改正　　
平成12年3月31日蔵関第235号
改正　　
平成12年6月14日蔵関第485号
改正　　
平成12年8月10日蔵関第652号
改正　　
平成13年2月27日財関第140号
改正　　
平成13年3月21日財関第191号
改正　　
平成13年3月28日財関第252号
改正　　
平成13年3月28日財関第255号
改正　　
平成13年3月31日財関第265号
改正　　
平成13年5月28日財関第439号
改正　　
平成13年6月20日財関第512号
改正　　
平成13年6月21日財関第519号
改正　　
平成13年9月25日財関第782号
改正　　
平成14年3月31日財関第253号
改正　　
平成14年10月25日財関第877号
改正　　
平成14年11月21日財関第960号
改正　　
平成15年3月31日財関第346号
改正　　
平成15年8月22日財関第888号
改正　　
平成15年9月30日財関第1022号
改正　　
平成16年3月19日財関第286号
改正　　
平成16年3月31日財関第349号
改正　　
平成16年4月19日財関第414号
改正　　
平成16年6月30日財関第670号
改正　　
平成16年8月31日財関第873号
改正　　
平成16年12月27日財関第1389号
改正　　
平成17年2月16日財関第185号
改正　　
平成17年3月4日財関第268号
改正　　
平成17年3月16日財関第346号
改正　　
平成17年3月31日財関第424号
改正　　
平成17年6月21日財関第805号
改正　　
平成17年6月30日財関第852号
改正　　
平成17年8月26日財関第1070号
改正　　
平成17年9月27日財関第1218号
改正　　
平成17年10月31日財関第1360号
改正　　
平成18年3月31日財関第395号
改正　　
平成18年5月30日財関第647号
改正　　
平成18年6月26日財関第777号
改正　　
平成18年７月10日財関第832号
改正　　
平成18年12月28日財関第1580号
改正　　
平成19年3月31日財関第420号
改正　　
平成19年4月18日財関第519号
改正　　
平成19年5月31日財関第719号
改正　　
平成19年6月15日財関第803号
改正　　
平成19年6月26日財関第878号
改正　　
平成19年6月29日財関第893号
改正　　
平成19年8月31日財関第1143号
改正　　
平成19年9月20日財関第1207号
改正




平成19年9月27日財関第1264号
改正




平成19年10月31日財関第1426号

改正




平成20年3月7日財関第255号

改正　


平成20年3月31日財関第346号
改正　


平成20年6月30日財関第721号
改正




平成20年7月29日財関第846号
改正




平成20年10月9日財関第1146号
改正




平成20年11月18日財関第1331号
改正




平成20年11月28日財関第1393号

改正




平成21年1月27日財関第84号
改正




平成21年3月31日財関第368号
改正




平成21年5月22日財関第590号
改正




平成21年5月28日財関第618号
改正




平成21年6月30日財関第703号
改正




平成21年8月21日財関第918号
改正




平成21年9月16日財関第1029号
改正




平成21年9月30日財関第1097号
改正




平成22年2月17日財関第163号
改正




平成22年3月31日財関第367号
改正




平成22年6月30日財関第752号
改正




平成23年3月31日財関第411号
改正




平成23年6月30日財関第746号
改正




平成23年7月21日財関第829号
改正




平成23年8月10日財関第901号
改正




平成23年11月25日財関第1343号
改正




平成24年2月28日財関第202号
改正




平成24年3月31日財関第321号
改正




平成24年6月15日財関第615号
改正




平成24年7月4日財関第695号
改正




平成24年9月19日財関第944号
改正




平成24年11月15日財関第1422号
改正




平成25年3月12日財関第222号
改正




平成25年3月30日財関第310号
改正




平成25年6月24日財関第731号
改正




平成25年6月28日財関第759号
改正




平成25年9月13日財関第993号
改正




平成25年10月15日財関第1102号
改正




平成26年1月31日財関第85号
改正




平成26年3月31日財関第318号
改正




平成26年5月15日財関第485号
改正




平成26年7月1日財関第657号
改正




平成27年1月9日財関第33号
改正




平成27年3月31日財関第341号
改正




平成27年6月30日財関第702号
改正




平成27年12月21日財関第1360号
改正




平成28年2月29日財関第27号
改正




平成28年3月31日財関第403号
改正




平成28年4月20日財関第528号
改正




平成28年5月25日財関第646号
改正




平成28年6月24日財関第782号
改正




平成28年9月21日財関第1126号
改正




平成28年10月31日財関第1285号
改正




平成29年3月31日財関第442号
改正




平成29年4月24日財関第570号

改正




平成29年6月30日財関第868号

改正




平成30年3月31日財関第465号

改正




平成30年6月29日財関第965号

改正




平成30年12月21日財関第1692号

改正




平成31年3月14日財関第360号

改正




平成31年3月30日財関第437号

改正




平成31年4月18日財関第515号

Ⅰ　税関様式
Ⅱ　記載要領及び留意事項

関税法関係
事前教示に関する照会書（C―1000）
関税率表適用上の所属区分等に係る事前教示に関する照会に対する回答を文書により求めようとする者（以下、「照会者」という。）は、この用紙に必要事項を記載し、押印又は署名したものを、当該照会に係る貨物の主要な輸入予定地を管轄する税関の首席関税鑑査官等に１部提出する。ただし、インターネットにより照会を行う場合を除く。
「受付番号」欄には、税関別に一連番号を記載する。
「登録番号」欄には画像情報検索システムにより自動賦与される登録番号を記載する。
	


（右上部欄外)内には、事前教示回答書の「関税率表適用上の所属区分」欄に記載する番号のうち、最初の6けたを記載する。
「照会者の住所、氏名・印」欄には、照会をしようとする者の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。代理人が照会を行う場合には、「照会者の住所､氏名・印」欄に加え、「代理人の住所､氏名・印」欄に代理人の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。
なお、照会者が輸入委託者である場合には、「代理人の住所、氏名・印」欄に輸入委託者の住所、氏名又は名称を、「（担当者）」及び「（電話番号）」の欄に当該照会に係る担当者の氏名及び電話番号をそれぞれ記載する。
「輸入者符号」欄には、照会者にに係る外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6に規定する符号を記載する。
照会文中の「関税率表適用上の所属区分」、「関税率」、「統計品目番号」、「内国消費税等の適用区分及び税率」及び「他法令」については、それらのうち、照会者が照会しようとする事項の□内に×印を記入することにより照会事項を表示する。
「品名、銘柄及び型番」欄には、当該照会に係る貨物の具体的な商品名及び銘柄又は型式の名称若しくは符号を記載する。
「製造者、製造地」欄には、当該照会に係る貨物の製造者（天然産品等で製造者が判然としないものについては、その輸出者）の氏名又は名称及び原産地を記載する。
「単価」欄には、当該照会に係る貨物の価格条件に応じた単価を記載する。
「輸入申告予定官署」欄には、当該照会に係る貨物の輸入申告等が予定されている税関官署名（2以上あるときは、それぞれの官署名）を記載する。
「照会貨物」欄には、当該照会に係る貨物が本邦に到着しているか否かの別に応じ、該当する事項の□内に×印を記入する。
「参考資料」欄中の「見本、写真、図面、カタログ、説明書、分析成績、その他」については、それらのうち、照会者が提出する参考資料に該当する項目を○で囲む。また、当該参考資料が「その他」に該当する場合には、「（　）」内に当該参考資料の種類、名称等を記載する。
「輸入契約の時期、輸入の予定時期、数量及び金額並びに特別注文、投資又は長期契約の予定の有無」欄には、当該照会に係る貨物の輸入契約の時期、最初の輸入が予定されている時期、その後の輸入の継続予定期間、輸入予定数量及び輸入予定金額並びに当該照会に係る貨物を輸入するに当たり、特別注文（例えば、製造者に対し、特別の性状、組成に製造するよう注文すること。）、投資（外国又は本邦のいずれであるかを問わない。）又は長期契約の予定の有無について記載し、特別注文等がある場合には、その概要を記載する。
なお、記載欄が不足する場合には、「照会貨物の説明」欄又は「事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜の様式）を使用することとして差し支えない。
「照会貨物に係る事前教示実績（有・無）」欄には、当該照会に係る貨物について、関税率表適用上の所属区分等に関する事前教示を求めた事実の有無の該当する項目を○で囲み、当該事実がある場合には、その事前教示番号を記載する。
「類似貨物に係る輸入実績（有・無）」欄には、当該照会に係る貨物に類似する貨物の輸入実績のうち、当該照会に係る貨物の関税率表適用上の所属区分等を決定するために参考となるものの有無の該当する項目を○で囲み、当該実績がある場合には、その輸入申告番号（不明な場合、その概要）を記載する。
なお、これらの２欄については、記載欄が不足する場合には、「照会貨物の説明」欄又は「事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜の様式）を使用することとして差し支えない。
「照会貨物の説明（製法、成分割合、性状、構造、機能、用途、包装等）」欄には、当該照会に係る貨物の製法、成分割合、性状、構造、機能、用途、包装等で、照会事項である当該貨物の関税率表適用上の所属区分等を決定するために必要なものを具体的に記載する。
なお、複雑な機械の構造図等、同欄に記載することが困難な事項は、最低必要と認められる限度において、同欄の記載事項の一部とするものとし、この場合には、同欄にその旨明記する。
(例1)　本品は、白色顔料（30％）、バインダー（10％）及び溶剤（60％）から成る白色のやや粘稠（ちゅう）な液体であって、容量30㏄の小びんに収められており、当該小びんのキャップには、小型の筆が取り付けられている。本品は、タイプ文書、手書き文書等の誤字の訂正に用いられ、当該誤字の部分に本品を塗布することにより、速乾性の白色皮膜を形成し、新たにタイプ、手書等を行うことができる。
(例2)　本品は、アーモンド（X％）としょ糖（Y％）から製造され、もちに類似した白色の柔らかい固形物（1個の重量5㎏）である。輸入後、植物等の形状に成形して菓子（マルチパン）としたり、チョコレート菓子の内容物として使用したりする。
「関税率表適用上の所属区分等に関する意見」欄には、照会者が当該貨物の関税率表適用上の所属区分等について意見を有する場合に、当該意見の内容（根拠を含む。）を記載する。
「非公開期間の要否」欄については、本回答書は関税分類の参考とするため、回答後原則として公開し輸入者等の閲覧に供するので、例えば照会貨物が新規のアイデア商品等で、照会貨物の説明内容中に回答後一定期間非公開を必要とする部分がある場合には、同欄の「要・否」のうち要を○で囲む。
「非公開理由」欄については、、「非公開期間の要否」欄において要とした場合、例えば、新規輸入商品のため、成分割合に特徴があるため等、非公開期間を設定する必要がある理由を簡潔に記載する。
なお、「照会貨物の説明（製法、成分割合、性状、構造、機能、用途、包装等）」欄中に記載した文言に下線を引き、当該下線部分が非公開情報である旨を記載して差し支えない。また、当該下線部分について、公開可能な情報に置き替えることができる場合においては、【 】（墨付き括弧）で囲み、当該下線に続けて記載することとする。
「非公開期間」欄については、「非公開期間の要否」欄において要とした場合、同欄の（）内に具体的な非公開期間（180日を超えない期間に限る。）を記載する。。
「続―補足説明：要求・提出、枚」欄については、「事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜の様式（A4版））が添付されている場合、補足説明を要求した場合又は補足説明書が提出された場合に、それぞれ該当する項目を○で囲み、添付又は提出された枚数を記入する。
事前教示回答書（変更通知書兼用）（C―1000―1）
「公開日」欄には、本回答書が公開できるようになる年月を記載する。
「登録番号」欄及び         （右上部欄外）内には、本件の事前教示に係る照会書に記載したものと同じ分類センター室賦与番号及び6けた番号を記載する。
この様式を変更通知書として使用する場合には、「事前教示回答書」を「事前教示回答書変更通知書」に改めたうえ、回答書発出後初めての変更通知書である場合には「回答します。」を「令和  年  月  日付事前教示回答書をもつて通知した内容を変更したので通知します。」に改め、二度目以降の変更通知書である場合には「回答します。」を「令和　年　 月　 日付事前教示回答書変更通知書をもつて変更した内容を再変更したので通知します。」に改めて使用するものとする。また、同文中の日付欄に変更しようとする事前教示回答書又は変更通知書の日付を記入する。
「関税率表上の所属区分及び統計品目番号」、「関税率」、「統計品目番号」、「内国消費税等の適用区分及び税率」及び「他法令」の各欄のうち、照会者が照会した事項の欄には、当該照会に係る貨物の関税率表適用上の所属区分等を記入する。なお、記載欄が不足する場合には、「（分類理由）」欄に記載することとして差し支えない。
「貨物の一般的品名」欄には、事前教示に係る照会書の「商品名・銘柄」欄記載内容とは異なり、個々の商品としての具体的な品名ではなく、例えば、食品（ソーセージ）、塗料、衣類（カーディガン）、印刷機等のように一般的な品名を記載する。
「照会貨物の概要」欄には、事前教示に係る照会書記載の照会貨物の説明や提出された見本等をもとに、「分類理由」欄記載内要と関連付けて参考となるように照会貨物の概要については簡潔に記載する。
「分類理由」欄には、「関税率表上の所属区分」等の欄に記載した関税率表適用上の所属区分等の根拠（例えば、①照会に係る貨物の分類に関連する関税率表の項若しくは号の規定、部、類若しくは号の注の規定又は通則の規定並びにこれらの解釈としての関税率表解説及び分類例規の記載、②照会者から提出された商品説明と上記①の規定との関係及び結論をいう。）を記載することとし、当該関税率表上の所属区分等の回答に当たり、「照会貨物の説明」欄に記載された貨物に条件を付けた場合には、当該条件を併記し、記載後、余白が残る場合には、以下余白と記入する。また、変更通知書として使用する場合には、変更理由も記載する。
下欄には、回答を行う職員の所属する税関及び部門の名称並びに当該部門の責任者（首席関税鑑査官（首席関税鑑査官を置かない税関にあっては関税鑑査官））の氏名を記載し、押印する。
事前教示に関する照会書（原産地照会用）（C―1000―2）
原産地に係る事前教示に関する照会に対する回答を文書により求めようとする者（以下、「照会者」という。）は、この用紙に必要事項を記載し、押印又は署名したものを、当該照会に係る貨物の主要な輸入予定地を管轄する税関の原産地調査官等に１部提出する。ただし、インターネットにより照会を行う場合を除く。
「受付番号」欄には、税関別に一連番号を記載する。
「登録番号」欄には、税関別に一連番号を記載する。
「照会者の住所、氏名・印」欄には、照会をしようとする者の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。代理人が照会を行う場合には、「照会者の住所、氏名・印」欄に加え、「代理人の住所、氏名・印」欄に代理人の住所・氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。
なお、照会者が輸入委託者である場合には、「代理人の住所、氏名・印」欄に輸入委託者の住所、氏名又は名称を、「（担当者）」及び「（電話番号）」の欄に当該照会に係る担当者の氏名及び電話番号をそれぞれ記載する。
「輸入者符号」欄には、照会者にに係る外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6に規定する符号を記載する。
照会文中の「ＷＴＯ協定」、「経済連携協定（　）」、「特恵」、及び「その他（　）」については、それらのうち、照会者が照会しようとする事項の□内に×印を記入することにより照会事項を表示する。また、「経済連携協定」又は「その他」に該当する場合には、「（　 ）」内に経済連携協定名等を記載する。
「品名・銘柄・型番」欄には、当該照会に係る貨物の商品及び銘柄又は型式の名称若しくは符号を記載する。
「製造者、製造地」欄には、原産地認定に関係しないささいな部分品に関するものを除き、当該照会に係る貨物に関係する全ての製造者の氏名又は名称及び製造地を記載する。
「輸入申告予定官署」欄には、当該照会に係る貨物の輸入申告等が予定されている税関官署名（2以上あるときは、それぞれの官署名）を記載する。
「照会貨物」欄には、当該照会に係る貨物が本邦に到着しているか否かの別に応じ、該当する事項の□内に×印を記入する。
「参考資料」欄中の「見本、写真、図面、カタログ、説明書、分析成績、その他」については、それらのうち、照会者が提出する参考資料に該当する項目を○で囲む。また、当該参考資料が「その他」に該当する場合には、「（　）」内に当該参考資料の種類、名称等を記載する。
「輸入契約の時期、輸入予定時期、数量及び金額並びに特別注文、投資又は長期契約の予定の有無」欄には、当該照会に係る貨物の輸入契約の時期、最初の輸入が予定されている時期、その後の輸入の継続予定期間、輸入予定数量及び輸入予定金額並びに当該照会に係る貨物を輸入するに当たり、特別注文（例えば、製造者に対し、特別の性状、組成に製造するよう注文すること。）、投資（外国又は本邦のいずれであるかないかを問わない。）又は長期契約の予定の有無について記載し、特別注文等がある場合には、その概要を記載する。
なお、記載欄が不足する場合には、「照会貨物の製法等」欄又は「事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜の様式）を使用することとして差し支えない。
「照会貨物に係る事前教示実績（有・無）」欄には、当該照会に係る貨物について、原産地に関する事前教示を求めた事実の有無の該当する項目を○で囲み、当該事実がある場合には、その事前教示番号を記載する。
「類似貨物に係る輸入実績（有・無）」欄には、当該照会に係る貨物に類似する貨物の輸入実績のうち、当該照会に係る貨物の原産地を決定するために参考となるものの有無の該当する項目を○で囲み、当該実績がある場合には、その輸入申告番号（不明な場合、その概要）を記載する。
なお、これらの2欄については、記載欄が不足する場合には、「照会貨物の説明」欄又は「事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜様式）を使用することとして差し支えない。
「照会貨物の説明（関係する国における加工、製造に関する事項等）」欄には、当該照会に係る貨物の関係する国における製造、加工及び当該国における原料並びに製品のHS番号等で、照会事項である当該貨物の原産地を認定するために必要なものを具体的に記載する。
なお、複雑な製造工程図等、同欄に記載することが因難な事項は、最低必要と認められる限度において、同欄の記載事項の一部とするものとし、この場合には、同欄にその旨明記する。
「原産地認定に関する意見」欄には、照会者が当該貨物の一般特恵税率、協定税率又は経済連携協定に係る特恵税率の適用に関し、原産地について意見を有する場合に、当該意見の内容（根拠を含む。）を記載する。
「非公開期間の要否」欄については、本回答書は原産地の参考とするため、回答後原則として公開し輸入者等の閲覧に供するので、例えば照会貨物が新規のアイデア商品等で、照会貨物の説明内容中に回答後一定期間非公開を必要とする部分がある場合には、同欄の「要・否」のうち要を〇で囲む。
「非公開理由」欄については、「非公開期間の要否」欄において要とした場合、例えば、新規輸入商品のため、成分割合に特徴があるため等、非公開期間を設定する必要がある理由を簡潔に記載する。
「非公開期間」欄については、「非公開期間の要否」欄において要とした場合、同欄の（）内に具体的な非公開期間（180日を超えない期間に限る。）を記載する。。
「続―補足説明：要求・提出、枚」については、「事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜様式（A4版））が添付されている場合、補足説明を要求した場合又は補足説明書が提出された場合に、それぞれ該当する項目を○で囲み、添付又は提出された枚数を記入する。
(事前教示回答書（変更通知書兼用）の記載要領)
この様式を事前教示回答書として使用する場合には、表題の「（変更通知書兼用）」及び回答文中「令和　年　月　日付・・・（中略）・・・通知します。」を削除して使用するものとし、変更通知書として使用する場合には、回答文中「下記のとおり回答します。」を削除するとともに、同文中の日付欄に変更しようとする事前教示回答書又は変更通知書の日付を記入する。
「認定理由」欄には、「原産地」の欄に記載した原産地認定の根拠（例えば、①照会に係る貨物の製造・加工等に関連する関税率表の項の変更等の事実及び原産地認定に関する政令また通達の規定等の記載、②照会者から提出された製造・加工に関する説明と上記①の規定との関係及び③結論をいう。）を記載することとし、当該原産地の回答に当たり、「照会貨物の説明」欄に記載された貨物に関して条件を付けた場合には、当該条件を併記し、記録後、余白が残る場合には、斜線を引く。また、変更通知書として使用する場合には、変更理由も記載する。
下欄には、回答を行う職員の所属する税関官署及び部門の名称並びに当該部門の責任者（原則として、統括審査官又はこれに相当する官職にある者）の氏名を記載し、押印する。
「文・面・電」欄には、回答方法（書面、面接又は電話）の区分に応じ、該当する項目を○で囲む。
事前教示回答書（変更通知書兼用）（原産地回答用）（C―1000―3）
この様式を事前教示回答書として使用する場合には、表題の「（変更通知書兼用）」及び回答文中「令和　年　月　日付・・・（中略）・・・通知します。」を削除して使用するものとし、変更通知書として使用する場合には、回答文中「下記のとおり回答します。」を削除するとともに、同文中の日付欄に変更しようとする事前教示回答書又は変更通知書の日付を記入する。
「登録番号」欄には、本件の事前教示に係る照会書に記載したものと同じ登録番号を記載する。
「照会貨物の概要」欄には、事前教示に係る照会書記載の照会貨物の説明や提出された見本等をもとに、「認定理由」欄記載内容と関連付けて参考となるように照会貨物の概要について簡潔に記載する。
「認定理由」欄には、「回答」の欄に記載した原産地認定の根拠（例えば、①照会に係る貨物の製造・加工等に関連する関税率表の項の変更等の事実及び原産地認定に関する法令（条約を含む。）の規定等の記載、②照会者から提出された製造・加工に関する説明と上記①の規定との関係及び③結論をいう。）を記載することとし、当該原産地の回答に当たり、「照会貨物の説明」欄に記載された貨物に関して条件を付けた場合には、当該条件を併記し、記載後、余白が残る場合には、以下余白と記入する。また、変更通知書として使用する場合には、変更理由も記載する。
下欄には、回答を行う職員の所属する税関及び部門の名称並びに当該部門の責任者（原産地調査官）の氏名を記載し、押印する。
事前教示に関する照会書（関税評価照会用）（C―1000―6）
１　関税評価に係る事前教示に関する照会に対する回答を文書により求めようとする者（以下「照会者」という｡）は、この用紙（別紙１及び別紙２を含む。）に必要事項を記載の上、当該照会に係る貨物の主要な輸入申告予定地を管轄する税関の首席関税評価官等に１部提出する。
２　「照会者の住所、氏名･印（署名）、（輸入者符号）」欄には、照会をしようとする者の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。また、また、「輸入者符号」欄には、照会者に係る外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6に規定する符号を記載する。
３　「代理人の住所、氏名･印（署名）」欄には、照会者から委任を受けた通関業者等の代理人の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。
４　「輸入貨物の品名」欄には、当該照会に係る貨物の具体的な商品名及び税番を記載する。
５　「輸入申告通関予定官署」欄には、当該照会に係る貨物の輸入申告等が予定されている税関官署名（２以上あるときは、それぞれの官署名）を記載する。
６　「輸入予定時期」欄には、当該照会に係る貨物の最初の輸入が予定されている時期、その後の輸入の継続予定期間を記載する。
７　「照会の趣旨」欄には、照会に係る取引における関税評価上の取扱いに関する法令解釈・適用上の疑義を要約して記載する。
８　「取引の概要及び関税評価に関する照会者の見解とその理由」欄の内容については、別紙１に次のように記載する。
⑴　１.⑴の「輸入者」及び「輸出者」、「輸入の委託者」及び「輸出の委託者」並びに「売手」及び「買手」とは、輸入貨物の評価（個別・包括）申告書Ⅰ（C―5300）記載要領（Ａの１の欄）と同様とする。
⑵　１.⑵の「取引に係る事実関係について（取引における権利・義務等）」は、照会事項に係る取引等における具体的な内容の説明、取引当事者間の権利・義務関係など、課税価格の決定において必要と考えられる事実関係、その他参考となるべき事項を可能な限り具体的かつ詳細に記載する。また、関税定率法（以下「定率法」という。）第4条第2項第1号から第3号までに掲げる事情、同項第4号に規定する特殊関係及び課税価格の計算に関係がある取引上の特殊な条件の有無及びその内容(特殊関係の取引価格への影響の有無及びその理由を含む。)がある場合には、その内容を記載する。
⑶　２.「輸入貨物の課税価格の決定における計算方法」の内容については、「照会の趣旨」欄に記載した法令解釈・適用上の疑義に関して照会者の見解に基づく輸入貨物の課税価格の計算方法を記載する。
イ　２.⑴の欄については、照会者の見解により定率法第4条を適用する場合の金額及びその計算方法をそれぞれ記載する。
　「①現実に支払われた又は支払われるべき価格」とは、当該照会に係る輸入貨物につき、買手により売手に対し又は売手のために行われた又は行われるべき支払の総額（買手により売手のために行われた又は行われるべき当該売手の債務の全部又は一部の弁済その他の間接的な支払の額を含む。）（定率法施行令第1条の4）をいう。
　「②加算要素」とは、定率法第4条第1項各号に掲げる運賃等で、①に含まれていないものをいう。
　「③控除すべき費用等」とは、定率法施行令第１条の4第1号から第４号のもので①に含まれているが、その額が明らかになるものをいう。
　「④合計又は計算方法」欄には、①から③までの費用の合計額又は当該合計額を納税申告の際に個々の貨物の課税価格として適用する場合の計算方法を記載する。
ロ　２.⑵の欄については、定率法第４条以外を適用する場合に、適用条項及び課税価格の計算方法を具体的に記載する。
⑷　３.「上記２の適用条項及び計算方法となる理由」欄については、照会書の「照会の趣旨」欄に記載した法令解釈・適用上の疑義に関して照会者の見解により、２.「輸入貨物の課税価格の決定における計算方法」となるに至った理由（例えば、照会者の法的解釈、取引に係る事実認定、関税評価協定上の決定文書または採択文書等）を具体的かつ詳細に記載する。
９　「非公開期間の要否」欄には、税関より発給される事前教示回答書（変更通知書兼用）（関税評価回答用）の公開について「可」「否」のいずれかに○を付け、取引を実際に行う前に他者に知られることにより不利益を受けるおそれがある場合等、回答後一定期間当該内容を非公開とする必要がある場合には「要」に○を付け、「非公開理由」欄にその理由を記載したうえ、「非公開期間」欄に180日を超えない期間内で具体的な非公開期間を記載する。
10　｢添付資料｣欄の「2.事前照会に係る取引等の事実関係を証明できる関係書類」については、照会事項を説明するに当たり関係する必要な資料を添付し、その資料の名称を[　]内に記載する。
事前教示照会に係る形式要件審査表（C―1000―7）
１　この形式要件審査表は、「事前教示に関する照会書（関税評価照会用）」（審査に必要と思われる資料を含む。以下本項において「照会文書」という。）の提出があった税関の照会応答担当者が形式審査事務及び要件審査事務を行う際に使用する。
２　「照会文書の提出があった当初の日」には、当初に照会文書の提出があった年月日を記載する。
３　「記載事項等」については、照会文書の記載事項等について確認した結果、「適」又は「不適」のいずれかを○で囲む。
４　「記載事項等」の「補正状況」欄には、照会文書の記載事項等について「不適」となった事項について、記載事項の補正又は関係資料の提出がなされた結果「適」になった場合に、その状況を、例えば、「○年○月○日記載事項補正」又は「○年○月○日関係資料提出」のように記載する。
５　「受理年月日」には、上記３の記載事項等が全て「適」であることを確認した日付を記載する。
(注)　記載事項等が全て「適」であることを確認した後、照会文書を受理する。
６　「要件事項」については、各要件事項について確認した結果、「適」又は「不適」のいずれかを○で囲む。
７　「要件事項」の「備考」欄については、上記６の確認の結果「不適」となった事項について、補足説明又は追加資料の提出がなされた結果「適」になった場合に、その状況を、例えば、「○年○月○日補足説明」又は「○年○月○日追加資料提出」のように記載する。
８　「補足説明及び追加資料」欄には、照会文書の受理後に補足説明及び追加資料の提出を求めた場合にその状況を記載する。
(記載例)
	補足説明及び追加資料
	要求年月日
	要求方法・内容
	連絡状況
	担当

	
	(例１)
H17.7.1
	補足説明書送達（要件事項９追加資料）
	H17.7.10(面接)
H17.7.30(電話)
	財務太郎


	
	(例２)
H17.7.1



	電話連絡（要件事項９補足説明・要件事項10追加資料）
	H17.7.10(電話)
	関税花子



インターネットによる事前教示に関する照会書（C―1000―13）
インターネットによる関税率表適用上の所属区分等に係る事前教示に関する照会に対する回答を文書により求めようとする者（以下、「照会者」という。）は、この用紙に必要事項を記載し、押印又は署名したものを、画像情報とした上で、当該照会に係る貨物の主要な輸入予定地を管轄する税関の首席関税鑑査官等に電子メールにより送信する。
なお、本様式による照会に対する回答は、文書による照会に準じた取扱いに切替えた場合を除き、口頭照会の場合と同様の取扱いとなるので留意する。
「受付番号」欄には、税関別に一連番号を記載する。
「登録番号」欄にはシステムにより自動賦与される登録番号を記載する。
「照会者の住所、氏名･印」欄には、照会をしようとする者の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。代理人が照会を行う場合には、「照会者の住所、氏名･印」欄に加え、「代理人の住所、氏名･印」欄に代理人の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。
なお、照会者が輸入委託者である場合には、「代理人の住所、氏名・印」欄に輸入委託者の住所、氏名又は名称を、「（担当者）」及び「（電話番号）」の欄に当該照会に係る担当者の氏名及び電話番号をそれぞれ記載する。
「輸入者符号」欄には、照会者に係る外国貿易等に関する統計基本通達25―6に規定する符号を記載する。
照会文中の「関税率表適用上の所属区分」、「関税率」、「統計品目番号」、「内国消費税等の適用区分及び税率」及び「他法令」については、それらのうち、照会者が照会しようとする事項の□内に×印を記入することにより照会事項を表示する。
「品名、銘柄及び型番」欄には、当該照会に係る貨物の具体的な商品名及び銘柄又は型式の名称若しくは符号を記載する。
「製造者、製造地」欄には、当該照会に係る貨物の製造者（天然産品等で製造者が判然としないものについては、その輸出者）の氏名又は名称及び製造地を記載する。
「単価」欄には、当該照会に係る貨物の価格条件に応じた単価を記載する。
「輸入申告予定官署」欄には、当該照会に係る貨物の輸入申告等が予定されている税関官署名（2以上あるときは、それぞれの官署名）を記載する。
「照会貨物」欄には、当該照会に係る貨物が本邦に到着しているか否かの別に応じ、該当する事項の□内に×印を記入する。
「参考資料」欄中の「写真、図面、カタログ、説明書、分析成績、その他」については、それらのうち、照会者が提出する参考資料に該当する項目を〇で囲む。また、当該参考資料が「その他」に該当する場合には、「（　）」内に当該参考資料の種類、名称等を記載する。
「輸入契約の時期、輸入の予定時期、数量及び金額並びに特別注文、投資又は長期契約の予定の有無」欄には、当該照会に係る貨物の輸入契約の時期、最初の輸入が予定されている時期、その後の輸入の継続予定期間、輸入予定数量及び輸入予定金額並びに当該照会に係る貨物を輸入するに当たり、特別注文（例えば、製造者に対し、特別の性状、組成に製造するよう注文すること。）、投資（外国又は本邦のいずれであるかを問わない。）又は長期契約の予定の有無について記載し、特別注文等がある場合には、その概要を記載する。
なお、記載欄が不足する場合には、「照会貨物の製法等」欄又は「インターネットによる事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜の様式）を使用することとして差し支えない。
「照会貨物に係る事前教示実績（有・無）」欄には、当該照会に係る貨物について、関税率表適用上の所属区分等に関する事前教示を求めた事実の有無の該当する項目を○で囲み、当該事実がある場合には、その事前教示番号を記載する。
「類似貨物に係る輸入実績（有・無）」欄には、当該照会に係る貨物に類似する貨物の輸入実績のうち、当該照会に係る貨物の関税率表適用上の所属区分等を決定するために参考となるものの有無の該当する項目を○で囲み、当該実績がある場合には、その輸入申告番号及びその年月（不明な場合、その概要）を記載する。
なお、これらの２欄については、記載欄が不足する場合には、「照会貨物の説明」欄又は「インターネットによる事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜の様式）を使用することとして差し支えない。
「照会貨物の説明（製法、成分割合、性状、構造、機能、用途、包装等）」欄には、当該照会に係る貨物の製法、成分割合、性状、構造、機能、用途、包装等で、照会事項である当該貨物の関税率表適用上の所属区分等を決定するために必要なものを具体的に記載する。
なお、複雑な機械の構造図等、同欄に記載することが困難な事項は、最低必要と認められる限度において、同欄の記載事項の一部とするものとし、この場合には、同欄にその旨明記する。
(例1)　本品は、白色顔料（30％）、バインダー（10％）及び溶剤（60％）から成る白色のやや粘稠（ちゅう）な液体であって、容量30㏄の小びんに収められており、当該小びんのキャップには、小型の筆が取り付けられている。本品は、タイプ文書、手書き文書等の誤字の訂正に用いられ、当該誤字の部分に本品を塗布することにより、速乾性の白色皮膜を形成し、新たにタイプ、手書等を行うことができる。
(例2)　本品は、アーモンド（X％）としょ糖（Y％）から製造され、もちに類似した白色の柔らかい固形物（1個の重量5㎏）である。輸入後、植物等の形状に成形して菓子（マルチパン）としたり、チョコレート菓子の内容物として使用したりする。
「関税率表適用上の所属区分等に関する意見」欄には、当該貨物の関税率表適用上の所属区分等について照会者の意見を有するか否かの別に応じ、該当する事項の□内に×印を記入し、意見を有する場合には、当該意見の内容（根拠を含む。）を記載する。
「続―補足説明：提出　枚」欄については、「インターネットによる事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜の様式）が添付されている場合又は補足説明書が提出されている場合に、それぞれ該当する項目を〇で囲み、添付又は提出された枚数を記入する。
「文書による照会に準じた取扱いへの切替えについて」欄については、関税法基本通達7―19―2の⑸のロの要件を満たす場合にのみ切替えが可能となることに留意する。
「非公開期間の要否」欄については、本回答書は関税分類の参考とするため、回答後原則として公開し輸入者等の閲覧に供するので、例えば照会貨物が新規のアイデア商品等で、照会貨物の説明内容中に回答後一定期間非公開を必要とする部分がある場合には、同欄の「要･否」のうち要を〇で囲む。
「非公開理由」欄については、「非公開期間の要否」欄において要とした場合、例えば、新規輸入商品のため、成分割合に特徴があるため等、非公開期間を設定する必要がある理由を簡潔に記載する。
なお、「照会貨物の説明（製法、成分割合、性状、構造、機能、用途、包装等）」欄中に記載した文言に下線を引き、当該下線部分が非公開情報である旨を記載して差し支えない。また、当該下線部分について、公開可能な情報に置き替えることができる場合においては、【 】（墨付き括弧）で囲み、当該下線に続けて記載することとする。
「非公開期間」欄については、「非公開期間の要否」欄において要とした場合、同欄の（）内に具体的な非公開期間（180日を超えない期間に限る。）を記載する。
インターネットによる事前教示に関する照会書（原産地照会用）（C―1000―16）
インターネットによる原産地に係る事前教示に関する照会に対する回答を文書により求めようとする者（以下、「照会者」という。）は、この用紙に必要事項を記載し、押印又は署名したものを、画像情報とした上で、当該照会に係る貨物の主要な輸入予定地を管轄する税関の原産地調査官等に電子メールにより送信する。
なお、本様式による照会に対する回答は、文書による照会に準じた取扱いに切替えた場合を除き、口頭照会の場合と同様の取扱いとなるので留意する。
「受付番号」欄には、税関別に一連番号を記載する。
「登録番号」欄には、税関別に一連番号を記載する。
「照会者の住所、氏名･印」欄には、照会をしようとする者の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。代理人が照会を行う場合には、「照会者の住所、氏名･印」欄に加え、「代理人の住所、氏名･印」欄に代理人の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。
なお、照会者が輸入委託者である場合には、「代理人の住所、氏名・印」欄に輸入委託者の住所、氏名又は名称を、「（担当者）」及び「（電話番号）」の欄に当該照会に係る担当者の氏名及び電話番号をそれぞれ記載する。
「輸入者符号」欄には、照会者に係る外国貿易等に関する統計基本通達25―6に規定する符号を記載する。
照会文中の「ＷＴＯ協定」、「経済連携協定（ ）」、「特恵」、及び「その他（ ）」については、それらのうち、照会者が照会しようとする事項の□内に×印を記入することにより照会事項を表示する。また、「経済連携協定」又は「その他」に該当する場合には、「（ ）」内に経済連携協定名等を記載する。
「品名・銘柄・型番」欄には、当該照会に係る貨物の商品及び銘柄又は型式の名称若しくは符号を記載する。
「製造者・製造地」欄には、原産地認定に関係しないささいな部分品に関するものを除き、当該照会に係る貨物に関係する全ての製造者の氏名又は名称及び製造地を記載する。
「輸入申告予定官署」欄には、当該照会に係る貨物の輸入申告等が予定されている税関官署名（2以上あるときは、それぞれの官署名）を記載する。
「照会貨物」欄には、当該照会に係る貨物が本邦に到着しているか否かの別に応じ、該当する事項の□内に×印を記入する。
「参考資料」欄中の「写真、図面、カタログ、説明書、その他」については、それらのうち、照会者が提出する参考資料に該当する項目を〇で囲む。また、当該参考資料が「その他」に該当する場合には、「（　）」内に当該参考資料の種類、名称等を記載する。
「輸入契約の時期、輸入の予定時期、数量及び金額並びに特別注文、投資又は長期契約の予定の有無」欄には、当該照会に係る貨物の輸入契約の時期、最初の輸入が予定されている時期、その後の輸入の継続予定期間、輸入予定数量及び輸入予定金額並びに当該照会に係る貨物を輸入するに当たり、特別注文（例えば、製造者に対し、特別の性状、組成に製造するよう注文すること。）、投資（外国又は本邦のいずれであるかないかを問わない。）又は長期契約の予定の有無について記載し、特別注文等がある場合には、その概要を記載する。
なお、記載欄が不足する場合には、「照会貨物の説明」欄又は「インターネットによる事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜の様式）を使用することとして差し支えない。
「照会貨物に係る事前教示実績（有・無）」欄には、当該照会に係る貨物について、原産地に関する事前教示を求めた事実の有無の該当する項目を○で囲み、当該事実がある場合には、その事前教示番号を記載する。
「類似貨物に係る輸入実績（有・無）」欄には、当該照会に係る貨物に類似する貨物の輸入実績のうち、当該照会に係る貨物の原産地を決定するために参考となるものの有無の該当する項目を○で囲み、当該実績がある場合には、その輸入申告番号及びその年月（不明な場合、その概要）を記載する。
なお、これらの２欄については、記載欄が不足する場合には、「照会貨物の説明」欄又は「インターネットによる事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜の様式）を使用することとして差し支えない。
「照会貨物の説明（関係する国における加工、製造に関する事項等）」欄には、当該照会に係る貨物の関係する国における製造、加工及び当該国における原料並びに製品のＨＳ番号等で、照会事項である当該貨物の原産地を認定するために必要なものを具体的に記載する。
なお、複雑な製造工程図等、同欄に記載することが困難な事項は、最低必要と認められる限度において、同欄の記載事項の一部とするものとし、この場合には、同欄にその旨明記する。
「原産地認定に関する意見」欄には、当該貨物の原産地について照会者の意見を有するか否かの別に応じ、該当する事項の□内に×印を記入し、意見を有する場合には、当該意見の内容（根拠を含む。）を記載する。
「続―補足説明：提出　枚」欄については、「インターネットによる事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜の様式）が添付されている場合又は補足説明書が提出されている場合に、それぞれ該当する項目を〇で囲み、添付又は提出された枚数を記入する。
「文書による照会に準じた取扱いへの切替えについて」欄については、関税法基本通達7―19―2の⑸のロの要件を満たす場合にのみ切替えが可能となることに留意する。
「非公開期間の要否」欄については、本回答書は原産地の参考とするため、回答後原則として公開し輸入者等の閲覧に供するので、例えば照会貨物が新規のアイデア商品等で、照会貨物の説明内容中に回答後一定期間非公開を必要とする部分がある場合には、同欄の「要･否」のうち要を〇印で囲む。
「非公開理由」欄については、「非公開期間の要否」欄において要とした場合、例えば、新規輸入商品のため、成分割合に特徴があるため等、非公開期間を設定する必要がある理由を簡潔に記載する。
「非公開期間」欄については、「非公開期間の要否」欄において要とした場合、同欄の（　）内に具体的な非公開期間（180日を超えない期間に限る。）を記載する。
インターネットによる事前教示に関する照会書（関税評価照会用）（C―1000―19）
１　インターネットによる関税評価に係る事前教示に関する照会に対する回答を文書により求めようとする者（以下「照会者」という｡）は、この用紙（別紙１及び別紙２を含む。）に必要事項を記載し、押印又は署名したものを、画像情報とした上で、当該照会に係る貨物の主要な輸入申告予定税関の首席関税評価官等に電子メールにより送信する。
なお、本様式による照会に対する回答は、文書による照会に準じた取扱いに切替えた場合を除き、口頭照会の場合と同様の取扱いとなるので留意する。
２　「照会者の住所、氏名･印（署名）、（輸入者符号）」欄には、照会をしようとする者の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。また、「輸入者符号」欄には、照会者に係る外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6に規定する符号を記載する。
３　「代理人の住所、氏名･印（署名）」欄には、照会者から委任を受けた通関業者等の代理人の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。
４　「輸入貨物の品名」欄には、当該照会に係る貨物の具体的な商品名及び税番を記載する。
５　「輸入申告予定官署」欄には、当該照会に係る貨物の輸入申告等が予定されている税関官署名（２以上あるときは、それぞれの官署名）を記載する。
６　「輸入予定時期」欄には、当該照会に係る貨物の最初の輸入が予定されている時期、その後の輸入の継続予定期間を記載する。
７　「照会の趣旨」欄には、照会に係る取引における関税評価上の取扱いに関する法令解釈・適用上の疑義を要約して記載する。
８　「取引の概要及び関税評価に関する照会者の見解とその理由」欄の内容については、別紙１に次のように記載する。
⑴　１.⑴の「輸入者」及び「輸出者」、「輸入の委託者」及び「輸出の委託者」並びに「売手」及び「買手」とは、輸入貨物の評価（個別・包括）申告書Ⅰ（C―5300）記載要領（Ａの１の欄）と同様とする。
⑵　１.⑵の「取引に係る事実関係について（取引における権利・義務等）」は、照会事項に係る取引等における具体的な内容の説明、取引当事者間の権利・義務関係など、課税価格の決定において必要と考えられる事実関係、その他参考となるべき事項を可能な限り具体的かつ詳細に記載する。また、関税定率法（以下「定率法」という。）第４条第２項第１号から第３号までに掲げる事情、同項第４号に規定する特殊関係及び課税価格の計算に関係がある取引上の特殊な条件の有無及びその内容(特殊関係の取引価格への影響の有無及びその理由を含む。)がある場合には、その内容を記載する。
⑶　２.「輸入貨物の課税価格の決定における計算方法」の内容については、「照会の趣旨」欄に記載した法令解釈・適用上の疑義に関して照会者の見解に基づく輸入貨物の課税価格の計算方法を記載する。
イ　２.⑴の欄については、照会者の見解により定率法第４条を適用する場合の金額及びその計算方法をそれぞれ記載する。
　「①現実に支払われた又は支払われるべき価格」とは、当該照会に係る輸入貨物につき、買手により売手に対し又は売手のために行われた又は行われるべき支払の総額（買手により売手のために行われた又は行われるべき当該売手の債務の全部又は一部の弁済その他の間接的な支払の額を含む。）（定率法施行令第１条の４）をいう。
　「②加算要素」とは、定率法第4条第1項各号に掲げる運賃等で、①に含まれていないものをいう。
　「③控除すべき費用等」とは、定率法施行令第１条の4第1号から第４号のもので①に含まれているが、その額が明らかになるものをいう。
　「④合計又は計算方法」欄には、①から③までの費用の合計額又は当該合計額を納税申告の際に個々の貨物の課税価格として適用する場合の計算方法を記載する。
ロ　２.⑵の欄については、定率法第４条以外を適用する場合に、適用条項及び課税価格の計算方法を具体的に記載する。
⑷　３.「上記２の適用条項及び計算方法となる理由」欄については、照会書の「照会の趣旨」欄に記載した法令解釈・適用上の疑義に関して照会者の見解により、２.「輸入貨物の課税価格の決定における計算方法」となるに至った理由（例えば、照会者の法的解釈、取引に係る事実認定、関税評価協定上の決定文書または採択文書等）を具体的かつ詳細に記載する。
９　｢添付資料｣欄の「事前照会に係る取引等の事実関係を証明できる関係書類」については、照会事項を説明するに当たり関係する必要な資料を添付し、その資料の名称を[　]内に記載する。
10　「文書による照会に準じた取扱いへの切替えについて」欄については、関税法基本通達7―19の3―2の⑸のロの要件を満たす場合にのみ切替えが可能となることに留意する。
11　「非公開期間の要否」欄については、本回答書は関税評価の参考とするため、回答後原則として公開し輸入者等の閲覧に供するので、回答後一定期間当該内容を非公開とする必要がある場合には、同欄の「要・否」のうち要を○で囲む。
12　「非公開理由」欄については、「非公開期間の要否」欄において要とした場合、例えば、取引を実際に行う前に他者に知られることにより不利益を受けるおそれがある等、非公開期間を設定する必要がある理由を簡潔に記載する。
13　「非公開期間」欄については、「非公開期間の要否」欄において要とした場合、同欄の（　）内に具体的な非公開期間（180日を超えない期間に限る。）を記載する。
事前教示に関する照会書（減免税照会用）（C―1000―22）
減免税に係る事前教示に関する照会に対する回答を文書により求めようとする者（以下、「照会者」という。）は、この用紙に必要事項を記載し、押印又は署名したものを、当該照会に係る貨物の主要な輸入申告予定地を管轄する税関の本関の減免税を所掌する統括審査官（通関総括部門担当）等に１部提出する。
なお、一の照会書につき一の減免税の適用の可否に係る事前教示とする。
「受付番号」欄には、税関別に一連番号を記載する。
「登録番号」欄には、統括審査官（減免税総括部門）から付与された税関別に一連番号（税関限りで処理する場合は税関別の一連番号）を記載する。
「照会者の住所、氏名･印」欄には、照会をしようとする者の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。代理人が照会を行う場合には、「照会者の住所、氏名･印」欄に加え、「代理人の住所、氏名･印」欄に代理人の住所･氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。
なお、照会者が輸入委託者である場合には、「代理人の住所、氏名・印」欄に輸入委託者の住所、氏名又は名称を、「（担当者）」及び「（電話番号）」の欄に当該照会に係る担当者の氏名及び電話番号をそれぞれ記載する。
「輸入者符号」欄には、照会者に係る外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6に規定する符号を記載する。
「照会内容」欄中の「関税定率法」及び「関税暫定措置法」については、それらのうち、照会者が照会しようとする法律の□内に×印を記入し、それらに該当しない場合には、「その他」の□内に×印を記入し、括弧内に照会しようとする法律名を記載する。併せて、適用しようとする法律の条項を記載する。
「品名」欄には、当該照会に係る貨物の具体的な商品名を記載する。
「数量」欄には、当該照会に係る貨物の輸入予定数量を記載する。
「金額」欄には、当該照会に係る貨物の輸入予定金額を記載する。
「輸入申告予定官署」欄には、当該照会に係る貨物の輸入申告等が予定されている税関官署名（２以上あるときは、それぞれの官署名）を記載する。
「輸入契約の時期」欄には、当該照会に係る貨物の輸入契約の時期を記載する。
「輸入の予定時期」欄には、当該照会に係る貨物の最初の輸入が予定されている時期及びその後の輸入の継続予定期間を記載する。
「参考資料」欄中の「要」及び「否」については、参考資料の返却の要否について該当する□内に×印を記入し、「見本、写真、図面、カタログ、説明書、その他」については、それらのうち、照会者が提出する参考資料に該当する項目を〇で囲む。また、当該参考資料が「その他」に該当する場合には、「（ ）」内に当該参考資料の種類、名称等を記載する。
なお、記載欄が不足する場合には、「照会貨物の説明（貨物の性状、機能、用途その他減免税の適用の可否の決定に必要な事実等）」欄又は「事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜の様式）を使用することとして差し支えない。
「照会貨物に係る事前教示実績（有・無）」欄には、当該照会に係る貨物について、減免税に関する事前教示を求めた事実の有無の該当する項目を○で囲み、当該事実がある場合には、その事前教示番号を記載する。
「類似貨物に係る輸入実績（有・無）」欄には、当該照会に係る貨物に類似する貨物の輸入実績のうち、当該照会に係る貨物の減免税の適用の可否を決定するために参考となるものの有無の該当する項目を○で囲み、当該事実がある場合には、その輸入申告番号（不明な場合、その概要）を記載する。
なお、これらの２欄については、記載欄が不足する場合には、「照会貨物の説明（貨物の性状、機能、用途その他減免税の適用の可否の決定に必要な事実等）」欄又は「事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜様式）を使用することとして差し支えない。
「照会貨物の説明（貨物の性状、機能、用途その他減免税の適用の可否の決定に必要な事実等）」欄には、当該照会に係る貨物について、貨物の性状、機能、用途等で、照会事項である当該貨物の減免税の適用の可否の決定に必要なものを具体的に記載する。
「非公開期間の要否」欄については、本回答書は減免税の適用の参考とするため、回答後原則として公開し輸入者等一般の閲覧に供するので、例えば照会貨物が新規のアイデア商品等で、照会貨物の説明内容中に回答後一定期間非公開を必要とする部分がある場合には、同欄の「要・否」のうち要を○で囲む。
「非公開理由」欄については、「非公開期間の要否」欄において要とした場合、例えば、新規輸入商品のため、商品の機能に特徴があるため等、非公開期間を設定する必要がある理由を簡潔に記載する。
「非公開期間」欄については、「非公開期間の要否」欄において要とした場合、同欄の（　）内に具体的な非公開期間（180日を超えない期間に限る。）を記載する。
「続―補足説明書：要求･提出、枚」欄については、「事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜の様式（A4 版））が添付されている場合、補足説明を要求した場合又は補足説明書が提出された場合に、それぞれ該当する項目を〇で囲み、添付又は提出された枚数を記入する。
インターネットによる事前教示に関する照会書（減免税照会用）
（C―1000―25）
インターネットによる減免税の適用の可否に係る事前教示に関する照会に対する回答を文書により求めようとする者（以下「照会者」という｡）は、この用紙に必要事項を記載し、押印又は署名したものを、画像情報とした上で、当該照会に係る貨物の主要な輸入申告予定官署が所属する税関の本関の減免税を所掌する統括審査官（通関総括部門担当）等に電子メールにより送信する。
なお、一の照会書につき一の減免税の適用の可否に係る事前教示とする。
また、本様式による照会に対する回答は、文書による照会に準じた取扱いに切替えた場合を除き、口頭照会の場合と同様の取扱いとなるので留意する。
「受付番号」欄には、税関別に一連番号を記載する。
「登録番号」欄には、統括審査官（減免税総括部門）から付与された番号（税関限りで処理する場合は税関別の一連番号）を記載する。
「照会者の住所、氏名･印」欄には、照会をしようとする者の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。代理人が照会を行う場合には、「照会者の住所、氏名･印」欄に加え、「代理人の住所、氏名･印」欄に代理人の住所･氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。
なお、照会者が輸入委託者である場合には、「代理人の住所、氏名・印」欄に輸入委託者の住所、氏名又は名称を、「（担当者）」及び「（電話番号）」の欄に当該照会に係る担当者の氏名及び電話番号をそれぞれ記載する。
「輸入者符号」欄には、照会者に係る外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6に規定する符号を記載する。
「照会内容」欄中の「関税定率法」及び「関税暫定措置法」については、それらのうち、照会者が照会しようとする法律の□内に×印を記入し、それらに該当しない場合には、「その他」の□内に×印を記入し、括弧内に照会しようとする法律名を記載する。併せて、適用しようとする法律の条項を記載する。
「品名」欄には、当該照会に係る貨物の具体的な商品名を記載する。
「数量」欄には、当該照会に係る貨物の輸入予定数量を記載する。
「金額」欄には、当該照会に係る貨物の輸入予定金額を記載する。
「輸入申告予定官署」欄には、当該照会に係る貨物の輸入申告等が予定されている税関官署名（２以上あるときは、それぞれの官署名）を記載する。
「輸入契約の時期」欄には、当該照会に係る貨物の輸入契約の時期を記載する。
「輸入の予定時期」欄には、当該照会に係る貨物の最初の輸入が予定されている時期及びその後の輸入の継続予定期間を記載する。
「参考資料」欄中の「要」及び「否」については、参考資料の返却の要否について該当する□内に×印を記入し、「見本、写真、図面、カタログ、説明書、その他」については、それらのうち、照会者が提出する参考資料に該当する項目を〇で囲む。また、当該参考資料が「その他」に該当する場合には、「（ ）」内に当該参考資料の種類、名称等を記載する。
なお、記載欄が不足する場合には、「照会貨物の説明（貨物の性状、機能、用途その他減免税の適用の可否の決定に必要な事実等）」欄又は「事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜の様式）を使用することとして差し支えない。
「照会貨物に係る事前教示実績（有・無）」欄には、当該照会に係る貨物について、減免税に関する事前教示を求めた事実の有無の該当する項目を○で囲み、当該事実がある場合には、その事前教示番号を記載する。
「類似貨物に係る輸入実績（有・無）」欄には、当該照会に係る貨物に類似する貨物の輸入実績のうち、当該照会に係る貨物の減免税の適用の可否を決定するために参考となるものの有無の該当する項目を○で囲み、当該事実がある場合には、その輸入申告番号（不明な場合、その概要）を記載する。
なお、これらの２欄については、記載欄が不足する場合には、「照会貨物の説明（貨物の性状、機能、用途その他減免税の適用の可否の決定に必要な事実等）」欄又は「事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜様式）を使用することとして差し支えない。
「照会貨物の説明（貨物の性状、機能、用途その他減免税の適用の可否の決定に必要な事実等）」欄には、当該照会に係る貨物について、貨物の性状、機能、用途等で、照会事項である当該貨物の減免税の適用の可否の決定に必要なものを具体的に記載する。
「続―補足説明書：提出 枚」欄については、「インターネットによる事前教示に関する照会書（つづき）」（適宜の様式）が添付されている場合又は補足説明書が提出されている場合に、それぞれ該当する項目を〇で囲み、添付又は提出された枚数を記入する。
「文書による照会に準じた取扱いへの切替えについて」欄については、関税法基本通達7―19の5―2の⑵のロの要件を満たす場合にのみ切替えが可能となることに留意する。
「非公開期間の要否」欄については、本回答書は減免税の適用の参考とするため、回答後原則として公開し輸入者等一般の閲覧に供するので、例えば照会貨物が新規のアイデア商品等で、照会貨物の説明内容中に回答後一定期間非公開を必要とする部分がある場合には、同欄の「要・否」のうち要を○で囲む。
「非公開理由」欄については、「非公開期間の要否」欄において要とした場合、例えば、新規輸入商品のため、商品の機能に特徴があるため等、非公開期間を設定する必要がある理由を簡潔に記載する。
「非公開期間」欄については、「非公開期間の要否」欄において要とした場合、同欄の（　）内に具体的な非公開期間（180日を超えない期間に限る。）を記載する。
事前教示回答書（変更通知書）に関する意見の申出書･回答書（C―1001）
(事前教示回答書（変更通知書）に関する意見の申出書に関する記載要領）
「受付番号」欄には、税関別に一連番号を記載する。
「申出者の住所・氏名・印」欄には、申出をしようとする者の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。代理人が申出を行う場合には、「申出者の住所・氏名・印」欄に加え、「代理人の住所・氏名・印」欄に代理人の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。
いずれの場合においても、「（担当）」及び「（電話番号）」の欄に当該申出に係る担当者の氏名及び電話番号を記載する。
意見の申出のもととなったものが事前教示回答書である場合は、「意見の申出文」中、当該事前教示回答書の交付の日付及び登録番号（原産地に係る回答書の場合には受付番号。以下、本項において同じ。）を記載し、「事前教示回答書変更通知書（登録（受付）番号）」及び「事前教示回答書変更通知書」を削除する。
意見の申出のもととなったものが事前教示回答書変更通知書である場合は、「意見の申出文」中、当該事前教示回答書変更通知書の交付の日付及び登録番号を記載し、「事前教示回答書（登録（受付）番号）」及び「事前教示回答書」を削除する。
意見の申出の対象が関税率表上の所属区分である場合は、「意見の申出文」中、「原産地」を削除し、「下記の理由により（　）ではなく、（　）と考えます。」の文中の最初の（　）内には、申出者が当該事前教示回答書又は事前教示回答書変更通知書で回答を受けた関税率表上の所属区分を記載し、第2の（　）内には、申出者の意見である関税率表上の所属区分を記載する。
意見の申出の対象が原産地である場合は、「意見の申出文」中、「関税率表上の所属区分」を削除し、「下記の理由により（　）ではなく、（　）と考えます。」の文中の最初の（　）内には、申出者が当該事前教示回答書又は事前教示回答書変更通知書で回答を受けた原産地を記載し、第2の（　）内には、申出者の意見である原産地を記載する。
意見の申出のもととなったものが事前教示回答書変更通知書である場合は、意見の申出のもととなったものが事前教示回答書である場合の上記記載要領に準じて記載する。
「理由」欄には、意見の申出を行うに至った理由を可能な限り具体的に記載する。
(事前教示回答書（変更通知書）に関する意見の申出に対する回答書に関する記載要領）
この様式をもって、事前教示回答書（変更通知書）で回答（変更）した関税率表適用上の所属区分又は原産地を変更する場合は、通知文中2及び3の文を削除し、事前教示回答書（変更通知書）で回答（変更）した関税率表適用上の所属区分又は原産地を撤回する場合は、1及び3の文を削除する。
また、この様式をもって、事前教示回答書（変更通知書）で回答（変更）した関税率表適用上の所属区分又は原産地を従前のとおりとした場合は、1及び2の文を削除する。
「理由」欄には、意見の申出に対する回答を行うに至った理由を可能な限り具体的に記載し、回答を行う職員の所属する税関及び部門の名称並びに当該部門の責任者（首席関税鑑査官（首席関税鑑査官を置かない税関にあっては関税鑑査官）（原産地に係る回答書の場合には原産地調査官））の氏名を記載し、押印する。
「事前教示回答書（変更通知書兼用）（関税評価回答用）
に関する意見の申出書・回答書（C―1001―1）
（事前教示回答書(変更通知書)（関税評価回答用）に関する意見の申出書に関する記載要領）
１　「受付番号」欄には、税関別の一連番号を受付けた税関が記載する。
２　「申出者の住所、氏名・印」欄には、文書回答に対し、意見の申出をしようとする照会者の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。申出者が照会者から委任を受けた通関業者等の代理人の場合には、「申出者の住所、氏名・印」に加え、「代理人の住所・氏名・印」欄に代理人の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。
いずれの場合においても「担当者」及び「電話番号」の欄に当該申出に係る担当者の氏名及び電話番号を記載する。
３　意見の申出のもととなったものが事前教示回答書（関税評価回答用）である場合は、「意見の申出文」中、当該事前教示回答書の交付の日付及び登録番号を記載し、「事前教示回答書変更通知書（関税評価回答用）(登録番号―)」を削除する。
４　意見の申出のもととなったものが事前教示回答書変更通知書（関税評価回答用）である場合は「意見の申出文」中、当該事前教示回答書変更通知書の交付の日付及び登録番号を記載し、「事前教示回答書（関税評価回答用）(登録番号)」を削除する。
５　「理由」欄には、意見の申出を行うに至った理由を可能な限り具体的に記載する。
（事前教示回答書(変更通知書)（関税評価回答用）に関する意見の申出に対する回答書に関する記載要領）
１　この様式をもって、事前教示回答書(変更通知書)（関税評価回答用）で回答(変更)した関税評価上の取扱いを変更する場合は、通知文中２の文を削除し、事前教示回答書(変更通知書)（関税評価回答用）で回答(変更)した関税評価上の取扱いを従前のとおりとした場合は、１の文を削除する。
２　「理由」欄には、意見の申出に対する回答を行うに至った理由を可能な限り具体的に記載し、回答を行う税関の首席関税評価官名又は関税評価官名を記載し押印する。
事前教示回答書（変更通知書）（減免税回答用）に関する意見の申出書･回答書（C－1001－2）
（事前教示回答書（変更通知書）（減免税回答用）に関する意見の申出書に関する記載要領）
「受付番号」欄には、税関別に一連番号を記載する。
「登録番号」欄には、統括審査官（減免税総括部門）から付与された番号を記載する。
「申出者の住所、氏名･印」欄には、申出をしようとする者の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。代理人が申出を行う場合には、「申出者の住所、氏名･印」欄に加え、「代理人の住所、氏名･印」欄に代理人の住所、氏名又は名称を記載し、押印又は署名する。
いずれの場合においても、「（担当者）」及び「（電話番号）」の欄に当該申出に係る担当者の氏名及び電話番号を記載する。
意見の申出のもととなったものが事前教示回答書（減免税回答用）である場合は、「意見の申出文」中、当該事前教示回答書の交付の日付及び登録番号を記載し、「事前教示回答書変更通知書（減免税回答用）（登録番号）」及び「事前教示回答書変更通知書（減免税回答用）」を削除する。
意見の申出のもととなったものが事前教示回答書変更通知書（減免税回答用）である場合は、「意見の申出文」中、当該事前教示回答書変更通知書の交付の日付及び登録番号を記載し、「事前教示回答書（減免税回答用）（登録番号）」及び「事前教示回答書（減免税回答用）」を削除する。
「下記の理由により（ ）ではなく、（ ）と考えます。」の文中の最初の（ ）内には、申出者が当該事前教示回答書又は事前教示回答書変更通知書で受けた回答を記載し、第2の（ ）内には、申出者の意見である減免税の適用の可否を記載する。
「理由」欄には、意見の申出を行うに至った理由を可能な限り具体的に記載する。
（事前教示回答書（変更通知書）（減免税回答用）に関する意見の申出に対する回答書に関する記載要領）
この様式をもって、事前教示回答書（変更通知書）（減免税回答用）で回答（変更）した減免税の適用の可否を変更する場合は、通知文中2及び3の文を削除し、事前教示回答書（変更通知書）（減免税回答用）で回答（変更）した減免税の適用の可否を撤回する場合は、1及び3の文を削除する。
また、この様式をもって、事前教示回答書（変更通知書）（減免税回答用）で回答（変更）した減免税の適用の可否を従前のとおりとした場合は、1及び2の文を削除する。
「（理由）」欄には、意見の申出に対する回答を行うに至った理由を可能な限り具体的に記載し、回答を行う職員の所属する税関及び部門の名称並びに当該部門の責任者（本関の減免税を所掌する統括審査官（通関総括部門担当））の氏名を記載し押印する。
事前教示に係る補足説明書（C―1002）
「番号」欄には、照会に係る貨物についての事前教示に関する照会書（C―1000、C―1000―22、C―1000―6 又は C―1000―22）の「受付番号」欄に記載した番号と同じ番号を記載する。
「質問事項」欄には、事前教示に関する照会書（事前教示に関する照会書（つづき）（適宜の様式）を含む。）に記載された商品説明のみでは照会に係る関税率表適用上の所属区分等を決定するためには不十分であるため、更に追加して商品説明を受けることが必要な事項（例えば、女子用オーバーコート（織物製）の関税率表適用上の所属区分について照会がなされた場合において、当該オーバーコートに関して①生地の素材は何であるか及び②毛皮付きのもの又はその他のもののいずれであるか）等を簡潔に記載する。
「補足説明事項」欄には、「（質問事項）」欄に記載された事項に関する商品説明等を記載する。
（例）（前提） 1.　品名：Tall oil fatty acids
2.　事前教示に関する照会書・事前教示回答書に記載された照会貨物の製法等：
本品は、パルプの製造工程において、生じた廃液を酸で処理して得られた粗製のトール油を更に処理することにより得られた黄色の粘稠な液体であり、輸入後エチレンオキサイドを付加して非イオン系界面活性剤を製造する。
（質問事項）
1.　本品を得るための粗製トール油の処理方法の具体的説明
2.　本品の組成
（補足説明事項）
粗製トール油をStripping　towerにかけて、ピッチを除去した後、2基の精留塔で2回蒸留を繰り返し、留出物として得られる。
2.　組　成　　オレイン酸　　　51％
リノール酸　　　42％
ステアリン酸　　 2％
パルミチン酸　　 1％
その他　　　　　 4％
下欄には、補足説明事項の記載年月日及び事前教示に関する照会書に記載された照会者又は代理人の氏名若しくは名称を記載した上、押印又は署名するとともに、事後の連絡を容易にするため担当者名を併記する。
関税（消費税及び地方消費税兼用）納期限延長（個別）承認申請書（C―1003）
⑴　「輸入者符号」欄には、当該申請者に係る外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6に規定する符号を記載する。
⑵　提供する担保が個別担保の場合は、「提供した担保」欄の「担保期間」欄を抹消する。
⑶　提供する担保が据置担保の場合は、「提供した担保」欄の「担保期間（債権発生期間）」を記入する。
なお、第2回目以降の納期限延長の際には、「担保の種類」の欄に（据置）担保預り証番号を記載することで、担保の提供があったものとする。
関税（消費税及び地方消費税兼用）納期限延長（包括）承認申請書（官署別）（C―1004）
⑴　標題中「官署別」とは、一の税関官署で使用する据置担保を提供して申請する場合であることを示す。

⑵　「輸入者符号」欄には、当該申請者に係る外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6に規定する符号を記載する。 

⑶　据置担保を提供した後の第２回目以降の包括納期限延長申請の場合は、「担保の種類」の欄に（据置）担保預り証番号を記載することで担保の提供があったものとする。

関税（消費税及び地方消費税兼用）納期限延長（包括）承認申請書（一括）（C―1005）
⑴　標題中「一括」とは、一括担保を提供して申請する場合であることを示す。
⑵　「輸入者符号」欄には、当該申請者に係る外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6に規定する符号を記載する。 

⑶　据置担保を提供した後の第２回目以降の包括納期限延長申請の場合 は、「申請理由」欄に（据置）担保預り証番号を記載することで担保の 提供があったものとする。

⑷　「申請先」欄には、該当する官署にレ印を記載する。なお、官署名の記載のない場合は、適宜、記載して差し支えない。
関税（内国消費税及び地方消費税兼用）納期限延長（特例申告）承認申請書（Ｃ－1006）
⑴　この申請書は、関税、内国消費税（酒税、たばこ税及びたばこ特別税を除く。）及び地方消費税について、特例申告（関税法第７条の２第２項((申告の特例))に規定する特例申告（関税法第7条の２第２項に規定する特例申告をいう。以下同じ。）毎に作成する。
⑵　申告税関官署及び延長後の納期限が同一である複数の特例申告について申請する場合は、「特例申告納期限延長承認申請内訳表」（Ｃ－1006－2）を使用しても差し支えない。この場合において、各葉を「申請者」又は「代理人」欄に押なつされた印で割印するとともに、申請書の「納期限の延長を受けようとする特例申告書の提出年月日」、「納期限の延長を受けようとする特例申告書の番号」及び「納期限の延長を受けようとする税額」欄は、「別紙のとおり」と記載する。
⑶　「輸入者符号」欄には、当該申請者に係る外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6に規定する符号を記載する。 

⑷　提供する担保が個別担保の場合は、「提供した担保」欄の「担保期間」欄を抹消する。
⑸　提供する担保が据置担保の場合は、「提供した担保」欄の「担保期間（債権発生期間）」を記載する。
なお、据置担保を提供した後の第２回目以降の特例申告納期限延長申請の場合は、「担保の種類」欄に（据置）担保預り証番号を記載することで担保の提供があったものとする。
納付明細書（C―1007）
「納期限延長承認番号」欄には、包括納期限延長承認書に記載の承認番号を記入する。
「受入年度」欄には、納付明細書に記載した輸入申告番号に係る延長税額確認票の受入年度を記入する。
「納期限」欄には、包括納期限延長承認を受けた特定月に係る延長後の納期限を記載する。
「納付銀行等名」欄には、延長承認を受けた税額を納付する銀行名を記載する。なお、納付予定銀行が複数ある場合は、銀行毎に作成する。
延長税額確認票（C―1008）
「申告番号」欄には、輸入（納税）申告書の「申告番号」の欄に記載されている申告者別整理番号及び申告番号を記載する。
「（受入科目）」欄には、輸入貨物に係る納付すべき税目（関税又は消費税及び地方消費税）を記載する。
「令和　年度」欄には、納付される税目が属する会計年度を記入する。
関税及び消費税の会計年度の所属区分は、次により決定される。
　　　　　（区　　分）　　　　　　　　　　　　（会計年度所属区分）
納期限の延長に係る税額　　　　　　　　　　輸入の許可の日（納税義務の成立した日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の属する年度
「（取扱庁名）」欄には、輸入（納税）申告書を提出する税関の本関、支署、出張所等の官署名を記載する。
「延長承認番号」欄には、納期限延長承認書に記載されている承認番号を記載するとともに、枝番として該当する特定月の月の数を3桁の番号（例、4月であれば「―004」）で記載する。
「延長税額」欄には、上記の「申告番号」に係る申告書において納付すべき税額のうち延長承認を受ける税額を記載する。
「延長後の納期限」欄には、納期限延長承認書に記載されている「納期限の延長を受けようとする期間の末日」を記載する。
納付書・領収証書（Ｃ－1010）
「申告番号」の欄は、次による。
⑴　輸入（納税）申告書（特例申告書（「輸入（納税）申告書」（Ｃ－5020）の標題を「特例申告書」と訂正のうえ、上部余白に「 eq \o\ac(○,簡)」と朱書きしたものをいう。以下同じ。）を含む。以下同じ。）に係る納付書の場合（個別延長（法第９条の２第１項）の場合も含む。）は、当該申告書の「申告番号」欄に記載されている申告者別整理番号及び申告番号を記載する。
⑵
修正申告書に係る納付書の場合は、当該申告書の「※申告番号」欄に記載する受理一連番号を記載する。
⑶　包括延長（法第９条の２第２項）による輸入（納税）申告書に係る納付書の場合は、当該申告書に係る納付書の「申告番号」欄には、当該納期限の延長承認番号を記載するとともに、枝番として該当する特定月の月の数を３桁の番号（例、4月であれば「－004」）で記載する。
⑷　加算税の賦課決定通知書に係る納付書の場合は、当該通知書の通知番号を記載する。
「（受入科目）」欄には、輸入貨物について納付する税目（例えば、関税、消費税及び地方消費税、酒税等）を記載する。
「納付の目的」欄には、納付する税額が、当初申告に基づくものか、修正申告あるいは納付通知に基づくものであるか等により、その該当の「□」の中に×印を記入する。
「年度」欄には、納税する国税及び地方消費税が属する国の会計年度の所属区分（例えば、令和○年度）を記入する。
「（取扱庁名）」欄には、輸入（納税）申告書を提出する、又は決定通知書等を送達した税関の本関、支署、出張所等の官署名を記載する。
「本税」欄には、輸入（納税）申告書の「税額合計」欄に記載してある税目ごとの税額と同一の金額を記載する。なお、消費税と地方消費税については、合算した金額を記載する。
「合計額」欄には、本税とあわせて延滞税を納付する必要があるときは、その合計額を、本税のみを納付するときは本税の額と同一の金額を記載する。
また、加算税を納付するときは加算税の額と同一の金額を記載する。
○　関税及び内国消費税等（内国消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）の会計年度の所属区分は、次により決定される。
（区　　　分）　　　　　　　　　　　


（会計年度所属区分）
⑴
納税申告（特例申告を除く。）　　




収納した日の属する年度
により納付する税額
⑵　輸入の許可前にする修正申告又は　　
収納した日の属する年度
更正により納付する税額　　　　　
⑶  輸入の許可後にする修正申告又は　　
輸入許可の日（納税義務の成立した
更正により納付する税額　　　　　　


日）の属する年度
⑷  決定により納付する税額　  　　　  
輸入した日（納税義務の成立した日）
                             









の属する年度
⑸　輸入許可前引取承認を受けた貨物　　
輸入許可前引取承認の日（納税義務
に係る納付通知又は更正通知により　 

の成立した日）の属する年度
納付する税額
⑹　加算税に係る賦課決定通知書によ　　
加算税の計算の基礎となる本税の属
り納付する税額　　　　　　　　　　　
する年度
⑺  特例申告により納付する税額　　　　
輸入許可の日（納税義務の成立した日）
の属する年度
○  法第９条の２第１項に規定する納期限の延長による申告書に係る納付書の場合は、「代理人」欄下部に eq \o\ac(○,個)の表示（ゴム印等）を行う。
○　法第９条の２第２項に規定する納期限の延長による申告書に係る納付書の場合は、「代理人」欄下部に eq \o\ac(○,包)の表示（ゴム印等）を行う。
○  法第９条の２第３項に規定する納期限の延長による申告書に係る納付書の場合は、「代理人」欄下部に eq \o\ac(○,特)の表示（ゴム印等）を行う。
関税修正申告書（内国消費税等修正申告書兼用）（C―1020）
1.　関税修正申告書記載要領の共通事項
⑴　この申告書は、納税者及び代理人が異なるごとに別申告とする。
⑵　この申告書により、「関税修正申告書（内国消費税等修正申告書兼用）つづき（その　）（C―1020―2）」を使用するときは、申告書の申告者又は代理人欄に押なつされた印で割印をする。
⑶　修正申告により納付すべき関税等の納付を法第9条の4ただし書に規定する財務省令で定める方法により行う場合には、申告書の上部余白に当該方法により関税等を納付したい旨（例えば、「ＭＰＮ利用」）を明瞭に記載する。

2.　関税修正申告書の記載要領
「申告番号」の欄には、修正申告書の受理一連番号（暦年）を記載する。
「申告者」欄の「住所」及び「氏名又は名称」の項には、修正申告に係る輸入（納税）申告書に記載されている申告者（輸入者）の住所及び氏名又は名称を記載し、輸入（納税）申告書と同様に権限ある者の押印をする。「輸入者符号」欄には、当該申告者に係る外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6に規定する符号を記載する。通関業者が修正申告する場合には「代理人」の箇所に通関業者の住所、氏名又は名称を併記する。
「関税法第7条の14第1項
申告書中　国税通則法第19条第　項


の箇所には、条項空白箇所に適用条項を記
　　


地方税法第72条の101第1項」
載するとともに、不要の文字を抹消する。
申告書中「関税　　　円、　　税　　　円、　　税　　　円」の空白箇所には、修正申告により納付すべき税額の合計額を受入科目別に記載するとともに、修正申告の対象となっている貨物に係る内国消費税等の名称を記載する。
「受入科目」欄の「　　税」の箇所には、修正申告の対象となっている貨物に係る内国消費税等の名称を記載する。
「修正申告前」欄の「課税標準」、「所属区分又は種類等」、「税率」及び「税額」等の各項目については、輸入（納税）申告書に記載されている貨物についての各項目該当事項を受入科目別に記載する。
「修正申告後」欄の各項目については、修正後の各項目該当事項を受入科目別に記載する。
「修正申告により増加する税額」欄には、修正申告後の税額から修正申告前の税額を差し引いた残額を増加税額として記載する。
「その他の訂正事項」、「参考事項」欄には、上記「修正申告前」欄及び「修正申告後」欄の各項目に該当する事項以外の事項について併せて訂正すべき事項を記載する。（インボイス、他法令関係書類、減免税の適用に関する書面等の添付書類の記載事項を訂正する必要がある場合は、この欄に訂正される書類名等を記載する。）
「通関士記名・押印」欄には、「通関士○○○○」の記名（ゴム印でもよい。）のほか、税関に登録済の印鑑を押なつする。
関税更正請求書（内国消費税等更正請求書兼用）（C―1030）
1.　関税更正請求書記載事項の共通事項
⑴　この請求書は、請求者及び代理人が異なるごとに別請求書とする。
⑵　この請求書により、「関税更正請求書（内国消費税等更正請求書兼用）つづき（その　）」（C―1030号―2）を使用するときは、請求書の請求者又は代理人欄に押なつされている印で割印をする。
2.　関税更正請求書の記載要領
「請求番号」欄には、更正請求書の受理一連番号（暦年）を記載する。
「請求者」の「住所」及び「氏名又は名称」の欄には、更正の請求に係る輸入（納税）申告書に記載されている申告者（輸入者）の住所及び氏名又は名称を記載する。「輸入者符号」欄には、当該申告者に係る外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6に規定する符号を記載する。通関業者が修正申告する場合には「代理人」の箇所に通関業者の住所、氏名又は名称を併記する。
「関税法第7条の15第1項
請求書中　国税通則法第23条第1項




の箇所には、不要の文字を抹消する。
地方税法第72条の100第1項」
「受入科目」欄の「　　税」の箇所には、更正請求の対象となっている貨物に係る内国消費税等の名称を記載する。
「更正請求前」欄の「課税標準」、「所属区分又は種類等」、「税率」及び「税額」等の項目については、輸入（納税）申告書に記載さている貨物についての各項目該当事項を受入科目別に記載する。
更正後の更正の請求の場合には、その対象となっている更正通知書の「更正後」の欄に記載されている課税標準及び税額を記載する。
「更正後」欄の各項目については、更正後の各項目該当事項を受入科目別に記載する。
「更正請求により減少する税額」欄には、更正請求前の税額から正当と思われる税額を差し引いた残額を記載する。
「その他の訂正事項」欄には、「更正請求前」欄及び「更正後」欄の各項目に該当する事項以外の事項について訂正すべき事項を記載する（インボイス、他法令関係書類、減免税の適用に関する書面等の添付書類の記載事項を訂正する必要のある場合は、この欄に訂正する書類名等を記載する。）。
「参考事項」の欄は、次による。
⑴　更正に必要な添付書類等を記載する。
⑵　輸入許可前引取貨物の更正の請求の場合には、輸入許可前引取承認年月日を記載する。
⑶　更正後の更正の請求の場合には、当該更正の請求に係る更正通知書の更正番号及び更正年月日を記載する。
「還付又は充当等の別」欄には、当初の輸入（納税）申告書記載の税額納付後、輸入許可前に更正の請求をする場合に限り記載する。この場合における各項目の記載については、次による。
⑴　税額の差額の還付を希望する場合には、「還付」の項に×印を付し、更正の請求者について他に納付すべき関税又は内国消費税等がある場合で、更正による差額をその関税又は内国消費税等に充当又は委託納付することを希望するときは、「充当又は委託納付」の項に×印を付す。
なお、充当又は委託納付を希望する場合には、適宜の様式により、他の関税に充当しようとする旨を記載した書面を提出するものとする。
⑵　「小切手受領」及び「金融機関を通ずる受領」の項には、還付を希望する場合に限り希望するいずれかの受領方法の項に×印を付す。金融機関を通ずる受領の場合には、銀行名又は郵便局名並びに預金の種類及び名義を記入する。
なお、「国庫金送金」の欄は、請求者が国税収納金整理資金事務取扱規則第76条に規定する隔地送金の手続による支払を希望する場合に限り記入する。
「通関士記名・押印」欄には、「通関士○○○○」の記名（ゴム印でよい。）のほか、税関に登録済の印鑑を押なつする。
関税更正・決定・賦課決定通知書（内国消費税等
更正・決定・賦課決定通知書兼用）（C―1040）
通知書は、処分の別により、標題の「関税更正・決定・賦課決定通知書（内国消費税等更正・決定・賦課決定通知書兼用）」及び処分番号の「更正・決定・賦課決定第　　号」の箇所の不要の文字をまつ消する。
	通知文中、条項の空白箇所及び
	「更正
	したので
	」
	の箇所は、その処分の別によ

	
	決定
	
	
	


り、適用条項を記載するとともに、不要の文字をまつ消する。
	通知文中、
	「納付すべき税額
	及び
	「納　付　書
	の箇所は、その処分の別により、

	
	還付する金額　」
	
	納税告知書」
	


それぞれ不要の文字をまつ消する。また、その処分により納付すべき税額がない場合は、「納付すべき税額及び当該税額に係る延滞税は、令和　年　月　日（納期限）までに同封の
	納　付　書
	により納付して下さい。」の箇所の文字はまつ消する。

	納税告知書
	


「理由その他附記事項」の欄の記載は、その処分を行う理由を付記する。
「この通知書により納付すべき税額及び延滞税又は還付する金額の合計額表」（以下、「合計額表」という。）の各欄は、通知書の記及びつづきの各欄の納付すべき税額又は還付する金額のそれぞれの合計額を記載する。
記の表の各欄は、その処分がその処分の対象とされる納税申告、更正等の一部の貨物についてのみ行われる場合には、その処分の対象となつている貨物のみを特記し、その他の貨物については一括して一欄に記載して差し支えない。
「番号」の欄は、その処分に係る納税申告等1件ごとに順次番号を付する。特例申告に係る処分の場合には、「輸入申告書の番号及び輸入申告の年月日」欄を「特例申告書の番号及び特例申告の年月日」に訂正のうえ、必要事項を記載する。
「受入科目」欄の「　税」の箇所は、その処分の対象となつている貨物に係る内国消費税等の名称を記載する。
「区分」の欄は、その処分が再賦課決定である場合には、「更正」の文字を「再決定」と訂正する。また、その処分が決定又は賦課決定である場合には、当該欄全部をまつ消し、「関税定率法別表の所属区分、又は種類等」欄以下の欄の記載は「更正前」の欄に行う。
「税額」の欄に記載する税額は、関税法第13条の4、国税通則法第119条及び地方税法第72条の101第1項の規定による確定金額の端数計算（以下、「端数計算」という。）をしない税額を記載する。
「納付すべき税額又は△還付する金額（更正又は再決定により増加した税額又は△減少した税額）」の欄の記載は、次による。
⑴　その処分が更正又は再賦課決定である場合には、「税額」欄に記載した税額（同一「番号」に属する税額が2以上ある場合には、その合計額。⑵において同じ。）を端数計算して得た税額の増減差税額を記載する。
なお、還付する金額（更正又は再決定により減少した税額）には、その冠頭に△印を付する。
⑵　その処分が決定又は賦課決定である場合には、「税額」欄に記載した税額を端数計算して得た税額を記入する。
⑶　関税法基本通達7の17―1（輸入許可前引取扱貨物に係る税額等の通知）の⑶の規定により、許可前引取貨物に係る税額等の通知を更正通知書により行う場合には、納付すべき税額（更正後の「税額」欄の金額又はその合計額を端数計算して得た金額）を記載するとともに、更正により増加又は減少した税額を括弧書にて併記する。
⑷　同一「番号」に属する税額が2以上ある場合には、その最下部に位置する欄にのみ税額を記載する。
〇　⑴　この通知書は、納税者、代理人、延滞税免除の有無及び更正、再更正、決定、賦課決定若しくは再賦課決定の理由が異なるごとに別葉とする。
⑵　この通知書と「関税更正、決定、賦課決定通知書（つづき）」（C―1040―2）との間及び同つづきが2枚以上となる場合の各つづきの間は、通知書を発する際、収納印で割印する。
関税（再）賦課決定通知書
（内国消費税等（再）賦課決定通知書兼用）（Ｃ－1041）
「通知理由等」の欄の記載は、その処分を行う理由を付記する。
関税の加算税賦課決定通知書（内国消費税等の加算税賦課決定通知書
兼用）（Ｃ－1045）
関税の加算税賦課決定通知書の記載要領は、次による。
「過少申告
⑴ 

無 申 告 
加算税賦課決定 第　 号 
の箇所は、処分の別により、不要の文字
重



令和 年 月 日」
を抹消し、通知書の発遣番号（暦年ごとの一連番号）及び発送年月日を記載する。
例えば、過少申告加算税の賦課決定を行う場合には、「無申告」及び「重」の文字を抹消する。
⑵　通知書左上のあて先欄のうち納税者欄には、過少申告加算税、無申告加算税又は重加算税の納付の起因となった関税の納税義務者である当該通知書の送達を受ける者の住所及び氏名（納税義務者が法人等である場合には、その名称）を記載する。
⑶　標題の「関税の加算税賦課決定通知書（内国消費税等の加算税賦課決定通知書兼用）」の箇所には、関税法第8 条第3 項（（加算税の再賦課決定））に規定する再賦課決定を行う場合は、「賦課決定」の文字の前に「（再）」を挿入する。
⑷　通知文本文中、条項の空白箇所及び「過少申告・無申告・重」の箇所は、その処分の別により、適用条項を記載するとともに、不要の文字を抹消する。
例えば、過少申告加算税の賦課決定を行う場合には、「・・・関税法第8条第2 項、国税通則法第32 条第1 項及び地方税法第72 条の100 第2 項の規定により下記のとおり過少申告・無申告・重加算税を賦課決定したので、関税法第8 条第4 項、国税通則法第32 条第3 項及び・・・」とし、関税の無申告加算税についてのみ再賦課決定を行う場合には、「・・・関税及び内国消費税等について、関税法第8 条第3 項、国税通則法第32 条第 項及び地方税法第72 条の100 第2 項の規定により下記のとおり過少申告・無申告・重加算税を賦課決定したので、関税法第8 条第4 項、国税通則法第32 条第項及び地方税法第72 条の100 第1 項の規定・・・」とする。
⑸　通知文のなお書中、「納付すべき税額又は還付する金額」の箇所は、処分の内容に応じ、不要の文字を抹消し、「令和 年 月 日」の箇所は、本通知書が発せられる日の翌日から起算して1 月を経過する日を記載する。
なお、本通知書の送達が当該加算税の納付の起因となった関税に係る貨物の輸入の日（輸入の許可がある場合には当該輸入許可の日）以後に行われる場合には、当該箇所に続く最初の括弧書を抹消する。
また、再賦課決定において、納付すべき税額がない場合は、「納付すべき税額は、令和 年 月 日（ただし、下記の貨物の輸入の許可の日がこの日の翌日以後となる場合は輸入の許可の日）（納期限）までに、同封の納付書により納付して下さい。」の部分を抹消する。
⑹　「この通知書により納付すべき税額又は還付する金額の合計額」（以下「合計額表」という。）の各欄は、通知書の記の各欄の納付すべき税額又は還付する金額のそれぞれの合計額を記載する。また、合計額表中、「受入科目」欄の「　税」の箇所は、その処分の対象となる内国消費税の名称を記載し、「過少申告・無申告加算税」及び「重加算税」の箇所並びに区分欄の記述は、処分の内容により、不要の文字を抹消するとともに、同表中に不要の欄があるときは、これを斜線で抹消する。なお、同表に記載された金額が還付する金額（再賦課決定により減少した税額）であるときは、その冠頭に△印を付す。
（例）関税の過少申告加算税に2千円の還付する金額がある場合
	区 分
	受入科目
	過少申告・無申告加算
	重加算税

	納付すべき税額
（又は還付する
金額）の合計額
	関 　　税
	円
△2,000
	円


	
	税
	
	

	
	消費税及び
地方消費税
	
	


⑺　「理由その他付記事項」の欄には、本賦課決定を行う理由を記載する。
なお、重加算税の賦課決定については、過少申告加算税（無申告加算税）に代えることとなった理由を付記する。
⑻　通知書の記の表の各欄の記載要領は、次による。
イ　「輸入申告書の番号及び輸入申告の年月日並びに品名」欄には、括弧内に順次番号を付したうえ、本賦課決定の起因となった関税を課される貨物の輸入申告書の番号及び輸入申告年月日並びに品名を記載する。この場合において、当該貨物が特例申告された貨物である場合には、当該欄中「輸入申告書の番号及び輸入申告の年月日」を「特例申告書の番号及び特例申告の年月日」と訂正のうえ、必要事項を記載する。なお、当該貨物に複数の品目がある場合には代表的な品名に「等」を付して記載する。
また、当該貨物について納税申告が行われていない場合には、同欄には本賦課決定の起因となった関税法第7条の16第2項に規定する決定に係る通知書の番号及び通知年月日並びに当該決定に係る貨物の品名を記載する。
ロ　「受入科目」欄の「　税」の箇所は、その処分の対象となる内国消費税の名称を記載する。
ハ　「加算税の種類、率」欄の「過少・無申告加算税（　）」の行に対応する各欄（「加算税の計算の基礎となる本税額①」欄及び「加算税の額④」欄）には、関税法第12条の2第１項に規定する過少申告加算税（通常分）又は同法第12条の3第１項若しくは第5項に規定する無申告加算税（通常分等）のいずれかに対応する事項を記入する。この際、加算税の種類により「加算税の種類、率」欄中、不要の文字を抹消するとともに、括弧内に適用する税率を記載する。
「加算税の種類、率」欄の「過少・無申告加算税（加算分）（　）」の行に対応する各欄（「加算税の計算の基礎となる本税額②」欄及び「加算税の額⑤」欄）には、関税法第12条の2第2項若しくは第3項に規定する過少申告加算税（加算分）又は同法第12条の3第2項に規定する無申告加算税（加算分）に対応する事項を記入する。なお、同法第12条の3第2項及び第3項の規定の適用がある場合は、加算税の率を「（５％＋10％）」と記載する。また、同項の適用がない場合には、「②」及び「⑤」欄は一括して斜線で抹消する。
「加算税の種類、率」欄の「重加算税（　）」の行に対応する各欄（「加算税の計算の基礎となる本税額③」欄及び「加算税の額⑥」欄）には、関税法第12条の4第1項若しくは第2項に規定する重加算税又は同条第3項に規定する重加算税（加算分）のいずれかに対応する事項を記入する。なお、同法第12条の4第1項及び第3項の規定の適用がある場合は、加算税の率を「（35％＋10％）」と記載する。また、同項の適用がない場合には、「③」、「⑥」、「⑧」及び「⑩」欄を、過少申告加算税又は無申告加算税のいずれも適用がない場合には、「①」、「②」、「④」、｢⑤｣、「⑦」及び「⑨」欄を一括して抹消する。
ニ　「加算税の計算の基礎となる本税額（既確定本税額）」欄の各欄には、各加算税の計算の基礎となる本税額について、それぞれ関税法第12条の2第5項、第12条の3第7項又は第12条の4第4項の規定により端数計算を行った後の金額を記載する。
なお、関税法第8条第3項の規定に基づく再賦課決定により加算税を減額する場合には、変更しようとする加算税の賦課決定において既に確定している加算税の計算の基礎となる本税額（既確定本税額）を「①」、「②」及び「③」欄下部の括弧内に併せて記載する。
ホ　「加算税の額」欄（「④」、「⑤」又は「⑥」欄）には、「①」、「②」又は「③」欄に記載した金額にそれぞれの加算税の率を乗じて得た金額を記載する。この場合において、各欄には、関税法第12条の2第5項、第12条の3第7項又は第12条の4第4項の規定による端数計算を行うことなくそのまま算出金額を記載する。
「加算税の額④」欄中括弧（「①×　」）内及び「加算税の額⑥欄中括弧（「③×　」）内の余白には、加算税の種類により、適用する税率を記載する。
ヘ　「既確定加算税額」欄（「⑦」又は「⑧」欄）には、関税法第8条第3項の規定に基づき加算税の賦課決定の減額の変更の賦課決定を行う場合において、変更しようとする加算税の賦課決定により既に確定している加算税額を記載する。なお、同条第2項の規定に基づき賦課決定を行う場合には、同欄は斜線で抹消する。
ト　「この通知により納付すべき（減少する）加算税の額」欄の「過少・無申告加算税（　）」の行（「⑨」欄）には、「④」欄に記載した金額又は「④」及び「⑤」欄に記載した金額の合計額について関税法第12条の2第5項又は第12条の3第7項の規定により端数処理を行った後の金額と「⑦」欄に掲げた金額との差額を記載する。また、「この通知により納付すべき（減少する）加算税の額」欄の「重加算税（　）」の行（「⑩」欄）には、「⑥」欄に記載した金額について関税法第12条の4第4項の規定により端数処理を行った後の金額と「⑧」欄に掲げた金額との差額を記載する。この場合において、「④」欄に記載した金額若しくは「④」及び「⑤」欄に記載した金額の合計額又は「⑥」欄に記載した金額をそれぞれ上記のとおり端数処理を行った後の金額を、「⑦」又は「⑧」欄に記載した金額が上回る場合（この通知により加算税の額が減少する場合）には、差額の冠頭に△を付して記載する。
チ　この通知書と「関税の加算税賦課決定通知書（つづき）」（C－1045－2）との間及び同つづきが2枚以上となる場合の各つづきの間は、通知書を発する際、収納印で割印する。
担保提供書（Ｃ－1090）
⑴
「輸入者符号」欄には、当該申請者に係る外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6に規定する符号を記載する。
⑵　個別担保の提供の場合は、「（令和　年　月　日から令和　年　月　日までの間）に」を削除する。
⑶　据置担保の提供の場合は、「令和　年　月　日に申告した輸入（納税）申告番号により」を削除した上、必要事項を記載する。
（例）イ．保全担保の場合
「私（当社）が令和○年○月○日から令和○年○月○日までの間に輸入許可を受ける貨物に対する関税等の保全（通知番号○○○○）のための担保を、下記のとおり提供します。」　
ロ．保全担保と特例申告納期限延長に係る担保との併用担保の場合　　　　　　　
「私（当社）が令和○年○月○日から令和○年○月○日までの間に輸入許可を受ける貨物に対する関税等の保全（通知番号○○○○）及び特例申告納期限延長のための担保を、下記のとおり提供します。」　
⑷　「担保の種類及び表示」欄には、提供した担保の内容を具体的に記載する。
（例）イ．保証人の場合
「保証書、保証人　○○銀行○○支店」
ロ．金銭の場合
「金銭供託年月日　　令和○年○月○日
供託番号　　　○○年度　証第○○号
供託金額　　　金　　○○○○○円　」
⑸　「担保金額」欄には、担保物件の価額を記載する。
なお、保全担保が併用担保である場合は、「担保金額」欄のかっこ書に、保全担保に係る提供額を内書きで記載する。
⑹　「※本税限度額」欄には、提供された担保について税関が担保価額の評価をした場合に、その金額を記載する。
⑺　保全担保の提供の場合には、「担保提供命令額」欄に、担保提供命令通知書（変更の場合は、担保提供命令変更通知書）に記載された額（変更の場合は、変更後の額）を記載する。
⑻　保全担保の提供があった場合には、担保預り証の「引取担保登録票番号」欄に、保全担保の担保登録票番号を記載する。
保　証　書（C―1100）
当該様式は、据置担保以外の担保を提供する場合に使用する。
なお、本文の「輸入申告（輸入許可前貨物引取承認申請）」の箇所は、担保の提供原因に応じ、抹消又は訂正して使用する。
(例)　再輸出免税に係る担保の場合…「再輸出免税を受ける貨物」と記載する。
「保証人」の項には、保証をする銀行等の住所及び名称並びにその銀行等の代表者（例えば、支店長）の氏名を記載し、あらかじめ届け出てある職印を押なつする。
「適用法条」の項には、担保を提供する根拠とされる法律名及び条、項を記入する。例えば、「関税法第73条第1項、輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律第9条第2項及び地方税法第72条の100第1項」と記入する。
「税額」欄には、関税及び消費税・地方消費税等に係る保証限度額を記載する。
保証書（据置担保用）（C―1105）
当該様式は、据置担保として「保証書」を提供する場合で、保証期間の自動更新を行わない場合に使用する。
⑴　一括担保の場合の宛先は、すべての対象税関官署の長名を連名で記載する。
⑵　「担保の区分」欄中「官署別担保・一括担保」は提供する担保に応じてどちらかを○で囲む。
(注) 　「担保の区分」欄中の「官署別担保」とは、一の税関官署で使用する据置担保であることを示す。
⑶　上記以外の記載については、保証書（C―1100）に準ずる。
保証書（据置担保用）（C―1106）
当該様式は、据置担保として「保証書」を提供する場合で、保証期間の自動更新を行う場合に使用する。
なお、記載については、保証書（据置担保用）（C―1105）に準ずる。
保証期間の非更新についての届出書（C―1108）
「非更新の届出を行う保証書の内容」の項には、提供している保証書の内容を記載する。
担保解除申請書（C―1110）
「担保受理年月日」欄には、担保預り証に記載された日付を記入する。
「担保預り証番号」欄には、担保預り証に記載された番号を記載する。
「担保の種類及び表示」欄及び「担保金額」欄には、担保提供書（C―1090）の同欄に準じて記載する。
担保の追加提供を行っている場合で、複数の担保を同時に解除しようとする場合は、次による。
⑴　「担保受理年月日」及び「担保預り証番号」欄に、解除しようとする担保の担保受理年月日又は担保預り証番号を連記する。なお、「担保受理年月日」及び「担保預り証番号」を連記した別紙を添付しても差し支えない。
⑵　「担保金額」欄には、解除しようとする複数の担保の担保金額の合計額を記載する。
供託原因消滅証明申請書（金銭用）（C―1120）
「担保として提供した金銭」欄には、担保提供書（C―1090）の「担保の種類及び表示」欄に記載の内容を記入する。
供託原因消滅証明申請書（有価証券用）（C―1121）
「担保として提供した有価証券」欄及び「内容」欄には、担保提供書（C―1090）の「担保の種類及び表示」欄に記載の内容を記入する。
登録原因消滅証明申請書（C―1122）
「担保として提供した有価証券」欄及び「内容」欄には、担保提供書（C―1090）の「担保の種類及び表示」欄に記載の内容を記入する。
金銭担保充当申告書（C―1130）
「納税義務者」の「住所」及び「氏名又は名称」の項には、関税法第6条に定められている納税義務者（通常は輸入者）の住所及び氏名（法人であるときは、法人の住所及び名称並びにその代表権者又は代表権者から権限を委任された者の氏名）を記載し、押印する。
「納税告知番号」欄には、税関長から送達された納税告知書又は輸入許可前引取承認貨物に係る関税納付通知書又は更正通知書の番号を記載する。
特例申告に係る充当の場合には、「輸入申告番号」及び「輸入申告年月日」欄を「特例申告番号」及び「特例申告年月日」にそれぞれ訂正のうえ、必要事項を記載する。
納付通知書（Ｃ－1140）
「処分理由」の欄の記載は、その処分を行う理由を付記する。
入出港届（Ｃ－2000）
入港届として使用するとき（船長陳述書として使用する場合を含む。）は「到着」欄に、出港届として使用するときは「出発」欄にレ印を記入する。
「船舶の種類」の記入に当たっては、船舶の構造に従って客の輸送を主目的とするものは客船、貨物船の構造を有する船舶であって12 人を超える旅客定員を有する船舶（船舶安全法第8 条参照）については貨客船として扱い、その他の船舶については「貨物船、コンテナ船、油槽船、漁船、その他」等を記入する。
「2.到着港／出発港」欄、「3.到着日時／出発日時」欄及び「6. 前寄港地／次寄港地」欄には、入港届として使用するときはそれぞれ「到着港」、「到着日時」、「前寄港地」を、出港届として使用するときはそれぞれ「出発港」、「出発日時」、「次寄港地」を記入する。
入出港届（航空機用）（C―2010）
「保健上の記述欄」は、検疫官署に対して届出する事項であり、税関に届け出る際には記載を省略して差し支えない。
「乗組員氏名等」欄に必要事項を記載した場合は、乗組員氏名表（Ｃ－２０６０）の提出があったものとして差し支えない。
積荷目録(Ｃ－2030)
入港時に使用するときは「到着」欄に、出港時に使用するときは「出発」欄にレ印を記入する。
各欄への記入に当たっては、船荷証券に記載されている事項を参考として記入する。
託送品の目録として使用するときは、この様式の表題の「積荷」を「託送品」と訂正する。
積荷目録（C－2031）
各欄への記入に当たっては、船荷証券に記載されている事項を参考として記入する。
「10．船積港」欄には、「1．船舶の名称」に記載された船舶に貨物を船積みした港を記載することとする。
「11．船積港出港日時」欄には、「10．船積港」欄に記載された船積港を出港した確定日時をグリニッジ標準時によって記載することとする。
海上コンテナー貨物に係る積荷情報（C－2032）
「3．申請者ID」欄には、NACCSセンターが提供する申請者ID発給システムから取得した申請者ID又はNACCSセンターと利用契約を締結する際に払い出される利用者コードを記載する。
「8．船積港」欄には、「5．船舶の名称又は信号符字」に記載された船舶に貨物を船積みした港を記載することとする。
「9．船積港出港（予定）日時」欄には、「8．船積港」欄に記載された船積港を出港した（する）確定（予定）日時をグリニッジ標準時によって記載することとする。また、関税法第15条第9項の規定による報告の場合は、船積港出港予定日時を記載することとし、関税法第15条第1項の規定による報告の場合は、船積港出港日時を記載する。
「11．船卸港入港予定日時」欄には、日本時間で記載することとする。
「18．代表品目番号」欄には、代表品目のHSコード６桁を記載することとする。
「23．船荷証券番号」欄にハウスB/L番号を記載した場合には、「（親B/L番号）」欄に関連付けを行うマスターB/L番号を記載する。
積荷目録（航空機用）（C―2035）
「署名」の項には、入出港届（航空機用）（C―2010）とともに税関に届け出る際には、署名を省略して差し支えない。
船用品目録(C―2040)
特掲品目以外の船用品は、税関記入欄等の空欄に記載する。
旅客名簿(C―2050)
入港時に使用するときは「到着」欄に、出港時に使用するときは「出発」欄にレ印を記入する。
「８．乗船港」欄には、乗船する旅客が当該船舶で最初に乗船した場所を記載することとする。
「９．下船港」欄には、乗船する旅客が当該船舶を最後に下船する場所を記載することとする。
旅客氏名表(C―2055）
「航空機の便名若しくは航空機の登録記号」欄には、航空運送事業者が運航する航空機の場合には、航空機の便名を記載することとし、便名のない航空機の場合には、航空機の登録記号を記載する。
「到着（予定）日時」欄には、入港前の報告の場合には、到着予定日時を記載することとし、入港後の書面での提出の場合には、到着時間（入港時間）を記載する。
「出発地」欄には、搭乗する旅客が最初に出発した場所を記載することとする。ただし、航空券等により確認可能な最初の出発地を記載することとして差し支えない。
「最終目的地」欄には、搭乗する旅客の最終目的地を記載することする。ただし、航空券等により確認可能な最終目的地を記載することとして差し支えない。
乗組員氏名表(C―2060）
「航空機の便名若しくは航空機の登録記号」欄には、航空運送事業者が運航する航空機の場合には、航空機の便名を記載することとし、便名のない航空機の場合には、航空機の登録記号を記載する。
「到着（予定）日時」欄には、入港前の報告の場合には、到着予定日時を記載することとし、入港後の書面での提出の場合には、到着時間（入港時間）を記載する。
「旅券の番号」欄には、搭乗する乗組員が乗務員証明書しか所持していない場合には、当該乗務員証明書の番号を記載することとして差し支えない。
乗組員名簿(C―2065）
入港時に使用するときは「到着」欄に、出港時に使用するときは「出発」欄にレ印を記入する。
「６．身分証明書（乗員手帳）の種類及び番号」欄には、乗員手帳の番号を記載することとするが、乗員手帳を有しない場合には、旅券の番号を記載することとして差し支えない。
不開港出入許可申請書（C―2100）
「不開港の名称」欄には、港則法に規定されている港の名称を、規定されていない場合はその地域名を記載する。
「不開港において積卸をしようとする貨物に関する事項」欄には、不開港において積卸をしようとする貨物について、船舶の場合にあっては、仕出地、仕向地、記号、番号、品名、数量、荷送人、荷受人、船荷証券の番号及びコンテナー番号を、航空機の場合にあっては、仕出地、仕向地、記号、番号、品名、数量及び航空貨物輸送証の番号を記載する。
「旅客に関する事項」欄には、不開港への入港時における旅客について、船舶の場合にあっては、氏名、国籍、生年月日、旅券の番号、出発地及び最終目的地を、航空機の場合にあっては、氏名、国籍、生年月日、性別、旅券の番号、出発地及び最終目的地を記載する。
「乗組員に関する事項」欄には、不開港への入港時における乗組員について、船舶の場合にあっては、氏名、国籍、生年月日、乗員手帳の番号及び職名を、航空機の場合にあっては、氏名、国籍、生年月日、性別及び旅券の番号を記載する。
外国貨物船用品（機用品）積込承認申告書（C―2130）
「申告価格」欄には、仕入書等によるCIF価格を記載する。
「申告者住所氏名印」欄に記載される申告者は、船用品又は機用品を積み込もうとする者であれば足り、船長、機長、シップチャンドラー、石油会社その他船（機）用品の販売者のいずれでもよい。なお、これらの購入者又は販売者以外の者が業としてこれを行う場合は、通関業者でなければ申告することはできない。通関業者が代理人として申告する場合は、「代理人住所氏名」欄に通関業者の住所及び名称を記載する。

外国貨物である船（機）用品の積込みの包括承認申告を行う場合については、以下のとおりとする。

⑴　船用品（燃料に限る。）については、「申告者住所氏名（名称及び代表権者の氏名）」欄には積込発注者名（商社、船会社及び石油元売会社等）を、「積込船（機）名」欄には積み込もうとする全ての船舶名を、「積込場所」欄には積み込もうとする全ての場所（開港名）を、「積込年月日」欄には積込みの期間（最長６月）を、「積込方法」欄には燃料供給船名及び信号符字を記載することとする。なお、「積込船（機）名」、「積込場所」、「国籍」及び「船舶の種類」欄については、添付書類による記載を可能とする。

⑵　機用品については、「積込船（機）名」欄には積み込もうとする航空機の所有者名又は管理者名を記載することとし、「積込年月日」欄には積込みの期間（最長６月）を記載する。　
内国貨物船用品（機用品）積込承認申告書（C―2160）
「申告者の住所、氏名又は名称」の項には、船用品又は機用品を積み込もうとする者の住所、氏名又は名称を記載してなつ印する。
船用品又は機用品の積込み申告は、船長、機長、通関業者、シップチャンドラー、石油会社その他船（機）用品の販売者のいずれでもよい。
船（機）用燃料油振替積込承認申請書（C―2170）
「申請者」の項には、内貨燃料油を積み込もうとする船舶の船長又はその権限を委任された者（船舶代理業者又は通関業者等）の住所及び氏名（申請者が法人である場合は、法人の名称及びその代表者の氏名）を記載する。
「積込船名」欄には、その燃料油を積み込もうとする外国へ往来する船舶の名称を記載する。
「品名」欄には、Ａ港で積み込もうとする内貨燃料油の品名を記載する。
「比重」欄には、Ａ港で積み込もうとする内貨燃料油の比重を記載する。
「引火点」欄には、Ａ港で積み込もうとする内貨燃料油の引火点を記載する。
「数量」欄には、Ａ港で積み込もうとする内貨燃料油の数量を記載する。
「価格」欄には、Ａ港で積み込もうとする内貨燃料油と同じ数量のＢ港にある外貨燃料油の価格を記載する。
「積み込むべき内貨燃料油の蔵置場所及び所有者（受託者）」欄には、A港で積み込もうとする内貨燃料油の蔵置場所及びその所有者（委託販売に係る船用油については、その貨物の受託者）名を記載する。
「振替使用を認められる外貨燃料油の蔵置場所及び所有者（受託者）」欄には、B港に蔵置されている振替使用を認められる外貨燃料油の蔵置場所及びその所有者（委託販売に係る船用油については、その貨物の受託者）名を記載する。
住民基本台帳ネットワークを利用して行う税関職員による本人確認を希望する
場合における船陸交通許可申請書記載要領
住民基本台帳ネットワークによる本人確認情報の検索方法については、「氏名、住所、生年月日及び性別」又は「住民票コード」のいずれかを選択し記載する。


船（機）用品戻入書（C―2260）
「住所、氏名又は名称」の項には、戻入れに係る貨物を保税地域に戻入れようとする者の名称等（戻入者が個人の場合には、戻入者の住所及び氏名）を記載する。
なお「記号」については当該貨物を特定できる範囲であれば、その一部を省略して差し支えない。
見本持出許可申請書（C―3060）
「持出しの期間」欄には、持出しを希望する日から持ち帰るまでの日を記載する。ただし、持出しの間に、他の貨物と同時に輸入の許可等を受けた上、保税地域から引き取る見込みのある場合には、持ち帰るまでの日に代えてその引き取る見込みの日を記載する。
「記号及び番号」欄には、外装の記号及び番号を記載し、蔵入れ又は移入れの承認を受けている貨物は、承認書に記載された記号及び番号を記載する。
「価格」欄には、指定保税地域にある貨物並びに保税蔵置場又は保税工場にある貨物で蔵入れ又は移入れの承認前のものについては、インボイス価格によりあん分して計算し、保税蔵置場又は保税工場にある貨物で蔵入れ又は移入れの承認を受けたものについては、これらの承認書記載の価格によりあん分して計算する。
外国貨物廃棄届（C―3080）
「届出者」の項には、原則として、貨主である法人の所在地、名称及び代表者の氏名（貨主が個人の場合にあっては、住所及び氏名）を記載する。
なお、通関業者が貨主その他の届出人に代わって手続を行う場合は、代理人である旨を明記し、貨主その他の届出人と併記する。
「記号及び番号」欄には、廃棄する貨物の記号及び番号を記載するほか、当該貨物が特例輸出貨物（関税法第30 条第１項第５号に規定する「特例輸出貨物」をいう。）である場合には、当該貨物の輸出の許可書の番号を併せて記載する。
税関職員派出申請書（C―3090）
「税関事務の種類及び予想される件数」欄には、関税法第67条((輸出又は輸入の許可))（第75条において準用する場合を含む。）に規定する許可（輸出又は輸入の許可ごとに区分する。）、同法第23条第1項((外国貨物である船（機）用品の積込みの申告))又は同法第73条第1項((輸入の許可前における貨物の引取り))に規定する承認に係る事務の別に、それぞれ予想される1カ月間の件数を記載する。
貨物取扱届（C―3100）
「取扱いの種類及び内容」欄には、⑴内容の点検　⑵改装　⑶仕分け　⑷その他の手入れ等の区分を記載し、更にその内容を簡単に記載する。例えば、改装（マーキングあるいは再梱包等）、内容の点検（数量確認あるいは損傷度の調査等）とする。
「取扱貨物の明細」欄には、内容の点検及び見本の展示の場合は、これらの行為をする貨物について記載する。また、改装、仕分け、その他の手入れの場合は、これらの行為に使用する外国貨物、内国貨物並びに取扱い終了後における貨物の記号、番号、品名、個数、数量等を記載する。
貨物取扱い許可申請書（C―3110）
「取扱いの種類及び内容」欄には、⑴見本の展示、⑵簡単な加工等の区分を記載し、更に、その内容を簡単に記載する。
「取扱貨物の明細」欄には、見本の展示の場合は、見本の展示をする貨物について記載し、簡単な加工の場合は、これらの行為に使用する外国貨物、内国貨物並びに取扱い終了後における貨物の記号、番号、品名、個数、数量等を記載する。
保税蔵置場許可申請書（C―3120）
「営業用、自家用の別」欄には、自家用の場合はその旨を、また、営業用の場合はその旨を記載する。また、関税法第56条第3項の規定により、保税工場の一部について、保税蔵置場の許可を併せて受けようとする場合は、「関税法第56条第3項扱い」の旨を記載する。
「蔵置場の構造、棟数及び面積」欄には、建物の場合は、構造、棟数及びその延べ面積により記載し、土地の場合は、土地である旨及びその面積を記載し、水域の場合は、水域である旨及びその面積を記載する。
なお、構造物が、タンク、パイプの場合には、その水平投影面積を記載する。
「蔵置する貨物の種類」欄には、蔵置される貨物を以下の区分により記載し、輸入若しくは輸出又は輸出入の区分も加えて記載する（例えば、輸入一般貨物、輸出危険貨物、輸出入冷凍冷蔵貨物）。
⑴　一般貨物
下記⑵から⑷までに掲げる貨物以外の貨物
⑵　危険貨物
下記イからホまでに掲げる法令の規定により、取扱い、保管等について届出、許可等の手続を要する貨物
イ　消防法（昭和23年法律第186号）
ロ　火薬類取締法（昭和25年法律第149号）
ハ　毒物及び劇物取締法（昭和25年法律第303号）
ニ　高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）
ホ　液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和42年法律第149 号）
⑶　冷凍冷蔵貨物
冷凍設備又は冷蔵設備を有する倉庫に蔵置される貨物
⑷　その他特殊貨物
船用品、機用品、仮陸揚貨物及び保税売店において販売する貨物等、一般輸出入通関手続を要しない貨物については、これらの区分により記載する。なお、これらの区分に該当する場合であって、上記⑵及び⑶に該当する場合には、これらの区分に加え括弧書きで上記⑵及び⑶の区分を記載する。
(注)　税関関係手数料令第2条第1項ただし書に規定する関税定率法別表又は関税暫定措置法別表第１の税率が無税（関税定率法第12条（生活関連物資の減税又は免税）の規定による関税の免除を含む。）に該当する同一品目の貨物のみを蔵置する場合及び関税定率法別表第44.03項から第44.13項までに掲げる木材のみを蔵置する水域の場合については、上記⑴から⑷までの区分に加え括弧書きで貨物の品名を記載する。
＜添付書類＞
申請書には、関税法基本通達42―8に規定する書類を添付する。
なお、履歴書に記載する事項のうち、申請者（法人である場合にはその役員、代理人、支配人その他の主要な従業者を含む。以下同じ。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ/ＲＷ、ＣＤ－Ｒ/ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。
	保税
	蔵置場
工場
	許可期間の更新申請書（Ｃ－3140）


＜添付書類＞
申請書には、関税法基本通達42―12に規定する書類を添付する。
なお、履歴書に記載する事項のうち、申請者（法人である場合にはその役員、代理人、支配人その他の主要な従業者を含む。以下同じ。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ/ＲＷ、ＣＤ－Ｒ/ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。
滅却（廃棄）承認申請書（C―3170）
「申請者」の項には、原則として、貨主である法人の所在地、名称及び代表者の氏名（貨主が個人の場合にあつては、住所及び氏名）を記載する。
なお、通関業者が貨主その他の滅却（廃棄）申請者に代わつて手続を行う場合は、代理人である旨を明記して、貨主その他の滅却（廃棄）申請者と併記する。
「輸入許可税関」、「輸入許可等の年月日」及び「輸入許可書等番号」欄について、適用法令の欄のイに該当する場合は記載する必要はなく、ロに該当する場合は「輸入許可書等番号」欄に保税運送の承認書の番号を記載する。
	保税蔵置場
保税工場
保税展示場
総合保税地域
	許可の承継の承認申請書（C―3195）


＜添付書類＞
なお、履歴書に記載する事項のうち、申請者（法人である場合にはその役員、代理人、支配人その他の主要な従業者を含む。以下同じ。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ/ＲＷ、ＣＤ－Ｒ/ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。
保税工場許可申請書（C―3200）
「工場の構造、棟数及び面積」欄には、申請に係る保税工場の部分につき、建物についてはその構造、棟数及びその延べ面積により、土地については土地である旨及びその面積により、水域については水域である旨及びその水面の面積により記載し、原則として、原料蔵置場、製品蔵置場及び作業場に区分して記載する。
なお、対象の建物等が多いため、申請書に記載することが困難な場合は、棟数及び面積の合計を申請書に記載し、明細については、明細内訳書を申請書に添付して差し支えない。
「保税作業の種類及び内容」欄には、加工、製造の品目及びその加工、製造の方法等について記載する。
「利用の見込み」欄には、申請後1年間における保税原料品の使用見込量、製品の製造見込量及び製品の積戻し見込量について品名、数量、価格の概数を記載する。
＜添付書類＞
申請書には、関税法基本通達56―9に規定する書類を添付する。
なお、履歴書に記載する事項のうち、申請者（法人である場合にはその役員、代理人、支配人その他の主要な従業者を含む。以下同じ。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ/ＲＷ、ＣＤ－Ｒ/ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。
保税工場（総合保税地域）外における保税作業期間（場所）変更申請書（C―3220）
「責任者氏名」の項には、原則として、保税工場の許可を受けた工場の工場長の氏名を記載するが、法人の内部で保税工場の業務についての責任者を定めている場合には、その責任者の氏名を記載する。
「変更を受けようとする事項及び内容」欄には、例えば、「保税工場外保税作業の期間の延長」あるいは「保税工場外保税作業の作業場所の追加」と記載する。
「変更後における保税工場（総合保税地域）外作業を行う場所」欄には、保税工場外保税作業の作業場所を追加する場合についてのみ、追加しようとする出荷先である下請等の工場の名称及び所在地を記載する。
期間の延長のみ又は場所の変更のみを申請しようとする場合は、標題の（期間）又は（場所）の不要文字を抹消する。
使用内訳表（C―3230）
「選別の結果仕分けされた貨物」欄には、保税原料品について、夾雑物を除去する等のため保税原料品の選別作業を行つた場合に記載する。この場合の記載の方法は、例えば、粗糖の場合、選別後の品名は、「粗糖」と「夾雑物」となり、仕分け後の用途は、「粗糖」は「保税原料品として使用」とし、夾雑物については「滅却」等とすることとなる。
「製造番号」欄には、工場側における生産の管理上の必要から生産単位ごとに製造番号を設けている場合にはその番号、保税作業ごとに作業の管理の必要から整理番号を付している場合にはその番号を記載する。
「使用年月日」欄には、原料として使用した年月日、具体的には、原料の管理部門から製造部門へ出庫した年月日、又は製造の目的で原料品を投入した年月日を記載する。
「数量」欄には、原料品の使用数量を記載する。
「残高」欄には、移入承認書記載の数量（移入承認を受けた原料品を選別した場合は、選別後原料品として使用することとした原料品の数量）から使用数量を差し引いた数量、すなわち原料品在庫高を記載する。
製造番号欄に記載した番号は、製品台帳にも記載して、原料と製品の関連が明らかになるようにする。
外国貨物蔵置期間延長承認申請書（C―3240）
「申請者」の項には、原則として、保税蔵置場の場合は、貨物の所有者（関税法基本通達43の2―3⑴（外国貨物の蔵置期間の延長の手続）により、保税蔵置場の許可を受けた者の名をもつて申請することが認められている場合にあつては、当該許可を受けた者）、保税工場の場合は、保税工場の許可を受けた者の所在地、名称及び代表者の氏名（個人の場合は住所及び氏名）を記載するものとするが、あらかじめ法人の代表者からその法人の役員又は従業者に対して委任がある場合は、委任を受けた者の名義で差し支えない。この場合、保税蔵置場（保税工場）の許可申請の際に、あらかじめ包括した委任状を提出する。
「記号及び番号」欄には、蔵入（移入・総保入）承認書に記載された記号及び番号を、保税工場において加工、製造した製品については、加工製造報告書又は保税作業終了届に記載された製品の記号及び番号を記載する。
「品名」欄には、倉入（移入）承認書に記載された品名を、保税工場において加工、製造した製品については、加工製造報告書又は保税作業終了届に記載された製品の品名を記載する。
「個数」欄には、開梱前にあつては外装の個数により、開梱後にあつては内容貨物の実数により記載する。
「数量」欄には、蔵入（移入・総保入）承認書に記載された数量の単位により記載する。
「最初蔵入（移入・総保入）承認年月日及び承認番号」欄には、その貨物について最初蔵入（移入・総保入）承認年月日及び承認番号を、保税工場において加工、製造した製品については、その製品に使用された原料品の移入承認年月日及び承認番号を記載する。
なお、保税蔵置場にあつては、蔵入承認の日が異なる2種以上の外国貨物を使用して、改装、仕分け、その他の手入れが行われた貨物については、最後に蔵入れされた貨物に係る最初蔵入の承認の年月日及びその承認番号を記載する。
また、移入承認の日が異なる2種以上の外国貨物を使用して、加工、製造した製品については、最後に移入れされた貨物に係る移入れの承認の年月日及びその承認番号を記載する。
「延長を必要とする期間」欄には、最初蔵入（移入・総保入）承認された日から2年の翌日を始期とし、その終期は、延長を必要とする期間の末日を終期として記載する。
当該申請は、原則として、蔵入承認単位で行わせるものとする。
ただし、同一の保税蔵置場に蔵置中の貨物で、蔵置期間の延長を希望する期間が同一のものについては、蔵置期間を延長しようとする個々の貨物に係る明細、最初蔵入承認年月日及び蔵入承認番号が明らかになる資料を当該申請書に添付させることで、複数の蔵入承認に係る貨物を一括して1 件の申請によることとして差し支えない。
保税作業終了届（C―3260）
「責任者氏名」の項には、原則として、保税工場の許可を受けた工場の工場長の氏名を記載するが、法人の内部で保税工場の業務についての責任者を定めている場合には、その責任者の氏名を記載する。
「記号及び番号」欄には、保税作業に使用した外国貨物についての記号及び番号を記載する。保税作業に使用した外国貨物を特定する貨物自体の記号及び番号がある場合（例えば、エンジンのモデルナンバーあるいはシリアルナンバー）には、それらを記載する。
また、ばら荷貨物のように、記号及び番号がない場合には、（In　bulk）等と注記する。
「品名」欄には、その保税作業に使用したすべての貨物の品名を記載する。
「個数」欄には、使用した貨物の最少単位による数を記載する。
「保税作業によつてできた貨物」の各欄は、次によつて記載する。
「記号及び番号」欄には、保税作業によつてできた製品が、積戻しするために船積梱包がなされている場合は、その梱包に記載された記号及び番号を記載し、船積梱包されていない場合は、製品自体に付されている記号、番号があればその記号、番号を記載する。
「個数」欄には、製品の最少単位の数及び製品の梱包数を記載する。例えば、2,000　Pieces（10c/s）と記載する。
「貨物移動明細欄」（裏面）は、保税作業によつてできた貨物すなわち搬出及び在庫の状況を次により記載する。
「整理番号」欄には、搬出についての整理番号を記載する。
「区分」欄には、輸入、積戻し、保税運送等の区別を記載する。
「許可、承認又は届出の番号」欄には搬出について許可、承認等を要する場合は、その許可書又は承認書の番号を記載する。
「取扱者印」欄には、貨物移動明細欄の記載を行つた税関職員が押印する。
⑴　保税作業に使用した貨物のうち、内外貨混合使用の承認を受けて使用される外国貨物と同種の内国貨物については、記載を要しない。
⑵　保税作業によつてできた貨物のうち、内外貨混合使用の承認を受けて製造された外国貨物相当量以外の貨物、すなわち外国貨物とみなされる貨物以外の貨物については記載を要しない。
内外貨混合使用承認申請書（C―3270）
「適用を受けようとする期間」欄には、3年間又は3年以内の必要な期間について記載する。
「保税作業の種類及び内容」欄には、保税作業の内容又は製品の種類について記載する。例えば、銑鉄の溶解、圧延等による鉄綱製品の製造とする。
「外国貨物」欄には、保税作業において使用する外国貨物の品名及び品質、規格を記載する。
なお品質、規格については、保税作業に使用する外国貨物の品質、規格が特定されている場合は記載する必要はない。
「内国貨物の品名」欄には、製品の製造上必要な内国貨物の品名を記載する。内外貨混合使用の承認の対象である同種原料品は、この欄でいう内国貨物には含まないので、留意する。
「混じて使用しようとする内国貨物」欄には、保税作業において使用する外国貨物と同種の内国貨物の品名及び品質、規格を記載する。
「製造歩留り」欄には、申請に係る製品の製造について適用されている指定歩留り又は査定歩留りを記載する。
なお、製造歩留りは、通常、原料品の数量に対応する製品の出来高の数量の割合を百分比で示すこととされているが、百分比又は百分比のみによることが適当でないものについては、所要の表示の方法によるものとする。
保税工場（総合保税地域）外保税作業（一括・個別）許可申請書（C―3290）
「責任者氏名」の項には、原則として、保税工場の許可を受けた工場の工場長の氏名を記載するが、法人の内部で保税工場の業務についての責任者を定めている場合には、その責任者の職名及び氏名を記載する。
「適用を受けようとする期間」欄には、3年間又は3年以内の必要な期間について記載する。
「保税工場（総合保税地域）外における保税作業の種類」欄には、出荷先の下請け等の工場における保税作業の内容を記載する。例えば、織布、染色、クリスマスカードのはり付け等と記載する。
「保税工場（総合保税地域）外において保税作業をしようとする貨物の品名」欄には、保税工場外における保税作業を行うため保税工場から出す外国貨物の品名を記載する。
なお、関税法基本通達61―2（保税工場外における保税作業の一括許可）のただし書に該当する場合においては、外国貨物の記号、番号及び品名を記載する。
「保税工場（総合保税地域）外における保税作業によつてできる製品の品名」欄には、保税工場外における保税作業の段階でできる製品名を記載する。
なお、関税法基本通達61―2のただし書に該当する場合においては、製品名及び数量を記載する。
「保税工場（総合保税地域）外作業を行う場所」欄には、出荷先の下請け等の工場について、その名称及び所在地を記載する。
「場外作業場における作業期間」欄には、保税工場外における保税作業のため外国貨物を保税工場から出すこととなるときから、その保税作業を終わつて製品を保税工場に戻し入れ又はその作業場から直接他の保税地域に保税運送のため発送することとなるときまでに通常必要とされる期間を記載する。
なお、一括許可の場合には、場外作業場において保税作業を行うため、保税工場から出されている通常の期間を記載する。
外国貨物加工製造等報告書（C―3310）
「責任者氏名」の項は、原則として、保税工場の許可を受けた工場の工場長の氏名を記載するが、法人の内部で保税工場の業務についての責任者を定めている場合には、その責任者の氏名を記載する。
「原料品」の項の各欄は、次により記載する。
「品名及び規格」欄には、保税原料品の品名及び規格を品名又は規格が異なるごとに別欄として記載する。
「前月末繰越数量」欄には、月初において、未加工のまま保税工場に置かれている保税原料品の数量を記載する。
なお、移入承認済のものと承認未済のものは合算して計上する。
「当月中搬入数量」欄には、当月中に保税工場に搬入された原料品の数量を記載する。
「当月中搬出数量」欄には、当月中に未加工のまま輸入されたものについては、輸入の欄に、未加工のまま積戻し、保税運送その他により搬出されたものは、「その他」の欄に記載する。
なお、輸入の許可を受けた貨物については、その保税工場から現実に搬出されない場合でも、内需又は内国貨物としての用途に充てることとした場合には、その時点で搬出とみなして計上する。
「保税作業に使用した数量」欄には、保税作業に使用した保税原料品の数量を記載する。
「末使用残高」欄には、前月末繰越数量に当月中搬入数量を加えた数量から、当月中搬出数量及び保税作業に使用した数量を差し引いた数量を記載する。
「上欄中承認を受けた数量」欄には、未使用残高欄に記載した数量のうち、移入承認（関税法第62条において準用する同法第43条の3の承認）を受けた数量を記載する。
「製品及び副産物」の項の各欄は、次により記載する。
「製品及び副産物の品名、規格」欄には、保税製品及び保税作業による副産物の品名及び規格を、品名又は規格が異なるごとに別欄として記載する。
「前月末繰越数量」欄には、製品又は副産物として、月初において保税工場に置かれているものの数量を記載する。
「当月中出来高」欄には、当月中にできた保税製品及び保税作業による副産物の出来高の数量を記載する。
「当月中搬出数量」欄には、当月中に製品又は副産物として、積戻し、保税運送、輸入その他の目的で搬出された数量を記載する。
なお、税関長の承認を受けて滅却を行つた場合の数量は、「その他」の欄に計上する。
「製品残高」欄には、前月末繰越数量に当月中出来高を加えた数量から、当月中搬出数量を差し引いた数量を記載する。
「仕掛品」の項の各欄は、次により記載する。
「原料品の品名及び規格」欄には、保税作業に使用して製品化されていない保税原料品の品名及び規格を、品名が異なるごとに別欄として記載する。
「前月末繰越数量」欄には、前月に提出された「外国貨物加工製造等報告書」の「本月末残高欄数量」を転記する。
「保税作業に使用した原料品の数量」欄には、「原料品」の項の「保税作業に使用した数量」欄に記載した数量を転記する。
「製品及び副産物出来高に含まれる原料品の数量」欄には、製品及び副産物の数量を現実に使用した保税原料品の数量に換算して、その数量を記載する。
「本月末残高」欄には、前月末繰越数量に当月中に保税作業に使用した原料品の数量を加えた数量から、製品及び副産物出来高に含まれる原料品の数量を差し引いた数量を記載する。
「備考」欄には、製造歩留りその他参考となるべき事項を記載する。
保税展示場許可申請書（Ｃ－3320）
＜添付書類＞
申請書には、関税法基本通達42―8に準じて所要の書類を添付する。
なお、履歴書に記載する事項のうち、申請者（法人である場合にはその役員、代理人、支配人その他の主要な従業者を含む。以下同じ。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ/ＲＷ、ＣＤ－Ｒ/ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。
博覧会等の指定に関する承認申請書（C―3335）
「開催者の住所及び名称」欄には、博覧会等の開催者である法人の所在地、名称及び代表者の氏名（開催者が個人の場合にあつては、住所及び氏名）を記載する。開催者が複数の者である場合は連記する。
「博覧会等の内容」欄には、博覧会等の会場規模、出品物の種類及び出品点数等を記載する。
展示等申告書（運送申告書）（C―3340）
＜一般的事項＞
⑴　申告書への記載は、すべてタイプライターをもつて行い和文又は英文とする。
⑵　各欄への記載事項は、なるべく欄の下部に記載し、訂正のための余白を残すようにする。
⑶　記載事項を訂正するときは、訂正すべき箇所を2本の線で消し込み、その上方に訂正事項を記載するとともに、訂正者（通関士）が押印する。
⑷　1申告書に記載できる品目の範囲は、申告書上段の「使用区分」の1項目に該当し、かつ他の上段の各項目に記載すべき事項が原則として共通しているものとする。
＜申告書上段の記載事項＞
⑴　保税運送の申告の場合には、標題の「展示等申告書」の文字を、展示等の申告の場合には、「（運送申告書）」の文字を抹消する。
⑵　上部の○印内にＡ（原本）、Ｂ（管理者用）、Ｃ（展示等承認書用）、Ｄ（運送承認用）及びＥ（発送地税関用）の区分によるＡからＥまでの記号を記載する。
「使用区分」欄には、申告物品の会場内における使用目的に応じ、該当する項の番号を（　）で囲む。この使用区分と関税法基本通達62の2―9（保税展示場に入れることができる貨物のうち、展示、使用等ができるもの）に規定されている保税展示場への搬入が認められる貨物等との関係は、次のとおりとする。
イ　建設用機器・資材



関税法基本通達62の2―9の⑴に掲げる物品
ロ　展示物品











関税法基本通達62の2―9の⑵及び⑶に掲げる物品
ハ　販売物品・消費物品　関税法基本通達62の2―9の⑻に掲げる物品
ニ　その他







　　　　関税法基本通達62の2―9の⑷から⑺及び⑼に掲げる物品
「原産地」欄には、、関税法施行令第４条の２第４項に規定する原産地を記載する。
「輸送方法」欄は、該当する番号を（　）で囲む。
「蔵置場所（展示地区）番号」欄には、展示等承認後の貨物を展示又は蔵置する場所又はその番号を記載する。
「受理番号」欄には、申告の一連番号を記載する。（展示等の申告を受理した場合には、原本、管理者用、展示等承認書用及び運送承認用に、保税運送の場合には、運送承認用及び発送地税関用に記載する。）
「参加者住所氏名」欄には、国際博覧会等の参加者の本国の住所及び氏名又は名称を記載する。
「代理人住所氏名印」欄には、参加者に代わつて申告する通関業者の住所及び名称並びに代表者の氏名を記載し、押印する。
「通関士氏名印」欄には、審査をした通関士の氏名を記載し、押印する。
＜申告書中段の記載要領＞
中段の各欄には、関税率表番号又は内国消費税種類等が異なる品目ごとに、1欄に記載する。ただし、品目が多種類にわたる場合で、仕入書及び包装明細書の記載内容が関税率表番号の把握に支障がないと認められ、かつ、当該申告に係る品目が使用区分の4分類のうち1分類にのみ該当する場合には、概括品名（例えば、「装飾用品」等）による申告を行つて差し支えない。また、この場合における「単位」、「正味数量」、「関税率表番号」及び「内国消費税種類等」の各欄の記載は、省略するものとする。
なお、当該概括品名に係る物品中に法第4条第3号の2の規定により展示等の承認の際に課税物件の確定するものがあるときは、申告書に添付された仕入書等に、税番、課税価格等課税上必要な事項を補記する。
「品名、個数、記号及び番号」欄のうち、「品名」は、関税率表番号又は内国消費税種類等及び使用区分に応じて記載する。
「個数」は、貨物の包装の個数及びその包装又は容器の種類を記載する。
「記号及び番号」は、包装又は容器に表示されている記号及び番号を記載する。
「単位」欄には、その貨物の測定の単位として通常使用されるものを記載する。
（したがつて、必ずしも輸入統計品目表に掲げられている統計単位を記載する必要はない。）
「内国消費税種類等」欄には、内国消費税の法律及び種類等を記載する。
関税法基本通達62の2―9（保税展示場に入れることができ貨物のうち、展示、使用等ができるもの）の⑶に規定する展示物品で国際博覧会等の会期終了後、積み戻すことが確実なものについては、「関税率表番号」及び「内国消費税種類等」の欄は記載を省略して差し支えない。
＜申告書下段の記載要領＞
「運送申告年月日」及び「運送先等」欄には、保税運送申告の場合に限り運送承認用及び発送地税関用に申告年月日、運送先（保税展示場名）、運送期間及び申告時における貨物の蔵置場所を記載する。
「運送承認番号」及び「運送承認印」欄には、保税運送申告を受理した税関において、当該運送を承認したときに、運送承認用及び発送地税関用に記入又は押印する。
「管理者」欄には、展示等の申告をする前に、国際博覧会等の展示、使用等のため会場に搬入される貨物である旨の管理者の確認印（事前に税関に届け出たもの）を受ける。
「展示等申告年月日」欄には、保税展示場へ貨物を搬入した日を原本管理者用及び展示等承認書用に記載する。
「展示等承認印」欄には、展示等を承認したときに展示等承認書用に承認印を押なつする。
「税関記入欄」欄には、概括的な品名数量等による展示等申告書を受理したときにその旨注記しておく。
「展示等承認年月日」欄には、展示等を承認したときに、原本、管理者用及び運送承認用に当該承認の年月日を記入する。
＜展示等申告書（運送申告書）の事後整理＞
輸入許可、保税運送承認、積戻し許可又は使用状況報告書、廃棄届の受理若しくは滅却の承認を行つた場合等には、貨物の取締りを担当する部門が保管する運送承認用及び包装明細書に許可、承認等がなされた旨を記載しておくとともに、当該貨物が保税展示場から搬出された場合には、その都度消込み整理を行うものとする。
展示等承認貨物積戻し申告書（C―3410）
＜一般的事項＞
⑴　申告書への記載は、すべてタイプライターをもつて行い、和文又は英文とする。
⑵　各欄への記載事項は、なるべく欄の下部に記載し、訂正のための余白を残すようにする。
⑶　記載事項を訂正するときは、訂正すべき箇所を2本の線で消し込み、その上方に訂正事項を記載するとともに、訂正者（通関士）が押印する。
＜申告書上段の記載要領＞
「仕向地」欄には、貨物が最終的に仕向けられる場所を記載する。
「参加者住所氏名」欄には、国際博覧会等の参加者の本国住所及び氏名又は名称を記載する。
「代理人住所氏名印」欄には、参加者に代わつて申告する通関業者の住所及び名称並びに代表者の氏名を記載し、押印する。
「通関士氏名印」欄には、申告書の作成、審査を行つた通関士が記名（又はゴム印）押印する。
＜申告書中段の記載要領＞
中段の各欄は、展示等申告書中段の各欄の記載に応じて次により記載する。ただし、展示等の承認がされた貨物を原料としてできた製品（以下本項において「展示場製品」という。）を積み戻す場合には、その製品ごとに1欄に記載し、その下位に当該製品に対応する原料である貨物の数量をかつこ書で記載する。
「品名、個数、記号及び番号」欄には、展示等承認書の中段に記載されている品名並びに当該貨物の積戻し申告時における包装又は容器に表示している記号、番号を記載する。
なお、貨物が展示場製品である場合の品名の記載は、上記ただし書による。
「単位」欄には、品名欄の貨物に係る展示等承認書の単位を記載する。
なお、貨物が展示場製品である場合は、その製品の測定の単位として通常使用される単位を記載し、原料である貨物の展示等承認書の中段に記載されている単位を下位にかつこ書する。
「数量」欄には、単位に対応する品名欄記載の貨物の数量を記載する。
なお、貨物が展示場製品であるときは、品名欄にかつこ書している品名（原料）の数量を下位にかつこ書する。
＜申告書下段の記載要領＞
「保税運送」欄には、運送先（積込港）及び保税展示場を発する日から運送先に到着する日までの予定期間を記載する。
「積込確認印」欄には、船舶又は航空機に積戻し貨物を積み込んだことを確認したときに積戻し許可書に積込確認印を押なつする。
「許可印」欄には、積戻しを許可したときに許可書用に許可印を押なつする。
「許可年月日」欄には、積戻し許可したときに原本管理者用及び到着証明書用に記入する。
「管理者確認印」欄には、税関に積戻し申告をする前に原本に積戻し貨物である旨の管理者の確認印を受ける。
総合保税地域許可申請書（Ｃ－3500）
＜添付書類＞
申請書には、関税法基本通達62の8―6に規定する書類を添付する。
なお、履歴書に記載する事項のうち、申請者（法人である場合にはその役員、代理人、支配人その他の主要な従業者を含む。以下同じ。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ/ＲＷ、ＣＤ－Ｒ/ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。
総合保税地域許可期間の更新申請書（Ｃ－3520）
＜添付書類＞
申請書には、関税法基本通達62の8―10に規定する書類を添付する。
なお、履歴書に記載する事項のうち、申請者（法人である場合にはその役員、代理人、支配人その他の主要な従業者を含む。以下同じ。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ/ＲＷ、ＣＤ－Ｒ/ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。
外国貨物運送申告書（目録兼用）（C―4000）
「最初蔵入れ年月日」の項には、保税運送貨物が蔵入承認を受けた貨物である場合にのみ記載し、2以上の保税蔵置場について蔵入承認を受けている場合は、その最初に蔵入承認を受けた年月日を記載する。
「積載船（機）名」及び「入港年月日」の項については、記載が困難な場合には省略して差し支えない。
「品名」欄には、運送貨物が蔵入又は移入承認済の貨物については、これらの承認書記載の品名により、これら以外の貨物については、輸入貨物については原則として積荷目録記載の品名により、輸出貨物については、インボイス記載の品名を記載する。
「申告価格」欄には、蔵入又は移入承認済の貨物については、これらの承認書記載の価額により、保税工場の製品については、FOB価額又は工場渡し価額により記載する。また、これら以外の貨物については、インボイス価額により記載する。
「申告者住所氏名印」欄には、申告者の住所及び氏名又は名称を記載し、押印する。ただし、通関業者等が荷主、運送人等の委任を受けて申告手続の代理をする場合には、荷主、運送人等の住所及び氏名又は名称を記載したうえで手続の委任を受けた通関業者等の住所及び氏名又は名称を記載し、押印する。
包括保税運送申告書（C―4010）
「申告者の住所、氏名又は名称印」の項には、通関業者が貨主、運送人等の委任を受けて申請手続の代理を行う場合には、この項に貨主、運送人等の住所及び氏名を記載し、下欄に手続の委任を受けた通関業者の住所及び氏名を記載し、押印する。
輸出申告書（C―5010）
＜記入上の一般的事項＞
⑴　申告書の記載は、すべて黒色のタイプ又はインクによることとし、記載する文字は和文又は英文とする。税関における各種の書込みは、黒又は赤インクで行いゴム印の押なつは、すべて赤色による。
⑵　記載した事項の訂正は、二線をもつて消し込み、その線の末尾に訂正印を押なつする。
⑶　1申告書に記載できる品目の範囲は、申告書上段の各項目に記載すべき事項が共通しており、かつ、原則として1仕入書に記載されている品目の範囲とする。
なお、品名欄が不足するときは、申告者印をもつて割印のうえ「輸出申告書（つづき）」（C―5010―2）を使用する。
⑷　1申告で品名欄を2欄以上必要とする場合、1品目の価格が、20万円以下の貨物（減免戻税物品等該当品目等であつて貨物の数量、価格の記載が必要なものを除く。）に限り、包括的又は代表品名により一括して1欄に記載の上申告させて差し支えない。ただし、この場合には、「統計品目番号」欄に×印を記する。
⑸　外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号、以下「統計基本通達」という。）の21―2（普通貿易統計計上除外貨物）に掲げる貨物（同中⒁（金貨及び貨幣用金）に掲げるものを除く。）に係る申告書には、「統計品目番号」欄に×印を記入する。
この場合において、関税法基本通達67―2―1（輸出少額貨物の簡易通関扱い）の適用を受けない貨物に係る申告書については、「輸出統計品表」の番号（関税法基本通達67―2―11（外国の見本市等に出品する貨物の一括輸出手続）の規定により一括申告を認めた場合は代表品目の番号）を（　）書きで記載する。
⑹　申告書の全欄が上記⑷又は⑸に該当するものについては、統計符号欄の記載を要しない。
＜申告書上段の記載要領＞
申告が積戻しに該当する場合は、「輸出申告書」の文字を「積戻し申告書」と訂正する。
「輸出者住所氏名印」の項には、代理人が申告する場合には輸出者の押印の必要はないが、輸出者が自ら申告する場合は、押印する。
「仕向人住所氏名」の項には、原則として、輸出される貨物に係る仕入書に荷受人等として記載されている者等の取引上の当事者の住所又は居所及び氏名又は名称を記載する。ただし、当該貨物を実際に受け取る者が仕入書に荷受人等として記載されている者と異なる場合であって、当該者が判明している場合には、実際に貨物を受け取る者の住所又は居所及び氏名又は名称を記載するものとする。
「申告年月日」は、申告者が申告書を税関に提出する日を記載し、書類不備等の理由により税関において申告書を返還したときは、当該申告書を補正後改めて提出する日とする。
「積込港」欄には、当該申告に係る貨物の積込みがなされる港名又は空港名を記載する。
郵便物に係る輸出申告書については、当該欄の記載を要しない。
「積載船（機）名」の項には、輸出貨物が船舶に積み込まれる場合はその船舶の名称を、航空機に積み込まれる場合は当該航空機の所属会社名及びAir　Waybillの番号（例えば、J.A.L.5000111）を記載する。
郵便物に係る輸出申告書については、当該欄の記載を要しない。
「出港予定年月日」欄には、当該申告に係る貨物を積み込む船舶又は航空機が出港を予定している年月日を記載する。
郵便物に係る輸出申告書については、当該欄の記載を要しない。
「仕向地」の項には、輸出貨物がその取引において、最終的に仕向けられる場所を記載する。
	本船扱
	
	ふ中扱
	


欄には、本船扱い又はふ中扱いの承認を受けた場合に限り、いずれか該当する方に×印を記入する。
「蔵置場所」の項には、現に輸出貨物を蔵置している場所又は輸出の許可を受けるために輸出貨物を搬入する予定の場所を記載する。なお、保税地域以外の場所（自社施設等）において特定輸出申告、特定委託輸出申告又は特定製造貨物輸出申告を行い、輸出の許可を受けた後に保税地域を経由して積込港へ運送される場合には、関税法基本通達67の3―1―7⑵の規定により、当該保税地域を付記する。
「申告番号」欄には、申告者別整理番号、申告月符号を記載する。また、申告書の添付書類の全葉についても、当該申告書の申告者別整理番号をその下端欄外右側余白部分に記載する。
申告者別整理番号は、次により取り扱う。
⑴　申告者別整理番号は、申告者コード番号と申告番号及び申告月符号を順次横線で結んだものとする。
<申告者別整理番号の例>001―0017―（H）
⑵　申告者コード番号は3けたとし、税関において設定して、あらかじめ申告者に割り当てる。
なお、申告者コード番号999番は、通関業者以外の者で、年間の申告件数が少なく、特定のコード番号を必要としない申告者用とし、通関業者以外の者に対しては、申告書提出の際に申告者コード番号及び申告番号を申告書類に記載するよう指導するものとする。
⑶　申告番号は4けたとし、申告者別に毎年0001から始める。
なお、同一年内において申告番号が9999になつた場合には、再び0001から始める。
⑷　申告月符号は、次により記載する。
1月―、　2月―、　3月―、　 4月―、　 5月―、　 6月―、
7月―、　8月―、　9月―、　10月―、　11月―、　12月―
「積込港符号」「船（機）籍符号」、「貿易形態別符号」、「仕向国（地）符号」及び「輸出者符号」の各欄には、統計基本通達25―1（積込港符号又は（取）卸港符号）から同25―6（輸出入者符号）までに定めるそれぞれのコード番号を記載する。
「調査用符号」欄には、別途指示があつた場合にのみその指示に基づく符号を記載する。
＜申告書中段の記載要領＞
「品名」欄には、「輸出統計品目表」の分類にそつて詳細に記載する。
「統計品目番号」欄の白抜き部分には、「輸出統計品目表」に定める9けたの数字符号を記載する。
なお、申告貨物が再輸出品の場合には、9 けたの数字符号の末尾に統計基本通達25－7（再輸出入品識別符号）に定められた識別待号「Y」を記載する。
「単位」欄には、「輸出統計品目表」に定める単位を記載する。
「数量」欄の記載方法
⑴　「輸出統計品目表」に定める当該品目の統計計上単位以上の数字を白抜き部分に、統計計上単位未満の数字を右側色刷部分にそれぞれ記載する。
⑵　数量が統計計上単位未満の場合は白抜き部分に0を記載する。
⑶　「輸出統計品目表」に定める単位が二単位の品目については、第1単位数量を上位に、第2単位数量を下位に上記の要領で記載する。
⑷　輸出貨物が戻税該当品目等のため、「輸出統計品目表」に定める単位以外の単位による数量を記載する必要がある場合には、その「単位」及び「数量」を当該各欄下部の色刷部分に記載する。
「申告価格（Ｆ.Ｏ.Ｂ.）」欄には、輸出貨物のＦ.Ｏ.Ｂ.価格を円建てで記載する。当該価格のうち統計計上単位（1,000円）以上の金額は白抜き部分に、統計計上単位未満の金額は右側の色刷部分にそれぞれ記載する。また、当該貨物（申告価格が100万円以下のものを除く。）の決済がＦ.Ｏ.Ｂ.建以外の建値によるものは、その建値（Ｃ.Ｉ,Ｆ.又はＣ＆Ｆ等の表示）及び決済金額（取引の基準通貨による金額とする。）を申告価格欄最下部（第3欄）の色刷部分にアンダーラインを付して記載する。この場合において、二葉以上の申告書（つづき）が使用されるときは、最終の申告書に記載する。
ドル建、ポンド建等の外貨により取引されるもので、税関において事務処理上必要がある場合は、各欄下部の色刷部分に外貨建Ｆ.Ｏ.Ｂ.価格をかつこ書で記載する。
(注)　「数量」及び「申告価格（Ｆ.Ｏ.Ｂ.）」の欄の統計計上単位以上と未満を区分する縦線（白抜き部分と色刷部分を区分する縦線）の上に、当該数量又は金額を示す数字を記載しないよう指導する。
＜申告書下段の記載要領＞
「個数、記号、番号」の欄の記載方法
下記「個数」、「記号」及び「番号」の事項の記載に当たっては、申告書中段の各品目に共通する事項は一括して、また、各品目ごとに異なる事項は、品名欄の番号を記入の上、各品目ごとに記載する。
なお、品目ごとに記載を要する場合で、欄が狭いためこの欄に記載することが困難なときは、申告書中段の各品名欄に個別に記載するか又は別紙に記載のうえ添付することとして差し支えない。
（記載例）
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⑴　「個数」は、包装の個数及びその包装又は容器の種類を記載し、貨物がばら積みで包装されていないものである場合には、「ばら」又は「in　bulk」と記載する。
⑵　「記号」及び「番号」は、包装又は容器に表示してある記号及び番号を記載する。
郵便物に係る輸出申告書については、当該郵便物の種別及び郵便物番号を記載する。
⑶　「輸出貨物がコンテナー詰めされて輸出される貨物である場合」には、「コンテナー詰めする貨物であること」及び「コンテナー詰めする場所」を、また、「輸出貨物がコンテナー詰めされた状態で輸出申告される貨物である場合」には、「そのコンテナーの番号」を記載する。
「「外国為替及び外国貿易法」及び「輸出貿易管理令」関係」の欄の記載方法
⑴　「外国為替及び外国貿易法第48条第1項に基づく輸出貿易管理令第1条第1項別表第1の　　項」の欄は、当該輸出が輸出貿易管理令（昭和24年政令第378号）第1条第1項（別表第1の16項に掲げる貨物を除く。）に該当する場合には、輸出の許可の要否と係わらず、「該当」の枠内に×印を記入するとともに、「別表第1の　項」の欄に該当する同令別表第1の項の番号を記載する。
また、当該輸出が同令第1条第1項に該当しない場合には、「非該当」の枠内に×印を記入する。
⑵　「輸出貿易管理令第2条第1項第　号」の欄は、当該輸出が同令第2条第1項のいずれかの号に該当する場合には、輸出の承認の要否に係わらず、「該当」の枠内に×印を記入するとともに、「第2条第1項第　号」の欄に該当する号の番号を記入する。なお、当該輸出が同令第2条第1項第1号に該当し、輸出の承認を必要とするものである場合には、同令別表第2の該当する項の番号を「別表第2の　項」の欄に記入する。
また、当該輸出が同令第2条第1項のいずれの号にも該当しない場合には、「非該当」の枠内に×印を記入する。
⑶　「輸出貿易管理令第4条第　項第　号の　」の欄は、当該輸出が上記⑴又は⑵のいずれかに該当するが、同令第4条（第1項第3号に該当する場合は除く。）の規定に基づき輸出の許可又は承認を要しない場合に、「該当」の枠内に×を記入するとともに、同令第4条の該当する項及び号の番号等を記載する。
（記載例）　　　　　　　　　　　　　　　（該当）
　　　　輸出貿易管理令第4条　　　　　　　　　☒
　　　　第1項第1号の
　　　　　別表第　の　項（号）
⑷　「輸出貿易管理令第1条第1項別表第1の　　項」の欄は、当該輸出が同令第1条第1項（別表第1の16項に掲げる貨物に限る。）に該当し、かつ、同令第4条第1項第4号のイからニまでのいずれかの規定に基づき輸出の許可を必要とするものである場合には、「許可要」の枠内に×印を記入するとともに、「輸出貿易管理令第1条第1項別表第1の　　項」の欄に項の番号として16を記載する。
また、同令第1条第1項別表第1の16項に該当せず輸出の許可を要しない場合、又は、同令第1条第1項別表第1の16項に該当するが同令第4条第1項第4号に該当し、輸出の許可を要しない場合には、「許可不要」の枠内に×印を記入するとともに、「輸出貿易管理令第1条第1項別表第1の　　項」の欄に項の番号として16を記載する。
⑸　品名欄を2欄以上使用する場合であつて、上記⑴から⑷までの二以上に該当する場合には、該当する⑴から⑶まで及び⑷の「該当」及び「許可要」の枠内にそれぞれ×印を記入する。この場合において、上記⑴から⑶までのそれぞれに二以上の該当品目がある場合には、該当する項又は号の番号等をそれぞれの欄の空白部に（　）書する。
（記載例）
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	輸出許可証又は輸出承認証の番号



⑹　「輸出許可証又は輸出承認証の番号」の欄は、同令の規定に基づく輸出の許可番号又は承認番号を記載する。
なお、上記⑴から⑶までの取扱によつて、⑴から⑵までの「該当」の枠内に×印が記入されており、かつ、⑶の「該当」の枠内に×印が記入されておらず、許可又は承認が必要である場合及び⑷の取扱いによつて「許可要」の枠内に×印が記入されている場合には、この欄に輸出の許可番号又は承認番号が記載されることとなる。
「保税運送」の欄の記載方法
⑴　「保税運送」の欄は、申告者が輸出申告の際に併せて保税運送の承認を受けようとする場合に限り記載する。
⑵　「区分」の欄は、該当する運送方法を（　）で囲み、「期間」の欄は、その運送に必要と思われる運送期間を記載する。
⑶　「区分」の欄及び「期間」の欄の記載内容について審査の上、税関がその運送を承認したときは、「承認」の枠内にレ点を付する。
	申告書　　枚　　欄


の欄は、申告書（申告書（つづき）を含む。）の枚数（申告書（つづき）を使用していない場合は、1枚）及び品名欄の使用欄数を記載する。
「添付書類」の欄の記載方法
⑴　「添付書類」の欄は、輸出貿易管理令関係のものについては記載を要しない。
⑵　輸出申告に必要な添付書類がある場合には、「添付書類」の欄中の添付書類名の下部余白に、当該添付書類を必要とする品目の品名欄の番号を記載するとともに、それぞれの「有」の枠内に×印を記入する。
⑶　「（法令名）」の下部余白には、関税法第70条関係の許可、承認書等で輸出取引承認書以外のものにかかる法令の名称（例えば、「植物防疫法」）を記載する。
⑷　「関税定率法、関税暫定措置法」の欄は、関税定率法又は関税暫定措置法の規定に基づき輸出を条件に減免戻税を受ける場合に、当該法律の該当する条、項及び号の番号を記載する。
⑸　「内国消費税」の欄は、内国消費税関係法規（消費税法を除く。）の規定に基づき輸出を条件に免税又は税の還付を受ける場合に、当該法律の名称（例えば、「酒税法」、「石油石炭税法」）を記載する。
その他の欄の記載方法
⑴　「許可年月日」の欄及び「積込年月日」の欄は、輸出許可後又は船積確認後（関税定率法又は関税暫定措置法関係減免戻税貨物、内国消費税免税貨物、その他税関において取締上特に必要と認める貨物に限る。）それぞれ速やかに記入し整理する。
⑵　「通関士記名押印」の欄は、当該輸出申告書について審査を行った通関士名を「通関士○○○○」と記載（又はゴム印）し、同人の印鑑を押なつする。
輸出申告書（Ｃ―5015―1､―2）（輸出手続統一様式）
Ⅰ 統一様式の対象手続と位置づけ
輸出申告書（Ｃ―5015―1､―2）（輸出手続統一様式）（以下「輸出手続統一様式」という。）は、輸出手続関連省庁（財務省、農林水産省）ごとに個別に作成し、提出していた申告書類等を両省間で共通化したものである。
具体的には、輸出申告書（税関）、輸出検査申請書（動物検疫）、植物等輸出検査申請書（植物防疫）が対象となる。
また、輸出手続統一様式は、輸出申告書（Ｃ―5010）を妨げるものではない。
Ⅱ　統一様式の構成及び使用方法
⑴　輸出手続統一様式は、複数の手続に共通する事項を記載する共通様式（Ｃ―5015―1）と税関独自の事項を記載する個別様式（Ｃ―5015―2)に分かれる。
⑵　輸出申告は、共通様式（Ｃ―5015―1）と個別様式（Ｃ―5015―2)を二枚一組にして税関窓口へ必要な部数を提出する。
⑶　共通様式（Ｃ―5015―1）については、税関のほか動物検疫所又は植物防疫所に対する申告又は申請に必要な事項を記載する。また、共通様式（Ｃ―5015―1）は複写しても差し支えないが、押印（自署）については複写を認めない。
⑷　共通様式（Ｃ―5015―1）の記載事項を訂正する場合には、訂正すべき箇所を２本の線で消し込み、訂正箇所の上方に訂正事項を記入するとともに押印する。なお、記載事項の訂正については、当該事項について申告又は申請先である各省のみに行えばよい。
⑸　上記のほか、輸出手続統一様式に係る記載要領及び留意事項については、前記「輸出申告書（Ｃ―5010）」に規定されているところに従うものとする。
輸入（納税）申告書（内国消費税等課税標準数量等申告書兼用）（C―5020）
Ⅰ　輸入申告書等記載要領の共通事項
⑴　申告書への記載は、すべて黒色のタイプ又はペンで行うこととし、税関における各種の書込み又はゴム印の押なつは、赤色のペン又はスタンプで行う。
⑵　申告書への記載は、和文又は英文をもって行う。
⑶　各欄への記載事項は、なるべく欄の下部に記載し、訂正のための余白を残すよう指導する。
⑷　記載事項を訂正するときは、訂正すべき箇所を2本の線で消し込み、訂正箇所の上方に訂正事項を記入するとともに訂正者が押印する（税額の算出に問題がない記載事項の訂正については、申告書を直接訂正して差し支えない。）。
⑸　1申告書に記載できる品目の範囲は、申告書上段の各項目に記載すべき事項が原則として共通しており、かつ、1仕入書に記載されている品目とする。
なお、品名欄が不足するときは、「輸入（納税）申告書（つづき）」（C―5020―2）を使用する。この場合、申告書の輸入者又は代理人欄に押なつされた印で割印をする。
⑹　1申告書に記載する品目が2以上の品名欄に記載されることとなる場合には、品名欄の（　）内に一連番号を記載する。
⑺　外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号、以下「統計基本通達」という。）の21―2に掲げる貨物（同中⒁に掲げるものを除く。）については、関税の軽減又は免除の取扱いを受けようとする1品目（関税率表の適用上の所属区分及び統計品目の適用上の所属区分のいずれも同一である貨物を一つの物品として取りまとめたものをいう。以下同じ。）の価格が20万円を超えるものを除き、申告書中「統計細分」欄に×印を記入する。
⑻　各欄は、原則として統計品目番号、税番及び税率の異なるごとに記載するものとする。ただし、同一の統計品目番号、税番及び税率であっても、減免税条項の適用を受けようとするものが含まれる場合、減免税の適用条項が異なる場合、又は内国消費税が課税されるものがある場合、若しくは内国消費税の適用税率等が異なる場合には別欄に記載する。
ただし、関税定率法第14条第11号の適用を受けて免税輸入する貨物であって、当該貨物が関税定率法施行令第15条第2号に掲げる貨物の運送のために反覆して使用されるのもの（以下この号及び下記Ⅱにおいて「通い容器」という。）である場合には、税番が異なる通い容器が複数あるときは、これらのうち数字上の配列において最初となる税番により一欄に取りまとめて記載して差し支えない。
⑼　輸入（納税）申告書に係る関税等の納付を法第9 条の4 ただし書に規定する財務省令で定める方法により行う場合には、申告書の上部余白に当該方法により関税等を納付したい旨（例えば、「ＭＰＮ　利用」）を明瞭に記載する。
Ⅱ　輸入（納税）申告書の記載要領
＜申告書上段の記載要領＞
申告種別符号欄には、該当する符号の右の枠内に×印を記入する。
(注)　略号符号の意義は、次のとおりである。
　　　　IC……直輸入　　　　　　　RE―IMP……再輸入
　　　　IS……蔵入れ　　　　　　　ISW……………蔵出輸入
　　　　IM……移入れ　　　　　　　IMW……………移出輸入
　　　　IA……総保入れ　　　　　　IAC……………総保出輸入
　　　　BP……許可前引取　　　　　IBP……………輸入許可前引取貨物の輸入
「申告年月日」欄には、申告書が受付担当職員のもとに提出される日付を記載する。ただし、書類不備等の理由により受付担当職員が申告書を返還したときは、当該申告書の補正後改めて提出された日とする。
「あて先」欄には、申告書を提出する税関官署の長の名称（例えば、○○税関○○出張所長）を記載する。
「船（取）卸港」欄には、当該申告に係る貨物が船（取）卸される港名又は空港名を記載する。
郵便物に係る輸入申告書については、当該欄の記載を要しない。
「積載船（機）名」欄には、当該申告に係る貨物が積まれていた船舶の名称（航空機に積まれていた貨物の場合は、例えば当該航空機の便名及び日付）を記載する。
郵便物に係る輸入申告書については、当該欄の記載を要しない。
「入港年月日」欄には、当該申告に係る貨物が積まれていた船舶又は航空機が入港した年月日を記載する。
郵便物に係る輸入申告書については、当該欄の記載を要しない。
「原産地」欄には、、関税法施行令第４条の２第４項による原産地を記載する。ただし、統計基本通達6―2 ⑴（内国産貨物）に定められた再輸入の場合には、積出国をかっこ書で併記する。
「積出地」欄には、船舶又は航空機に積まれた場所を記載する。
郵便物に係る輸入申告書については、当該郵便物の差出国名を記載する。
「船荷証券番号」欄には、船荷証券（船荷証券のない場合には、積荷目録）又はAir Waybi11の番号を記載する。ただし、貨物が保税運送後、蔵（移・総保）入れ若しくは輸入申告されるもの又は蔵（移・総保）入れ後輸入申告されるものである場合には、当該保税運送承認書又は蔵（移・総保）入承認書の番号を記載する。
郵便物に係る輸入申告書については、当該欄の記載を要しない。
「蔵置場所（都道府県名）」欄には、現に貨物を蔵置している場所（例えば保税蔵置場の名称）及び当該蔵置場所が所在する都道府県名を記載する。ただし、当該蔵置場所が他所蔵置場所、本船、はしけなどの保税地域以外の場所である場合は、「都道府県名」欄には、本関が所在する都道府県名を記載する。
なお、本船扱い又はふ中扱いの場合には本船扱い又はふ中扱いを受けようとする場所等（例えば、本船扱いにあっては接岸岸壁名、ふ中扱いにあっては、はしけだまりの名称及びはしけ名（2隻以上の場合には、「○○丸ほか○○隻」））を記載する。
「蔵入、移入又は総保入先」欄には、蔵入れ、移入れ又は総保入れの承認申請の場合にのみ記載するものとし、蔵入れ若しくは移入れしようとする保税蔵置場若しくは保税工場又は総保入れしようとする貨物施設（関税法基本通達62 の8―1⑴に規定する貨物施設をいう。）の所在地（都市名）及び名称を記載する。なお、１申請で蔵入先、移入先又は総保入先が２か所以上ある場合はすべて記載する。
「申告番号」欄には、輸出申告書の記載要領に準じ申告者別整理番号及び申告月符号を記載する。
「船（取）卸港符号」、「船（機）籍符号」、「貿易形態別符号」、「原産国（地）符号」及び「輸入者符号」の欄には、統計基本通達25―1から同25―6までに定められた記載要領により記載する。
「※（調査用符号）」欄には、別途指示がある場合にのみ記載する。
蔵（移・総保）入れの承認を受けた貨物について輸入申告をする場合には、「積載船（機）名」、「入港年月日」等記載の必要がないと認められる欄については、適宜記載の省略を認めて差し支えない。
＜申告書の中段のうち、関税に関する欄の記載要領＞
「品名」欄には、「輸入統計品目表」の分類に沿つて、詳細に記載するよう指導する。
「番号」欄には、税表の適用上の所属区分のうち号（6けたの番号）（「輸入統計品目表」に定める番号と共通）を記載する。ただし、「輸入統計品目表」の第22部に掲げる特殊取扱品については、当該品目表に定める番号（6けた）を記載する。
「統計細分」欄には、「輸入統計品目表」に定める細分番号（3けた）を記載する。
なお、申告貨物が再輸入品の場合には、細分番号（3けた）の末尾に統計基本通達25―8（再輸出入品識別符号）に定められた識別符号「Ｙ」を記載する。また、次の表に掲げる申告貨物の種類に該当する場合には、提出書類の種類に応じ、それぞれ同表に定める識別符号を細分番号（3けた）の末尾に記載する。
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	①EPA税率を適用する場合（②から⑤までに該当する場合を除く。）又は関税暫定措置法施行令第10条の3の規定に基づく確認を受ける物品である場合（③に該当する場合を除く。）
	Ｆ
	Ｎ

	②アセアン包括協定によるEPA税率を適用する場合
	Ｈ
	－

	③TPP11協定によるEPA税率を適用する場合（⑤に該当する場合を除く。）又は関税暫定措置法施行令第10条の３の規定に基づくTPP11協定の原産品とされるものであることの確認を受ける物品である場合
	－
	Ｃ

	④EPA関税割当制度による税率を適用する場合（⑤に該当する場合を除く）
	Ｋ
	Ｑ

	⑤TPP11協定関税割当制度による税率を適用する場合
	－
	Ｄ


（注１）「EPA税率」とは、関税法基本通達３―２（条約に基づく税率の適用）の⑵に規定する税率をいう。
（注２）「EPA関税割当制度による税率」とは、経済連携協定に基づく関税割当制度に関する政令（平成17年政令第35号）に基づき、経済連携協定において関税の譲許が一定の数量を限度として定められている物品の当該譲許の便益を適用する場合の税率をいう。
「税表細分」欄には、税表の適用上の所属区分のうち上記「番号」欄に記載した号の番号（6けた）を除いた細分番号を記載する。ただし、「輸入統計品目表」の第22部に掲げる特殊取扱品については、税表の適用上の所属区分のすべての番号を記載する。
「単位」欄には、「輸入統計品目表」に定める統計単位を記載する（2つの単位が定められている場合には、両方を記載する。）。
なお、従量税が適用される貨物で、「輸入統計品目表」に定める統計単位と税率適用の基礎となる単位とが異なるもの（砂糖、銅の塊等）については、両方を併記する（ただし、税率適用の基礎となる単位は下方に記載する。）。
「正味数量」欄には、前記「単位」欄の単位により表示される数量を記載することとし、当該数量のうち、統計計上単位以上の数字を左側白抜き部分に、統計計上単位未満の数字を右側色刷部分に記載する。ただし、当該数量が、統計計上単位未満の場合は、白抜き部分に0を、右側の色刷部分に統計計上単位未満の数字を記載する。
なお、「輸入統計品目表」に定める単位が2つある品目については、第1単位数量を上位に、第2単位数量を下位に記載する。また、前記「単位」欄のなお書に該当する場合、税率適用の基礎となる単位に相当する正味数量は、下部の色刷部分に記載する。
「申告価格」欄には、ＣＩＦ価格を邦価で記載することとし、その記載に当たっては、当該価格のうち、千円以上の価格は左側白抜き部分に、千円未満の価格は右側色刷部分に記載する。
なお、関税定率法基本通達4の7―1の規定により別途通知する通貨以外の通貨により価格が表示された貨物に係る蔵（移・総保）入承認申請及び蔵（移・総保）出輸入申告の「申告価格」欄の記載に当たっては、当該欄下部の色刷部分に価格条件及び当該外国通貨建による価格を必ず記載するものとする。
「税率」欄には、税率を記載し、当該税率の適用区分に従って、「基」（基本税率をいう。）、「協」（協定税率（関税法基本通達3―2（条約に基づく税率の適用）の⑴に規定する税率をいう。）、便益税率及びＥＰＡ税率をいう。）、「特」（特恵税率をいう。）又は「暫」（暫定税率をいう。）のいずれかの下の枠内に×印を記する。
「関税額」欄には、関税額又は減免税額（いずれも円単位まで）を邦価で記載することとし、当該税額のうち、千円以上の税額は左側白抜き部分に、千円未満の税額は右側色刷部分に記載する。減免税条項の適用がある場合には、減免税額欄に減免税額を記載し、減免税額欄以外の欄には、免税の場合0を、減税の場合は関税相当額から減税額を控除した税額を記載する。また、無税の場合は、減免税額欄以外の欄の色刷部分に0を記載する。
「減免税条項適用区分」欄のうち、「符号」欄には統計基本通達別紙第7に定められた減免税条項符号を記載する。
なお、前記Ⅰ⑻のただし書により、税番が異なる通い容器を一欄に取りまとめて記載する場合には、取りまとめた税番に該当する減免税条項符号を記載する。
「定率、暫定」欄には、定率法が適用される場合は「定率」、暫定法が適用される場合は「暫定」のそれぞれの右の枠内に×印を記入する。また、「条項号」欄には、適用法令の免税に関する条項及び号を記載する。この場合において、上段は法律の条項号、中段は政令の条項号、下段は政令の別表の号を記載する（例えば、暫定令別表該当の場合には、「符号」欄に当該物品の減免税条項符号を記載し、「暫定」欄の右の枠内に×印を記入し、「条項号」欄の上段に暫定法の条項号を、中段に暫定令の条項号を、下段に暫定令別表の号を記載する。）。
なお、定率法及び暫定法及以外の条約、法令に基づき関税の減免を受けようとする場合には、「条項号」欄に、適用条約、法令の減免税に関する条、項及び号を記載し、条約名又は法令名は、便宜、「※税関記入欄」に記載する。
(注)⑴　軽減税率適用貨物については、減免税貨物と同様、この欄に必要事項を記載することとする。ただし、「関税額」の減免税額欄は、記載の対象とならないので留意する。
⑵　展覧会等に出品するため輸入される無税品で、輸入の際の性質、形状のままで再輸出される貨物に係る輸入申告については、貿易統計計上除外となっているので、「符号」欄に eq \o\ac(○,展)と記入する。
「税額合計」欄には、左側に各関税額欄（「輸入（納税）申告書（つづき）」を使用する場合には、当該「つづき」の各欄を含む。）に記載された関税額（減免税額を除く。）の合計額（ただし、合計額の100円未満は切り捨てる。）を記載し、右欄の（　）内に有税品の使用欄数を記載する。
＜申告書中段のうち、内国消費税等に関する欄（△印のある欄）の記載要領＞
	「
	酒
	
	石
	
	消
	
	地
	
	
	


	酒
	
	、石油石炭税法の場合
	石
	
	、


」欄には、課税物品に適用されるそれぞれの法律の区分（例えば、酒税法の場合、
	消費税法の場合
	
	
	、地方税法の場合
	地
	
	の右の枠内に×印を記入する。


また、同欄の予備枠は、たばこ税法及び一般会計における債務の承認等に伴い必要な財源の確保に係る特別措置に関する法律（以下「一般承継財確法」という。）、揮発油税法及び地方揮発油税法並びに石油ガス税法の表示欄として使用することとし、たばこ税法及び一
	般承継財確法が適用される場合は
	た
	
	、揮発油税法及び地方揮発油税法が適用され

	る場合は
	揮
	
	、石油ガス税法の場合
	ガ
	
	と記載した上、その右の枠内に×印


を記入する。
なお、内国消費税（消費税を除く。）が申告されず、消費税及び地方消費税のみが申告される場合には、消費税に係る申告事項は、関税に係る欄と同一の内国消費税等に関する欄の上欄に、地方消費税に係る申告事項は、関税に係る欄と同一の内国消費税等に関する欄の中欄に記載する。
また、内国消費税（消費税を除く。）が申告される場合には、当該内国消費税に係る申告事項は、関税に係る欄と同一の内国消費税等に関する欄の上欄に、消費税に係る申告事項は、関税に係る欄と同一の内国消費税等に関する欄の中欄に、地方消費税に係る申告事項は、関税に係る欄と同一の内国消費税等に関する欄の下欄に記載する。
さらに、石油石炭税と揮発油税及び地方揮発油税とが同時に申告される場合には、石油石炭税に係る申告事項は関税に係る欄と同一の内国消費税等に関する欄の上欄に、揮発油税及び地方揮発油税に係る申告事項は、関税に係る欄と同一の内国消費税等に関する欄の中欄に、消費税に係る申告事項は、関税に係る欄と同一の内国消費税等に関する欄の下欄に、地方消費税に係る申告事項（関税に関する申告事項と共通する事項を除く。）は、関税に係る欄の次の欄の白抜き部分に×印を記入した上、同欄の内国消費税等に関する欄の上欄に記載する。
「単位」欄には、課税物品が従価物品のときは引取数量の単位を、従量物品のときは課税標準数量の単位を記載する。
「正味数量」欄には、上記「単位」欄の単位により表示される数量を記載することとし、関税の「正味数量」の欄に記載された数量と同一となるときは省略して差し支えない。ただし、課税物品が従量税品であって引取数量と課税標準数量とが異なる場合（例えば、揮発油税法第8条第1項の規定による控除があったとき）には、「正味数量」の欄に控除後の課税標準数量を記載し、「内国消費税等課税標準額」欄の下部に控除数量を括弧書により記載する。
なお、たばこ税及びたばこ特別税の場合、たばこ税法第10条第2項の表に掲げる製造たばこにあっては、それぞれの区分に応じ、同表に定める分量をもって第１種の製造たばこに換算した本数を記載する。
「内国消費税等課税標準額」欄には、価格を課税標準として課税されるものについてのみ邦価で記載する。
「種別等・税率」欄には、種別等及び税率を記載させるものとし、同欄の上位に種別等、その下位に税率を記載する。
「内国消費税額等税額」欄には、内国消費税額等税額又は減免税額を邦価で記載するものとし、その記載に当たっては、申告書中段の「関税額」欄の記載要領を準用する。
	「減免税条項適用区分」欄のうち、「
	輸
	
	
	
	」の欄には、輸入品に対する

	内国消費税の徴収等に関する法律が適用される場合は
	
	
	の右の枠内に×印を記入


する。
また、同欄の予備枠は、その他の法律の表示欄として使用することとし、その記載に当
	たっては、上記「
	酒
	
	石
	
	消
	
	地
	
	
	
	」の欄の記載要領を準用


する。
「条項号」欄には、適用法令の減免税に関する条、項及び号を記載する。
なお、この場合、法律によって物品及び適用要件が特定されていない場合には、「条項号」欄の下位余白に適用政令の条、項及び号を記載する。また、政令によっても特定されていない場合には、便宜「※税関記入欄」に適用規則等を記載する。
「税額合計」欄には、左欄に、各税目ごとの内国消費税等税額の合計額（ただし、合計額の100円未満は切り捨てる。）を記載し、右欄にその内国消費税（消費税を除く。）の税目名を、同欄の（　）内に有税品の使用欄数を記載する。
＜申告書下段の記載要領＞
「貨物の個数・記号・番号」欄には、当該申告に係る貨物の総個数を記載の上、品名欄の（　）内に付した番号及びこれに対応する貨物の個数、記号及び番号を記載する。ただし、品名欄の（　）内に付した番号に対応する貨物の記号等が明確でないときは、総個数、記号及び番号を記載し、品名欄の番号は省略して差し支えない。
郵便物に係る輸入申告書については、当該郵便物の種別及び郵便物番号を記載する。
「添付書類」欄のうち、「輸入承認又は契約許可番号」欄には、品名欄の（　）内に付した番号及びこれに対応する貨物に係る輸入貿易管理令に基づく輸入承認証の番号若しくは輸入に関する確認書の番号（及び該当する輸入公表番号）又は輸出貿易管理令に基づく輸出承認証若しくは加工又は修善に関する契約書の番号を記載し、当該承認証等の番号の下位に当該承認証等に係る貨物の決済価格を記載する。
なお、石油石炭税法第15条第1項の規定により、国税庁長官の承認を受けた者が原油等を輸入申告する場合には、当該承認番号を記載する。
「仕入書」、「仕入書に代わる書類」、「原産地証明書」の各欄には、添付された書類に応じ、右の枠内（（有）の欄）に×印を記入し、「本船扱・ふ中扱・搬入前申告扱」の欄には、添付された書類に応じ取扱項目を（　）で囲み、右の枠内（（有）の欄）に印を記入する。
「輸入貿易管理令別表１・２第　号」欄には、同別表に該当する貨物がある場合にのみ記入することとし、右の枠内（2つの枠のうち左側の枠）に×印を記入し、「別表１・２」のうち、該当しない数字をまっ消の上、「第　　号」に該当する号数を記載する。
また、別表に該当する貨物の品名欄の（　）内に付した番号及びそのCIF価格を本欄の上部に記載する（ただし、同一品名欄の貨物に別表に該当するものとそれ以外のものとが含まれる場合に限る。）。
「関税法第70条関係許可・承認等」欄には、関税法第70条関係の許可書、承認書等が添付されているときは、右の枠内（2つの枠のうち左側の枠）に×印を記入し、当該許可、承認等に係る法令名を（　）で囲み、その他の法令については、法令名を（　）内余白に記載する。
なお、税関において仕入書の添付等の申告を正当と認めたときには、記入された×印の右の枠内に✓印を記入する。
「評価申告」の欄には、次のように記入する。
	評価申告書提出の有無
	輸入申告書の評価申告欄の記載

	1. 評価申告書が提出されない場合
⑴　関税法基本通達7―9⑶に該当する場合
⑵　評価申告書IのAの2の欄の⑴及び⑵の項目の記載内容がいずれも「ない」の欄に該当しかつＢの欄に記載すべき調整項目がない場合
⑶　評価申告書IのAの2の欄の⑴の項目の記載内容が「ない」の欄に、同じ欄の⑶の項目の記載内容が「いない」の欄に該当しかつＢの欄に記載すべき調整項目がない場合
2. 評価申告書がされる場合
⑴ 個別申告書の場合
⑵ 包括申告書の場合
	空欄のまま申告する。
「無」の欄の右の枠に×印を記入する。
「有」の欄の右の枠に×印を記入し、「評価申告書」の欄を空欄のまま申告する。
「有」及び「個別」並び「I」又は「Ⅱ」の欄の右の枠内に×印を記入する｡
⒤「有」及び「包括」並びに「I」又は「Ⅱ」の欄の右の枠内に×印を記入する｡
(ⅱ)「包括申告受理番号」の欄の右の枠内に包括申告書受理番号を記載する


評価（包括）申告書Ⅰを提出しており、その受理番号が1000―9―0001の場合の記載例
	評価申告
	関税法施行令第４条第１項第３号
又は第４号に係る事項 有 × 無　
評価申告書 Ⅰ× Ⅱ　 個別 　包括 ×

	
	包括申告
受理番号
	                


「納期限の延長に係る事項」欄には、各税目ごとに納期限の延長に係る税額等を記載することとし、「関税」及び「消・地税」欄の「包」欄には、法第9条の2第2項の規定による関税の納期限の延長に係る税額等並びに消費税法第51条第2項及び地方税法第72条の103第1項の規定による消費税及び地方消費税の納期限の延長に係る税額の合計額等を、「個」欄には、法第9条の2第1項、消費税法第51条第1項及び地方税法第72条の103第1項の規定による関税、消費税及び地方消費税の納期限の延長に係る税額等をそれぞれ記載する。また、「　税」欄には、消費税以外の内国消費税に関する納期限の延長に係る税額等を記載する。
(注)「消・地税」・「個」欄の記入例
	納期限の延長に係る事項
	延長しない税額

	消・地税
	個
	（税額）消 30,000 円
地  7,500 円
	消 10,000
地  2,500
円

	
	
	（納期限） 平成９年７月11 日
	


「延長しない税額」欄には、税目ごとに当該税目の税額合計額から納期限の延長に係る税額を差し引いた税額を記載する。
「※税関記入欄」には、許可前引取りの承認、未納税引取承認、納期限の延長承認等に関し、税関において申告書面に表示することが必要と認められる事項を記載する。
「※許可・承認印、許可、承認年月日」の欄には、輸入許可後の適宜の時期に当該許可の日付を記載する（ただし、原本用、統計用及び会計検査院送付用に限る。）。
「枚、欄」欄には、申告書の枚数（つづきを使用していない場合は1枚と記載）及び使用した品名欄の数を記入する。
「通関士記名押印」欄には、「通関士○○○○」の記名（ゴム印でもよい。）し、印鑑を押なつする。
Ⅲ　その他輸入申告書等の記載要領等
＜少額貨物簡易通関扱いをする貨物の輸入申告書の記載要領＞
関税法基本通達67―4―1（輸入少額貨物の簡易通関扱）に掲げる貨物の輸入申告書の記載については、前記Ⅱの「輸入（納税）申告書の記載要領」に準ずる。ただし、統計基本通達21―2（普通貿易統計計上除外貨物）に掲げる貨物（同中⒁（金貨及び貨幣用金）に掲げるものを除く。）については、関税の軽減又は免除の取扱いを受けようとする1品目の価格が20万円を超えるものを除き、申告書上段中「申告種別符号」、「船（取）卸港」、「積載船（機）名」、「入港年月日」、「船荷証券番号」、「船（機）卸港符号」、「船（機）籍符号」、「貿易形態符号」、「原産国（地）符号」及び「輸入者符号」並びに申告書中段中「減免税条項適用区分符号」の各欄の記載は要しない。
＜関税定率法第3条の3の規定を適用する貨物の輸入申告書の記載要領＞
関税定率法第3条の3の規定を適用する貨物の輸入申告書の記載については、前記の＜少額貨物簡易通関扱いをする貨物の輸入申告書の記載要領＞に準ずる。
なお、この場合においては、申告書中段中次の欄の記載は以下による。

「品名」欄には、少額輸入貨物に対する簡易税率（本項において以下「少額輸入貨物簡易税率」という。）を適用することができる貨物であること及び少額輸入貨物簡易税率表の所属区分（同表の番号及び品目欄の区分番号をいう。）が識別できるように記載する。なお、同表の所属区分が同一の品目は、まとめて同一欄に記載して差し支えないものとし、その場合、代表的な品目の品名に「等」を付して記載する。
「番号」欄には、少額輸入貨物簡易税率表の所属区分を次の例に従って記載する。
(例)　ブランデー　　　　：　1―⑴
ウイスキー　　　　：　1―⑵
コーヒー　　　　　：　2―⑴
なめし毛皮　　　　：　3
プラスチック製品　：　4―⑶
医療用品　　　　　：　5―⑵
ブレザー、ズボン　：　6
「統計細分」欄は、記載を要しない。
「税表細分」欄は、記載を要しない。
「単位欄」は、従量税率が適用される場合を除き、記載を要しない。
「正味数量」欄は、従量税率が適用される場合を除き、記載を要しない。
「税率」欄には、「基」の下の枠に「Ｋ」（少額輸入貨物簡易税率適用の意思表示を表す。）を記入する。
＜関税定率法第14条第18号の規定を適用する貨物の輸入申告書の記載要領＞
関税定率法第14条第18号の規定を適用する貨物(関税法基本通達67―4―6に掲げる貨物について、67―4―7の規定に基づき申告する場合を除く。)の輸入申告書の記載については、前記の＜少額貨物簡易通関扱いをする貨物の輸入申告書の記載要領＞に準ずる。
なお、この場合において、「番号」、「統計細分」、「税表細分」及び「税率」の各欄並びに消費税に関する欄の記載は要しない。
＜賦課課税方式適用貨物の輸入申告書の記載要領＞
賦課課税方式が適用される貨物の輸入申告書の記載については、前記Ⅱの「輸入（納税）申告書の記載要領」に準ずる。ただし、申告書の標題中「（納税）」の文字をまっ消して使用することとし、申告書の中段中「税表細分」、「税率」、「関税額」及び「税額合計」の各欄の記載は要しない。

＜地位協定の実施に伴う関税法等の臨特法等関係貨物の申告＞
地位協定の実施に伴う関税法等の臨特法第6条関係及び国連軍協定の実施に伴う所得税法等の臨特法第4条の申告納税方式による貨物の申告に際しては、従来の様式（税関様式F―1040、F―1050及びF―4010）により申告する。
なお、この場合において、税関様式F―1040及びF―4010により申告する場合には、令第4条第2項の規定により、税率、税額等の記載は省略して差し支えない。
＜蔵（移・総保）入承認申請書の記載要領等＞
⑴　蔵（移・総保）入の承認申請に際しては、輸入（納税）申告書の標題、「輸入（納税）申告書」の文字をまっ消し、ゴム印又はペン書きで「蔵入承認申請書」、「移入承認申請書」又は「総保入承認申請書」の表示をする。
⑵　蔵（移・総保）承認申請書の記載については、前記Ⅱの「輸入（納税）申告書の記載要領」に準ずる。ただし関税額欄、内国消費税等額欄及び減免税条項適用区分欄の記載は要しない。
なお、申請書記載事項に誤りがあったときは、修正申告書又は更正の手続によることなく、税関において是正し、又は申請者に訂正する。
⑶　総保入承認申請書の記載に当たっては、次のことに留意する。
　標題の右部に、承認申請が蔵置の目的である場合は「蔵置」と、加工又は製造の目的である場合は「加工・製造」と、展示又は使用の目的である場合は「展示・使用」と表示する。
　なお、1申請で異なる目的で総保入れしようとする貨物がある場合は、目的ごとに欄を分け、それぞれの欄の「関税額」欄に「蔵置」、「加工・製造」又は「展示・使用」と表示する。
＜蔵出輸入申告又は総保出輸入申告（加工・製造又は展示・使用を行った貨物に係るものを除く。）の取扱い＞
⑴　蔵出輸入申告又は総保出輸入申告に際しては、当該申告に係る貨物の蔵入承認書又は総保入承認書を添付させるものとし、申告書の書面審査は、原則として当該承認書により行う。
(注)　蔵入承認書又は総保入承認書が添付されているときは、蔵入承認又は総保入承認の際に確認した仕入書等の添付は要しない。
⑵　蔵出輸入申告又は総保出輸入申告の受理窓口は、一般の輸入申告と同様商品別の受理担当審査官とし、受理後の蔵出輸入申告書又は総保出輸入申告書は、現品検査を要するものその他通常の商品別の流れにおいて処理することが適当と認められるものを除き、受理担当審査官から直接収納担当部門に回付する。
＜原料課税の適用を受ける貨物に係る製品の移出輸入申告又は総保出輸入申告の取扱い＞
⑴　原料課税の表示
原料課税の適用を受ける貨物に係る製品の移出輸入申告書又は総保出輸入申告書には、その適宜の空欄に「原料課税」と明確に表示する。
（注）記載例
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⑵　申告書中段の記載要領
イ　製品の記載に当たっては、「品名」、「単位」及び「正味数量」以外の事項は記載を要しない。ただし、内国消費税等課税物品であるときは、内国消費税等に係る事項はすべて記載する。
ロ　原料については、製品と別個の欄（下欄）に「使用原料」と表示の上、同一申告に係る当該原料使用の各製品につき一括して記載する。
なお、輸入品に対する内国消費税の徴収に関する法律第16条第5項第1号、第8項及び第9項に該当するものについては、内国消費税等に係る事項についても記載を要するので留意する。
ハ　製品に関する記載欄と原料に関する記載欄については、中間に黒色の棒線を引き、明確に区分する。
⑶　申告書下段のうち「貨物の個数・記号・番号」の欄は、製品についてのみ記載する。
＜関税法第７条の２の規定を適用する貨物の輸入申告書及び特例申告書の記載要領＞
⑴　輸入（引取）申告
イ　特例申告貨物（関税法第７条の２第２項に規定する特例申告貨物をいう。以下同じ。）の輸入申告に際しては、輸入（納税）申告書の標題「輸入（納税）申告書（内国消費税等課税標準数量等申告書兼用）」を「輸入（引取）申告書」に訂正し、上部
	余白に「
	７条の２


」と朱書きで表示する。
ロ　輸入（引取）申告書の記載については、前記Ⅰ及びⅡに規定する記載要領に準じて記載することとするが、「輸入者符号」欄には、輸入者符号の後に輸入（引取）申告である旨のコｰド「Ａ」を横線で結ぶことにより記載する（例11111-Ａ）。なお、以下の項目については、記載を要しない。
　申告書中段の関税に関する欄のうち
ⅰ　「税率」欄
ⅱ　「関税額」欄
ⅲ　「減免税条項適用区分」欄
ⅳ　「税額合計」欄
　申告書中段の内国消費税等に関する欄全部
　申告書下段のうち
ⅰ　「評価申告」欄
ⅱ　「納期限の延長に係る事項」欄
ⅲ　「延長しない税額」欄
なお、申告書中段の関税に関する欄のうち「申告価格」欄は、有償で輸入される貨物については、仕入書等に記載された当該貨物の価格（その価格が契約の内容と相違する場合にあっては契約の内容に適合する価格）を記載し、無償で輸入される貨物については、関税法施行令第59 条の2第3項に基づく価格を記載する。
また、申告書下段の欄のうち「貨物の個数・記号・番号」欄には、貨物の個数及び保全担保番号のみを記載する。
ハ　以下の規定により輸入申告書に付記を行う場合は、申告書下段「添付書類」欄に「第○欄：関税定率法（又は関税暫定措置法）第○条第○項適用予定」と記載する。
　関税定率法施行令第３条第２項（同令第３条の４において準用する場合を含む。）
　関税定率法施行令第5条の2第2項
　関税定率法施行令第13条の4
　関税定率法施行令第16条第3項
　関税定率法施行令第16条の5第2項
　関税定率法施行令第34条第2項
　関税暫定措置法施行令第23条第4項
ニ　関税暫定措置法第8条の2第1項、第3項及び第4項の規定の適用を受けようとする場合は、申告書下段「添付書類」欄に特恵関税を適用しようとする旨を記載する。
⑵　特例申告
イ　特例申告に際しては、輸入（納税）申告書の標題「輸入（納税）申告書（内国消費税等課税標準数量等申告書兼用）（C―5020）」の表題部分を「特例申告書」に訂正
	し、上部余白に「
	７条の２


」と朱書きで表示する｡なお、一括特例申告を行う場合には、上部余白に「一括」と追記する。
ロ　特例申告書の記載については、前記I及びⅡに規定する記載要領に準じて記載することとするが、「輸入者符号」欄には、輸入者符号の後に特例申告である旨のコード「Ｂ」を横線で結ぶことにより記載する（例11111-Ｂ）。なお、一括特例申告を行う場合には、輸入者符号の後に一括特例申告である旨のコード「Ｃ」を横線で結ぶことにより記載する。（例：11111－Ｃ）。また、法第７条の２第２項の規定により輸入の許可ごとに特例申告書を作成することとされていることから、輸入の許可との関連を明示するため申告書上段の「申告番号」欄には輸入の許可を受けたときの申告番号を記載し、一括特例申告を行う場合おいては、申告書下段の欄のうち「貨物の個数・記号・番号」欄に記入する。なお、「申告年月日」欄を２段書きとし、上段に特例申告年月日を記載し、下段に輸入（引取）申告年月日をかっこ書きで記載し、「蔵入、移入又は総保入先」欄には輸入許可年月日をかっこ書きで記載する。ただし、一括特例申告を行う場合には、当該輸入許可の日の記載を省略して差し支えないものとする。
なお、輸入（引取）申告書と重複する申告項目のうち、以下のものについては、記載を要しない。
・申告書上段
　「船（取）卸港」欄
　「積出地」欄
　「船荷証券番号」欄
　「蔵入、移入又は総保入先」欄
　「船（取）卸港符号」欄
　「船（機）籍符号」欄
　「貿易形態別符号」欄
ハ　控除すべき税額がある場合には、申告書中段「関税額」欄中「減免税額」を「控除税額」と訂正のうえ当該欄に控除すべき税額を、当該欄以外の欄には控除後の関税額を記載し、「減免条項適用区分」欄のうち「符号」欄には統計基本通達別紙第７に規定する控除の旨を表す符号を記載する。
ニ　関税暫定措置法第8条の2第1項、第3項及び第4項の規定の適用を受けようとする場合は、申告書下段「添付書類」欄に「原産地証明書」（税関様式Ｐ―8210）の番号（例　Ｐ―8210：Ｎｏ，○○）を記入する。更に、当該申告貨物が同法施行令第26条第2項又は第3項の規定の適用を受けようることにより特恵受益国原産品とされる物品に該当する場合は、「原産地証明書に記載された物品の生産に使用された日本からの輸入原材料に関する証明書」（税関様式Ｐ―8220）又は、「累積加工・製造証明書（税関様式Ｐ―8230）の番号（例　Ｐ―8220：Ｎo,○○）を併記する。また、当該申告貨物が同法施行令第31条第1項第2号又は第3号に該当する場合は、その旨（例　暫令31―1―2該当）を併せて記載する。
輸入(納税)申告書(内国消費税等課税標準数量等申告書兼用)
(C―5025―1、―2)(輸入手続統一様式)
I 統一様式の対象手続と位置づけ
輸入（納税）申告書（内国消費税等課税標準数量等申告書兼用）（C―5025―1、―2）（輸入手続統一様式）（以下「輸入手続統一様式」という。）は、輸入手続関連省庁（財務省、農林水産省、厚生労働省）ごとに個別に作成し、提出していた申告書類等を各省間で共通化したものである。
具体的には、輸入申告書（税関）、輸入検査申請書（動物検疫）、植物、輸入禁止品等輸入検査申請書（植物防疫）、食品等輸入届出書（食品衛生）が対象となる。
また、輸入手続統一様式は、輸入（納税）申告書(内国消費税等課税標準数量等申告書兼用）（C―5020）の使用を妨げるものではない。
Ⅱ 統一様式の構成及び使用方法
⑴　輸入手続統一様式は、複数の手続に共通する事項を記載する共通様式(C一5025-1)と税関独自の事項を記載する個別様式(C-5025-2)に分かれる。
⑵　輸入(納税)申告書は、共通様式(C-5025-1)と個別様式(C-5025-2)を二枚一組にして必要な省庁に必要な部数を提出する。
⑶　共通様式(C-5025-1)については、税関のほか動物検疫所、植物防疫所及び検疫所に対する申告又は申請に必要な事項を記載する。また、共通様式(C-5025-1)は複写しても差し支えないが、押印(自署)については複写を認めない。
⑷　共通様式(C-5025-1)の記載事項を訂正する場合には、訂正すべき箇所を2本の線で消し込み、訂正箇所の上方に訂正事項を記入するとともに押印する。なお、記載事項の訂正については、当該事項について申告又は申請先である各省のみ行えばよい。
⑸　上記のほか、輸入手続統一様式に係る記載事項要領及び留意事項については、前記「輸入(納税)申告書(内国消費税等課税標準数量等申告書兼用)(C-5020〕」に規定されているところに従うものとする。
交付前郵便物滅却承認申請書（Ｃ－5142）
「記号」欄には、郵便物の種別を記載する。
交付前郵便物亡失届（Ｃ－5143）
「記号」欄には、郵便物の種別を記載する。
「品名」欄、「価格」欄及び「国際郵便物課税通知書の発行年月日及び番号」欄は、国際郵便物課税通知書が作成されていない郵便物の場合、記載を要しない。
航空貨物簡易輸出申告書（搬出入届・運送申告書）（C―5210）
「申告番号」欄には、申告者別整理番号を記載する。
「Ａ.Ｗ.Ｂ.(Ａ.Ｂ)ＮＯ.」欄は、品名欄記載貨物に対応するAir Way Bill又はAir Billの番号を記載する。
「許可又は承認番号、品名」欄には、輸出貨物の品名を具体的、かつ、詳細に記載する。また、輸出貿易管理令の規定に基づく輸出の許可又は承認番号を記載する。
なお、記号及び番号が必要な場合には、本欄の余白に記載する。
「申告価格（ＦＯＢ）円」欄には、輸出貨物のFOB価格を円建てで記載する。
「輸出令別表番号」欄には、輸出貨物が輸出貿易管理令別表第2に該当する場合に、その別表番号及び号を記載する。
「備考」欄には、輸出貿易管理令以外の他法令の許可、承認書が添付されている場合にその旨を表示するほか、再輸出、積戻し、減免戻税該当貨物等について、その旨を表示する。
「保税運送」欄には、輸出の許可に併せて、輸出貨物の保税運送の承認を受けようとする場合に限り記載することとし、「運送先」の項には、その貨物の運送先（例えば、羽田空港）を記載し、「期間」の項には、その運送に要すると思われる期間を記載する。
本船扱い・ふ中扱い・搬入前申告扱い承認申請書（C―5250）
この申請書は、輸出（入）者が異なるごとに提出し、1通に承認印を押なつして申請に交付し、輸出（入）申告の際申告書に添付する。
「係留場所」欄には、本船又ははしけの接岸岸壁等の名称を記載するものとするが、船舶が入港していないために係留場所が未定の場合又は航空貨物についての搬入前申告扱いの場合には、記載を省略しても差し支えない。
「積付けの状況」欄には、本船扱いの場合にのみ記載するものとし、承認を受けようとする貨物が積載される船倉番号及び船倉ごとの積付け数量等を記載する。
なお、この記載に代えて積付図を添付しても差し支えない。
「備考」欄には、例えば、本船扱い又はふ中扱いの申請に係る貨物について2件以上の輸入申告書が提出される場合には、輸入申告番号及びそれに対応する数量を記載する。
輸入貨物の評価（個別・包括）申告書Ⅰ（C―5300）
輸入貨物の評価（個別・包括）申告書Ⅱ（C―5310）
＜評価申告書Ⅰ及びⅡに共通する事項＞
⑴　標題の「（個別・包括）」の部分は、該当しない字句を抹消する。
⑵　包括申告として新規に評価申告書を提出する場合には、標題の右の「新規申告」の□内に×印を付し、また、既に申告してある評価申告書の内容について変更を行う場合には、「変更届」の□内に×印を付す。
⑶　上部の枠内欄は、次の表の申告区分に応じて、それぞれ記載不要事項とされている事項を除き、すべて記載する。
なお、事前教示回答書が交付されていない場合、「事前教示回答書　登録番号」欄の記載は不要である
	申告区分
	記載不要事項

	包括申告（新規）
	変更届年月日、包括申告受理番号、輸入申告番号

	包括申告（変更）
	輸入申告番号

	個別申告
	変更届年月日、包括申告受理番号、包括申告の主要関係税関名


⑷　「申告貨物の品名･税番・適用税率」欄には、輸入取引に係る商品名、並びに輸入貨物の税番及び適用税率を記載する。
なお、原則として、1件の評価申告書には、輸出者が同一人で取引条件が同一のものについて2品目以上をまとめて申告することとするが、1の取引契約に多くの品目が含まれており、これらの品目を記載する余白がない場合には、別紙に品目明細表を作成の上評価申告書に添付する。この場合、品目によつては評価申告書を適宜分割するものとする。
⑸　「輸入者符号」欄には、外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6に規定する符号を記載する。
⑹　「生産者名」欄には、申告貨物に係る生産者が判明していない場合には、生産者名の記載を省略して差し支えない。
⑺　「包括申告の主要関係税関名」欄には、貨物の主要な輸入申告予定官署名を記載する。例えば、東京税関本関及び大井出張所並びに大阪税関関西空港税関支署において、主に輸入申告を予定しているときは、
東京税関（本関、大井出張所）
大阪税関（関西空港税関支署）
のように記載する。
⑻　評価申告書の記載は、該当する欄の回内又は□内に×印を付した上、必要事項を黒字で記載することにより行う。
⑼　記載欄に金額を記載する場合には、本邦通貨又は仕入書等の表示通貨のいずれかのうち課税上適当と認められる通貨によって表示する。
＜評価申告書Ⅰの各欄への記載事項＞
（Aの1の欄）
⑴　「輸入者」及び「輸出者」とは、外国から本邦に到着した貨物を本邦に引き取る者及び貨物を外国から本邦に向けて送り出す者をいう。
⑵　「輸入の委託者」（又は「輸出の委託者」）とは、自己が購入（又は販売）する貨物について、その輸入（又は輸出）業務を輸入者（又は輸出者）に委託した者をいう。この場合、輸入の委託者が輸入者と売買契約を結ぶか又は直接輸出者と売買契約を結ぶかを問わない。例えば、本邦における当該貨物の使用者が輸出国の製造者から貨物を輸入する場合に、その取引を本邦と輸出国にそれぞれ本店と支店のある商社に委託し、仕入書がそれらの本支店間で仕切られるときは、本邦の当該貨物の使用者は輸入の委託者（製造者は輸出の委託者）となる。ただし、輸入者からの当該貨物の購入者が不特定多数の場合には当該購入者は、輸入の委託者とはならない。
⑶　「売手」及び「買手」とは、実質的に自己の計算と危険負担の下に輸入取引（買手が本邦に住所、居所、本店、支店、事務所、事業所その他これらに準ずるものを有しない者であるものを除く。）をする者をいう。
⑷　Aの1の欄の記載に当たっては、次の点に留意して記載する。
イ　輸入者は、できる限り英文名で表示する。
ロ　申告貨物の輸入取引に係る売手及び買手については、□内に×印を付すことにより表示するとともに、両者の間に関税定率法（以下「定率法」という。）第4条第2項第4号に規定する特殊関係がある場合には、両者を実線で結ぶことにより特殊関係があることを表示する。
ハ　申告貨物の輸入取引に係る売手若しくは買手とこれらの者以外の輸入取引の当事者との間又は当該売手及び当該買手以外の輸入取引の当事者の間に特殊関係があることが判明しているときは、当該特殊関係にある者を実線で結ぶ。
例えば、輸入者（買手）と輸出者（売手）との間に特殊関係があり、かつ、輸入の委託者と輸出の委託者との間に特殊関係があることが判明している場合の記載は、次のようになる。
☒輸入者○○○Co.,Ltd. 













　　　　　　☒輸出者○○○Co.,Ltd.

U.S.A.

☐輸入の委託者○○○㈱ 













　　　　　　☐輸出の委託者○○○Mfg

Co.,Ltd.U.S.A.

（Aの2の欄）
⑴　Aの2の欄の⑴の「関税定率法第4条第2項第1号、第2号又は第3号に掲げる事情」の有無の記載に当たっては、次の事項に留意するものとする。
イ　「第1号に掲げる事情」とは、定率法第4条第2項第1号に規定する買手による輸入貨物の再販売その他の処分又は使用についての制限であつて、次に掲げる制限以外のものがあることをいう。
　買手による輸入貨物の再販売が認められる地域についての制限
　買手による輸入貨物の処分又は使用についての制限で法令により又は国若しくは地方公共団体により課され又は要求されるもの
　買手による輸入貨物の処分又は使用についての制限で当該輸入貨物の取引価格に実質的な影響を与えていないと認められるもの
ロ　「第2号に掲げる事情」とは、定率法第4条第2項第2号に規定する輸入貨物の課税価格の決定を困難とする条件が当該輸入貨物の輸入取引に付されていることをいう。
ハ　「第3号に掲げる事情」とは、定率法第4条第2項第3号に規定する買手による輸入貨物の処分又は使用による収益で直接又は間接に売手に帰属するものとされているものがあるがその額が明らかでないことをいう。
⑵　Aの2の欄の⑵には、輸入貨物に係る輸入取引の売手と買手との間の定率法第4条第2項第4号に規定する特殊関係の有無について該当する□内に×印を付すことにより当該特殊関係の有無を表示し、「ある。」に該当する場合には、当該特殊関係の内容の概略を（特殊関係の内容）欄に簡潔に記載する。
⑶　Aの2の欄の⑶には、上記⑵の欄の「□ある。」に×印がある場合についてのみ売手と買手との間の特殊関係による価格への影響の有無を□内に×印を付すことにより表示する。
（Bの欄）
⑴　Bの欄には、申告貨物に係る関税法第７条第１項に規定する申告（以下「納税申告」という。）の際に添付する仕入書又はこれに代わる書類（以下、「仕入書」という。）、運賃明細書及び保険料明細書に記載された額（合計額）に基づき当該申告貨物の課税価格を計算することができない場合にのみ、納税申告の際に添付することとなる書類に対応する□内に×印を付した上、下記⑵から⑸により記載する。
⑵　「調整項目」について
イ　「⑴現実に支払われた又は支払われるべき価格のうち、仕入書価格以外の額」とは、輸入貨物の仕入書価格以外に定率法第4条第1項に規定する「現実に支払われた又は支払われるべき価格」を構成する支払がある場合における当該支払の額をいう。
なお、仕入書価格に関し、価格調整条項等による追加払等が見込まれる場合にも、この欄に記載すべき事項があるものとして取り扱う。
ロ　「⑵加算要素」とは、定率法第4条第1項各号に掲げる運賃等であって、納税申告の際に添付する仕入書、運賃明細書及び保険料明細書に記載されていない次のものをいう。
　「①輸入港までの運賃等」とは、定率法第4条第1項第1号に規定する輸入貨物が輸入港に到着するまでの運送に要する運賃、保険料その他当該運送に関連する費用をいう。
　「②仲介料その他の手数料」とは、定率法第4条第1項第2号イに規定する輸入貨物に係る輸入取引に関し買手により負担される仲介料その他の手数料（買付けに関し当該買手を代理する者に対し、当該買付けに係る業務の対価として支払われるものを除く。）をいう。
　「③容器・包装の費用」とは、定率法第4条第1項第2号ロ及びハに規定する輸入貨物に係る輸入取引に関し買手により負担される輸入貨物の容器（当該輸入貨物の通常の容器と同一の種類及び価値を有するものに限る。）の費用及び当該輸入貨物の包装に要する費用をいう。
　「④材料、部分品等の費用」「⑤工具、鋳型等の費用」「⑥消費物品の費用」及び「⑦役務（技術、設計等）の費用」とは、輸入貨物の生産及び輸入取引に関連して買手により無償で又は値引きをして直接又は間接に提供された物品又は役務のうち、それぞれ、定率法第4条第1項第3号イに規定する当該輸入貨物に組み込まれている材料、部分品又はこれらに類するもの、同号ロに規定する当該輸入貨物の生産のために使用された工具、鋳型又はこれらに類するもの、同号ハに規定する当該輸入貨物の生産の過程で消費された物品及び同号ニに規定する当該輸入貨物の生産に必要とされた技術、設計、考案、工芸及び意匠であつて本邦以外において開発されたものに要する費用をいう。
　「⑧ロイヤルティ・ライセンス料」とは、定率法第4条第1項第4号に規定する輸入貨物に係る特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権及び著作隣接権並びに特別の技術による生産方式その他のロイヤルティ又はライセンス料の支払の対象となるもの（輸入貨物を本邦において複製する権利を除く。）の使用に伴う対価で、当該輸入貨物に係る取引の状況その他の事情からみて当該輸入貨物の輸入取引をするために買手により直接又は間接に支払われるものをいう。
　「⑨売手に帰属する収益」とは、定率法第4条第1項第5号に規定する買手による輸入貨物の処分又は使用による収益で直接又は間接に売手に帰属するものとされているものをいう。
ハ　「⑶控除すべき費用等」とは、輸入貨物の課税価格を構成しない要素で仕入書価格に含まれておりその額が明らかであるものをいい、例えば、次の費用等がこれに該当する。
　当該輸入貨物の課税物件確定の時の属する日以後に行われる当該輸入貨物に係る据付け、組立て、整備又は技術指導に要する役務の費用
　当該輸入貨物の輸入港到着後の運送に要する運賃、保険料その他当該運送に関連する費用
　本邦において当該輸入貨物に課される関税その他の公課
　当該輸入貨物に係る輸入取引が延払条件付取引である場合における延払金利
⑶　「イ　調整を要する額又は率」欄には、課税価格の計算に当たって輸入（納税）申告書等に添付する仕入書、運賃明細書及び保険料明細書に記載された額（合計額）に調整を加えるべき額又は率を記載する。例えば、1MT当たりU.S.＄10.00の割増金が支払われるときは、「1MT当たりU.S.＄10.00」と、仕入書価格の3の特許権使用料が支払われるときは、「仕入書価格の3」と記載する。
なお、将来調整が見込まれる場合には、当該調整の内容について簡潔に記載する。
⑷　「ロ　調整項目の内訳その他の参考事項」欄には、次により記載する。
イ　調整項目に該当する費用等がある場合には、その具体的名称（例えば、申告貨物について現実に支払われた又は支払われるべき価格の一部を構成する割増金が仕入書価格と別途に支払われる場合には、「割増金」、また、申告貨物に係る特許権及びノウハウの使用に伴う対価が支払われる場合には、「特許権及びノウハウの使用料」）を記載する。
ロ　調整項目に該当する費用等について輸入数量又は価格によりあん分して調整を要する額又は率を算定した場合には、当該調整を要する額又は率の計算式を記載する。
ハ　その他調整項目に関し、支払者、受領者等及び当該調整の根拠を示す契約書、帳票その他の関係書類の名称その他課税価格の計算上参考となるべき事項を必要に応じ記載する。
⑸　「合計」の欄には、前記⑶により記載した調整を要する額の合計額又は当該合計額を個々の納税申告の際に算定するための計算方法等を記載する。
＜評価申告書Ⅱの各欄への記載事項＞
（Aの欄）
この欄への記載は、<評価申告書Ⅰの各欄への記載事項>の（Aの1の欄）に準じて記載するものとする。この場合において、申告貨物が輸入取引（輸入売買）によらない賃貸借貨物、無償貨物等である場合には、□内に、×印を付すことを要しないので留意する。
（Bの欄）
⑴　Bの1の欄には、申告貨物に係る課税価格の計算根拠となる条項の□内に×印を付す。
⑵　Bの2の欄には、申告貨物の課税価格を定率法第4条の2、第4条の3又は第4条の4の規定により計算する場合に限り、当該条項に優先する条項の□内に×印を付すとともに、当該優先する条項によることができない具体的な理由を記載する。
⑶　Bの3の欄には、申告貨物に係る課税価格の計算の基礎及びこれに関連する事項を記載する。
なお、従前に輸入された貨物の課税価格に基づき申告貨物の課税価格を計算する場合には、当該従前に輸入された貨物に係る輸入（納税）申告書等を添付する。
⑷　「輸入申告価格の計算方法等」の欄は、包括申告がされた貨物に係る個々の納税申告の際に使用すべき計算方法等を記載するものとする。
＜限定輸入申告者等の納税申告に係る評価申告＞
定率法施行令等の規定により貨物の輸入申告者が限定されている場合又は貨物が輸入の許可前に保税地域等で転売された場合には、限定申告者又は貨物の転得者（以下「限定申告者等」という。）がそれぞれ輸入申告を行うことになるが、これらの場合における評価申告書の取扱いは、次による。
⑴　「輸入者住所氏名」欄及び「代理人住所氏名印」欄の記載は、当該評価申告書が包括申告書である場合には、次の表のイ又はロ、個別申告書である場合にはイ又はハの方式による。
	
	イ
	ロ
	ハ

	輸入者欄
	限定申告者等住所氏名㊞
荷受人 住所氏名
（署名）
	限定申告者等住所氏名
荷受人 住所氏名 ㊞
（署名）
	限定申告者等住所氏名
荷受人 住所氏名

	代理人欄
	
	
	代理人 住所氏名㊞
（署名）


(注)　荷受人とは、仕入書に記載された荷受人で、限定申告者等でない者をいう。
⑵　「輸入者符号」欄には、荷受人に係る外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6に規定する符号を記載する。
⑶　評価申告書ⅠのAの1の欄の記載に当たっては、荷受人を「輸入者」と、限定申告者等を「輸入の委託者」とみなす。
⑷　荷受人のみの記名押印に係る包括申告書提出済の貨物を限定申告者等が輸入しようとする場合には、当該申告者等が新たに取引に関与したことにより包括申告書の内容に実質的な変更がある場合を除き、当該包括申告書の受理番号を輸入（納税）申告書等に記載することにより、当該限定申告者等の申告に係る評価申告書の提出を省略して差し支えない。
輸出・輸入託送品（携帯品・別送品）申告書（C―5340）
「積出港」の項には、輸出の場合は船積みをする本邦の港名、輸入の場合は船積みをした外国の港名を記載する。
「（船（取）卸港）」の項には、輸出の場合は船（取）卸予定の外国の港名、輸入の場合は船（取）卸をした本邦の港名を記載する。
「価格」欄には、価格が判明している場合にのみ記載する。
「申告年月日」及び「申告者住所氏名印」の項には、税関に申告する年月日及び託送品の送達を受託した者（携帯品又は別送品の場合は輸入者）の住所、氏名をそれぞれ記載し、なつ印署名する。
携帯品・別送品申告書（C－5360）
＜申告書Ａ面＞
１． 入国（帰国）時に、家族が同時に税関検査を受ける場合には、代表者が当該申告書を記入し、「同伴家族」欄に代表者本人を除く同伴家族の人数を記入する。
２． 「搭乗機（船）名」欄には、入国（帰国）の際に搭乗した航空機の便名若しくは乗船した船舶名を、「出発地」欄には、出発地の都市名をそれぞれ記入する。
３． 「下記に掲げるものを持っていますか？」欄には、入国（帰国）の際に持ち込むもので、①から④までの質問事項に該当するものがある場合には「はい」に、該当するものがない場合には「いいえ」にチェックを記入する。
４． 「100 万円相当額を超えるる現金、有価証券又は１kg 以上の金地金などを持っていますか？」欄で、「はい」にチェックをした方は、当該申告書とは別に「支払手段等の携帯輸入届出書」の提出が必要。
５． 入国（帰国）時に携帯せず、郵送などの方法により別に送った手荷物等がある場合には、「別送品」欄の「はい」にチェックを記入し、送付梱包数を記入する。
＜申告書Ｂ面＞
１． 「入国時に携帯して持ち込むもの」欄には、入国（帰国）時に携帯して持ち込むものを全て記入する。ただし、酒類、たばこ及び香水（乗組員にあっては酒類、たばこ、のり及び時計）以外の物品で１品目毎の海外市価の合計額が１万円以下（乗組員にあっては1,000 円以下）のものについては、記入不要。
２． 「価格」欄には、１品目毎の合計額を記入する。なお、記入にあたっては、通貨単位も記入すること。
乗組員携帯品申告書(Ｃ－5370)
「2.関税等の免除が認められないもの又は日本への持込みが禁止若しくは制限されているもの」欄の｢酒類｣及び「たばこ」には、種類（例えば「酒類」はウイスキー、ブランデー等、「たばこ」は紙巻たばこ、葉巻たばこ等）ごとに記入する。「銃砲刀剣類」欄には、所持する銃器類、刀剣類の種類（例えばけん銃、弾薬等）ごとに記入する。
「価格」欄には、1 個の単価ではなく、数量に対応する全価額を記入する。
任意放棄書（C―5380）
「放棄者」は、原則として成年者とするが、未成年であつても意思能力をもつものであればよい。
「放棄者の住所、氏名及びなつ印、生年月日及び国籍」の項には、その物品を放棄しようとする者の住所、氏名、生年月日、国籍を記入し、本人がなつ印（又は拇印）する。
なお、放棄者が署名することができない場合には、第三者による代筆でもよいが、なつ印又は拇印は本人が行うものとし、それぞれ代筆及びなつ印又は拇印した旨を「備考」欄に記入する。
指定地外貨物検査許可申請書（C―5390）
「検査を受けようとする時間」欄は、検査のために派遣される税関職員数に検査に要すると思われる時間を乗じたものとする。ただし、この場合において、検査のための往復の時間は計算に入れない。
「許可手数料の金額」欄には、検査に要する1時間までごと（端数は、1時間に切り上げる）に5,000円の手数料とし、これに上記の「検査を受けようとする時間」を乗じた金額を記載する。
なお、輸出又は輸入される貨物が2以上の申告に分かれているような場合であつても、申請書が同一人で同一場所にある貨物を同一日時に検査する場合は、1申請となる。
当事者分析成績採用申請書（C―5570）
＜申請書上段＞
１　「新規・更新・変更」の箇所は、該当する部分を○で囲む。
２　「○○税関」には、輸出入貨物等が置かれている保税地域等の所在地を所轄する税関官署が所属する税関（以下この項において「蔵置官署」という。）が所属する税関の名称を記載する。
３　「（　　経由）」には、当該申請に係る貨物の蔵置官署が支署又は出張所である場合に、当該支署又は出張所の名称を記載する。
４　申請者の「住所」及び「氏名又は名称」の項には、当該申請者が法人の支社、支店、工場等である場合に、その所在地並びに名称及び責任者の氏名を記載し、その職印を押印又は署名する。
＜申請書中段＞
（一般的事項）
新規、更新、変更のいずれの申請においても全ての欄に記載し、変更の申請の場合には、変更が生じた事項に下線を付す。
（各欄の記載事項）
⑴欄：申請に係る貨物の輸出入申告書等を提出しようとする税関官署（以下この項において「申告官署」という。）の名称を記載する。ただし、申告官署の追加又は削除に係る変更の申請の場合には、当該追加又は削除しようとする申告官署の名称のみを記載し、（追加）又は（削除）と付記する。なお、申告官署が蔵置官署と異なる場合にはその旨を記載する。
⑵欄：申請に係る貨物の輸出入申告書等の分析の成績による審査を希望する申請書等の書類（例：輸入申告書、輸出申告書、積戻し申告書、保税作業終了届）を記載し、減免還付に関するものの場合には、その根拠法令名及びその条項（例えば、関税定率法第13条第１項による免税）を付記する。
⑶欄：申請に係る分析の成績による関税等の賦課（軽減、免除、払戻し及び還付を含む。以下⑷欄において同じ。）を希望する貨物の品名（例えば、粗糖、重油、マニオカでん粉）を記載する。
⑷欄：申請に係る分析の成績により関税等の賦課が行われる場合に必要とされる分析項目（例えば、糖度、比重、水分）を記載する。
⑸欄：⑷欄に掲げる分析項目の分析方法を記載するものとし、当該分析方法がJIS（日本工業規格）、日本薬局方又は関税中央分析所若しくは国税庁において定められているものであるときは、当該分析方法の名称（例えば、JIS K 2249-4「原油及び石油製品－密度の求め方－第１部：振動法」、関税中央分析所が定める税関分析法No.101「砂糖の糖度測定法」）のみを記載し、その他の分析方法であるときは、別紙に分析方法の名称、使用する試薬及び器具、試料の調製、分析操作その他当該分析方法に係る事項をJIS又は関税中央分析所が定める税関分析法と同程度の詳細さをもって記載し、⑸欄は「別紙のとおり」と記載する。
⑹欄：申請に係る分析を行う施設の所在地、電話番号及び名称を記載する。
⑺欄：申請に係る分析の責任者の職名（分析室長、試験課長等直接当該分析を実施する部署の長の職名をいう。）及び氏名を記載し、当該責任者の印を押印する。
⑻欄：分析成績書の様式を添付する場合には、「別紙のとおり」と記載する。
⑼欄：上記各欄に記載した事項についての補足説明等のほか、更新又は変更の申請の場合には、新規又は最近の更新の申請に係る承認番号（当該新規又は最近の更新の申請に係る承認の日以降に変更の承認を受けている場合には、当該変更の申請に係る承認番号を含む。）を記載する。
関税法基本通達67―3―20の⑵のイのの規定により、保税工場等の責任者の名をもってこの申請を行う場合には、蔵入れ、移入れ若しくは総保入れ又は輸入の委託先の名称（委託先が複数の場合には列記する。）及び委託事項を、例えば、
「輸入：○○商事株式会社○○支店
　△△貿易株式会社△△支店」
のように記載する。
⑽欄：税関が、申請に係る分析を行う際の留意事項（例えば、分析操作操作上の注意事項、分析成績の表示方法）、申請書の記載に関する指示事項、分析成績書の様式に関する指示事項その他の参考事項を記載する。
認定手続開始通知書（輸出者用）（C-5610）等
「連絡先」の欄には、以下を記載する。
・「（税関官署コード）」の文字
・税関官署コード（2桁の英数字）
・「（部門コード）」の文字
・部門コード（2桁の数字）
(記載例)
（税関官署名）XXX税関XXX出張所（税関官署コード）１A（部門コード）23
なお、下記の通知書についても、同様とする。
・認定手続開始通知書（輸出者用）（保護対象営業秘密関係）（C―5610―1）
・認定手続開始通知書（差出人用）（C―5612）
・認定手続開始通知書（差出人用）（保護対象営業秘密関係）（C―5612―1）
・認定手続開始通知書（権利者用）（C―5614）
・認定手続開始通知書（権利者用）（保護対象営業秘密関係）（C―5614―1）
輸出（積戻し）差止申立書（C－5640）
「税関長」欄には、申立先税関長名を記載する。
「申立人」欄における法人番号については、法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第2条第15項に規定する法人番号をいう。以下同じ。）を保有する場合に記載する。国籍については、外国人（外国法人）の場合に記載する。
「認定手続を執るべき税関長」欄には、輸出差止申立て基づき認定手続を執るべき税関から除く税関がある場合には、当該税関名を抹消し又は二重線で消す。
「権利の種類」の欄には、輸出差止申立てに係る権利の該当する箇所（□）にレチェックを付し又は□を■とする。また、輸出差止申立てに係る物品に複数の権利が設定されているものは、それぞれ該当する箇所（□）にレチェックを付し又は□を■とする。
「登録番号及び登録年月日」欄には、特許権、実用新案権、意匠権、商標権、育成者権については、登録番号及び登録年月日を記載し、著作権又は著作隣接権については、権利発生年月日を記載する（権利発生年月日が不明な場合には、省略する。）。
「権利の存続期間」欄において、著作権の存続期間は、著作物の創作の時から始まり、著作者の死後50年を経過する日まで（映画の著作物は、その著作物の公表後70年を経過する日まで）なので、存続期間が不明な場合には省略する（著作隣接権も同様とする。）。
「権利の範囲」欄における輸出差止申立てに係る権利の範囲については、できる限り具体的に記載する。また、商標権に係る輸出差止申立ての場合には、指定商品名及び登録商標も記載する。
「権利者」欄における法人番号については、輸出差止申立ての時点において把握している場合に記載する。

「専用実施権者、専用使用権者又は専用利用権者」欄における法人番号については、輸出差止申立ての時点において把握している場合に記載する。
「通常実施権者、通常使用権者又は通常利用権者」欄には、輸出差止め対象から除外する輸出者等がある場合にあっては、これを記載する。また、法人番号については、輸出差止申立ての時点において把握している場合に記載する。
「輸出統計品目番号（9桁）」欄には、任意で輸出統計品目番号（9桁）を記載する。
「侵害物品と認める理由」欄には、輸出差止申立てに係る知的財産を侵害すると認める理由を記載する。

「識別ポイント」欄には、侵害すると認める物品又は真正商品に特有の表示、形状、包装等の侵害すると認める物品と真正商品とを識別するポイント及び方法につき具体的、かつ、詳細に記載する。

「輸出（積戻し）差止申立てが効力を有する期間として希望する期間」欄には、４年以内の期間を記載する。また、希望する期間（□）にレチェックを付し又は□を■とする。なお、不要な文字は抹消して差し支えない。

「侵害すると認める物品の輸出（積戻し）に関する参考事項」欄には、輸出差止申立て時点においてこれらの事実を把握している場合に記載する。

「訴訟等での争い」欄には、輸出差止申立てに係る知的財産の内容について訴訟等での争いの有無（□）にレチェックを付し又は□を■とする。また、争いがある場合にはその争いの内容を記載する。

輸出（積戻し）差止申立書（保護対象商品等表示等関係)（Ｃ－5642）
「税関長」欄には、申立先税関長名を記載する。
「申立人」欄における法人番号については、法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第2条第15項に規定する法人番号をいう。以下同じ。）を保有する場合に記載する。国籍については、外国人（外国法人）の場合に記載する。
「認定手続を執るべき税関長」欄には、輸出差止申立て基づき認定手続を執るべき税関から除く税関がある場合には、当該税関名を抹消し又は二重線で消す。
「保護対象商品等表示等の種類」欄は、輸出差止申立てを行う者の保護対象商品等表示に該当する箇所（□）にレチェックを付し又は□を■とする。
「商品等表示等の内容」欄には、不正競争防止法第2条第1項第1又は第2号に規定する商品等表示にあっては、当該商品等表示の内容を、同項第3号に規定する商品の形態にあっては、商品名、日本国内で最初に販売された日、商品の形態の内容を、同項第11号又は第12号に規定する技術的制限手段にあっては、技術的制限手段の内容を記載する。
「使用を許諾し又は許諾されている者」欄には、輸出差止申立て対象から除外する輸出者等がある場合にあっては、これを記載する。また、法人番号については、輸出差止申立ての時点において把握している場合に記載する。
「輸出（積戻し）差止申立てを行う侵害すると認める物品の品名等」」欄には、侵害すると認める物品の品名を記載する。
「輸出統計品目番号（9桁）」欄には、任意で輸出統計品目番号（9桁）を記載する。「侵害物品と認める理由」欄には、輸出差止申立てに係る知的財産を侵害すると認める理由を記載する。

「識別ポイント」欄には、侵害すると認める物品又は真正商品に特有の表示、形状、包装等の侵害すると認める物品と真正商品とを識別するポイント及び方法につき具体的、かつ、詳細に記載する。

「侵害物品と認める理由」欄には、輸出差止申立てに係る知的財産を侵害すると認める理由を記載する。
「輸出（積戻し）差止申立てが効力を有する期間として希望する期間」欄には、４年以内の期間を記載する。また、希望する期間（□）にレチェックを付し又は□を■とする。なお、不要な文字は抹消して差し支えない。

「侵害すると認める物品の輸出（積戻し）に関する参考事項」欄には、輸出差止申立て時点においてこれらの事実を把握している場合に記載する。

「訴訟等での争い」欄には、輸出差止申立てに係る知的財産の内容について訴訟等での争いの有無（□）にレチェックを付し又は□を■とする。また、争いがある場合にはその争いの内容を記載する。
輸出（積戻し）差止申立書（保護対象営業秘密関係）（C―5643）

「税関長」欄には、申立先税関長名を記載する。

「申立人」欄における法人番号については、法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第2条第15項に規定する法人番号をいう。以下同じ。）を保有する場合に記載する。国籍については、外国人（外国法人）の場合に記載する。
「認定手続を執るべき税関長」欄には、輸出差止申立て基づき認定手続を執るべき税関から除く税関がある場合には、当該税関名を抹消し又は二重線で消す。
「経済産業大臣認定書の記載内容」欄には、当該輸出差止申立てに係る経済産業大臣認定書に記載されている不正競争防止法第2条第1項第10号に規定する不正使用行為により生じた物に該当する貨物を特定することができる事項及び当該貨物を譲り受けた時に当該貨物が不正使用行為により生じた物であることを知らず、かつ、知らないことにつき重大な過失がない者でない者を記載する。

「使用を許諾し又は許諾されている者」欄には、輸出差止申立て対象から除外する輸出者等がある場合にあっては、これを記載する。また、法人番号については、輸出差止申立ての時点において把握している場合に記載する。
「輸出（積戻し）差止申立てを行う侵害すると認める物品の品名等」」欄には、侵害すると認める物品の品名を記載する。
「輸出統計品目番号（9桁）」欄には、任意で輸出統計品目番号（9桁）を記載する。

「識別ポイント」欄には、侵害すると認める物品又は真正商品に特有の表示、形状、包装等の侵害すると認める物品と真正商品とを識別するポイント及び方法につき具体的、かつ、詳細に記載する。

「侵害物品と認める理由」欄には、輸出差止申立てに係る知的財産を侵害すると認める理由を記載する。
「輸出（積戻し）差止申立てが効力を有する期間として希望する期間」欄には、４年以内の期間を記載する。また、希望する期間（□）にレチェックを付し又は□を■とする。なお、不要な文字は抹消して差し支えない。

「侵害すると認める物品の輸出（積戻し）に関する参考事項」欄には、輸出差止申立て時点においてこれらの事実を把握している場合に記載する。

「侵害すると認める物品の輸出（積戻し）に関して特定又は想定される事項」欄には、輸出差止申立て時点においてこれらの事実を把握している場合に記載する。
「訴訟等での争い」欄には、輸出差止申立てに係る知的財産の内容について訴訟等での争いの有無（□）にレチェックを付し又は□を■とする。また、争いがある場合にはその争いの内容を記載する。
輸出（積戻し）差止申立て・更新受理通知書（Ｃ－5656）
各場合における様式の用途上不要な以下の文字は、2本の線で消し込んで使用する。
⑴　輸出差止申立書を受理した場合
「・更新」及び「なお、「輸出（積戻し）差止申立書（権利・品目・侵害理由追加）」による申立ての場合は、当該申立書に記載された「当初申立書整理Ｎｏ」により管理されます。」の文字
⑵　輸出差止申立書（権利・品目・侵害理由追加）を受理した場合
「・更新」の文字
⑶　輸出差止申立更新申請書を受理した場合
「なお、「輸出差止申立書（権利・品目・侵害理由追加）」による申立ての場合は、当該申立書に記載された「当初申立書整理Ｎｏ」により管理されます。」の文字
輸入差止申立て・更新受理通知書（Ｃ－5856）
各場合における様式の用途上不要な以下の文字は、2本の線で消し込んで使用する。
⑴　輸入差止申立書を受理した場合
「・更新」及び「なお、「輸入差止申立書（権利・品目・侵害理由追加）」による申立ての場合は、当該申立書に記載された「当初申立書整理Ｎｏ」により管理されます。」の文字
⑵　輸入差止申立書（権利・品目・侵害理由追加）を受理した場合
「・更新」の文字
⑶　輸入差止申立更新申請書を受理した場合
「なお、「輸入差止申立書（権利・品目・侵害理由追加）」による申立ての場合は、当該申立書に記載された「当初申立書整理Ｎｏ」により管理されます。」の文字
特許庁長官意見照会書（Ｃ－5716）
特許権者等の求めによる場合は「又は輸出者等」及び「又は関税法第69条の7第9項」を、輸入者等の求めによる場合は「特許権者等又は」及び「又は関税法第69条の7第9項」を、特許権者等又は輸出者等の求めによらない場合は「以下同じ。」及び「第1項の規定に基づき特許権者又は輸出者等から特許庁長官の意見を聴くことの求めがあったので、同条第2項又は関税法第69条の7」を、それぞれ2本の線で消し込んで使用する。
特許庁長官意見照会請求書（Ｃ－5718）
関税定第69条の7第2項の規定による場合は「・第9項」を、同条第9項の規定による場合は「第2項・」を、それぞれ2本の線で消し込んで使用する。
特許庁長官意見照会実施通知書（C―5720）
関税法第69条の7第2項の規定による場合は「・第9項」を、同条第9項の規定による場合は「第2項・」を、それぞれ2本の線で消し込んで使用する。
経済産業大臣意見照会書（C―5747）
不正競争差止請求権者の求めによる場合は「又は輸出者等」及び「又は関税法第69条の7第9項」を、輸出者等の求めによる場合は「不正競争差止請求権者又は」及び「又は関税法第69条の7第9項」を、不正競争差止請求権者又は輸出者等の求めによらない場合は「以下同じ。」及び「第1項の規定に基づき不正競争差止請求権者又は輸出者等から経済産業大臣の意見を聴くことの求めがあったので、同条第2項又は関税法第69条の7」を、それぞれ２本の線で消し込んで使用する。
経済産業大臣意見照会請求通知（C―5748）
関税法第69条の7第2項の規定による場合は「・第９項」を、同条第９項の規定による場合は「第２項・」を、それぞれ２本の線で消し込んで使用する。
経済産業大臣意見照会実施通知書（C―5749）
関税法第69条の7第2項の規定による場合は「・第9項」を、同条第9項の規定による場合は「第2項・」を、それぞれ２本の線で消し込んで使用する。
認定手続開始通知書（輸入者用）（C-5810）等
「連絡先」の欄には、以下を記載する。
・「（税関官署コード）」の文字
・税関官署コード（2桁の英数字）
・「（部門コード）」の文字
・部門コード（2桁の数字）
(記載例)
（税関官署名）XXX税関XXX出張所（税関官署コード）１A（部門コード）23
なお、下記の通知書についても、同様とする。
・認定手続開始通知書（輸入者用）（保護対象営業秘密関係）（C―5810―1）
・認定手続開始（輸入者等意思確認）通知書（輸入者用）（C―5811）
・認定手続開始通知書（名宛人用）（C―5812）
・認定手続開始通知書（名宛人用）（保護対象営業秘密関係）（C―5812―1）
・認定手続開始（輸入者等意思確認）通知書（名宛人用）（C―5813）
・認定手続開始通知書（権利者用）（C―5814）
・認定手続開始通知書（権利者用）（保護対象営業秘密関係）（C―5814―1）
・認定手続開始（輸入者等意思確認）通知書（申立人用）（C―5815）
・証拠・意見提出期限通知書（申立人用）（C―5819）
・証拠・意見提出期限通知書（輸入者等用）（C―5820）
輸入差止申立書（Ｃ―5840）
「税関長」欄には、申立先税関長名を記載する。
「申立人」欄における法人番号については、法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第2条第15項に規定する法人番号をいう。以下同じ。）を保有する場合に記載する。国籍については、外国人（外国法人）の場合に記載する。
「認定手続を執るべき税関長」欄には、輸入差止申立て基づき認定手続を執るべき税関から除く税関がある場合には、当該税関名を抹消し又は二重線で消す。
「権利の種類」欄には、輸入差止申立てに係る権利の該当する箇所（□）にレチェックを付し又は□を■とする（著作権又は著作隣接権のうち著作権法第113条第5項に規定する「国外頒布目的商業用レコード」（以下「還流レコード」という。）に係る申立てについては、レチェックと併せて、権利名の横に「還流レコード」と付記する。）。
また、輸入差止申立てに係る物品に複数の権利が設定されているものは、それぞれ該当する箇所（□）にレチェックを付し又は□を■とする。
「登録番号及び登録年月日」欄には、特許権、実用新案権、意匠権、商標権、育成者権については、登録番号及び登録年月日を記載し、著作権又は著作隣接権については、権利発生年月日を記載する（権利発生年月日が不明な場合には、省略する。）。ただし、還流レコードに係る申立てについては、著作権法第113条第5項に規定する「国内頒布目的商業用レコード」が国内において最初に発行された日を記載する。
「権利の存続期間」欄において、著作権の存続期間は、著作物の創作の時から始まり、著作者の死後50年を経過する日まで（映画の著作物は、その著作物の公表後70年を経過する日まで）なので、存続期間が不明な場合には省略する（著作隣接権も同様とする。）。ただし、還流レコードに係る申立てについては、著作権法第113条第5項に規定する「国内頒布目的商業用レコード」が国内において最初に発行された日から4年間とする。
「権利の範囲」欄における輸入差止申立てに係る権利の範囲については、できる限り具体的に記載する。また、商標権に係る輸入差止申立ての場合には、指定商品名も記載する。
「権利者」欄における法人番号については、輸入差止申立ての時点において把握している場合に記載する。

「専用実施権者、専用使用権者又は専用利用権者」欄における法人番号については、輸入差止申立ての時点において把握している場合に記載する。
「通常実施権者、通常使用権者又は通常利用権者」欄には、輸入差止め対象から除外する輸入者等がある場合にあっては、これを記載する。また、法人番号については、輸入差止申立ての時点において把握している場合に記載する。
「輸入統計品目番号（9桁）」欄には、任意で輸入統計品目番号（９桁）を記載する。
「侵害物品と認める理由」欄には、輸入差止申立てに係る知的財産を侵害すると認める理由を記載する。

「識別ポイント」欄には、侵害すると認める物品又は真正商品に特有の表示、形状、包装等の侵害すると認める物品と真正商品とを識別するポイント及び方法につき具体的、かつ、詳細に記載する。

「輸入（積戻し）差止申立てが効力を有する期間として希望する期間」欄には、４年以内の期間を記載する。また、希望する期間（□）にレチェックを付し又は□を■とする。なお、不要な文字は抹消して差し支えない。

「侵害すると認める物品の輸入に関する参考事項」欄には、輸入差止申立ての時点においてこれらの事実を把握している場合に記載する。
「並行輸入に関する参考事項」欄には、並行輸入に関する事項として、外国における権利設定状況、外国の権利者との関係、外国において製造されている真正商品の特徴（輸入価格（FOB価格）を含む。）、外国における権利の許諾関係、その他の事項（ライセンス契約がある場合には、その契約の内容、ライセンシー及び製造工場のリスト等）について、できるだけ詳細に記載する。
「訴訟等での争い」欄には、輸入差止申立てに係る知的財産の内容について訴訟等での争いの有無（□）にレチェックを付し又は□を■とする。また、争いがある場合にはその争いの内容を記載する。
「税関記入欄」には、見本検査承認申請が見込まれるか否かについて確認した結果を税関が記載する。
輸入差止申立書（保護対象商品等表示等関係)（Ｃ―5842）
「税関長」欄には、申立先税関長名を記載する。
「申立人」欄における法人番号については、法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第2条第15項に規定する法人番号をいう。以下同じ。）を保有する場合に記載する。国籍については、外国人（外国法人）の場合に記載する。
「認定手続を執るべき税関長」欄には、輸入差止申立て基づき認定手続を執るべき税関から除く税関がある場合には、当該税関名を抹消し又は二重線で消す。
「保護対象商品等表示等の種類」欄には、輸入差止申立てを行う者の保護対象商品等表示に該当する箇所（□）にレチェックを付し又は□を■とする
「商品等表示等の内容」欄には、不正競争防止法第2条第1項第1号又は第2号に規定する商品等表示にあっては、当該商品等表示の内容を、同項第3号に規定する商品の形態にあっては、商品名、日本国内で最初に販売された日、商品の形態の内容を、同項第11号又は第129340号に規定する技術的制限手段にあっては、技術的制限手段の内容を記載する。
「使用を許諾し又は許諾されている者」欄には、輸入差止申立て対象から除外する輸入者等がある場合にあっては、これを記載する。また、法人番号については、輸入差止申立ての時点において把握している場合に記載する。
「輸入差止申立てを行う侵害すると認める物品の品名等」欄には、侵害すると認める物品の品名を記載する。
「輸入統計品目番号（9桁）」欄には、任意で輸入統計品目番号（９桁）を記載する。
「侵害物品と認める理由」欄には、輸入差止申立てに係る知的財産を侵害すると認める理由を記載する。
「識別ポイント」欄には、侵害すると認める物品又は真正商品に特有の表示、形状、包装等の侵害すると認める物品と真正商品とを識別するポイント及び方法につき具体的、かつ、詳細に記載する。

「輸入差止申立てが効力を有する期間として希望する期間」欄には、4年以内の期間を記載する。また、希望する期間（□）にレチェックを付し又は□を■とする。なお、不要な文字は抹消して差し支えない。
「侵害すると認める物品の輸入に関する参考事項」欄には、輸入差止申立て時点においてこれらの事実を把握している場合に記載する。
「参考事項」欄には、真正商品に係る外国における製造販売者との関係、外国において製造されている真正商品の特徴（輸入価格（FOB価格）を含む。）、外国における使用許諾関係、その他の事項（使用許諾契約等がある場合には、その契約の内容、製造工場のリスト等）について、できるだけ詳細に記載する。
「訴訟等での争い」欄には、輸入差止申立てに係る知的財産の内容について訴訟等での争いの有無（□）にレチェックを付し又は□を■とする。また、争いがある場合にはその争いの内容を記載する。

「税関記入欄」には、見本検査承認申請が見込まれるか否かについて確認した結果を税関が記載する。
輸入差止申立書（保護対象営業秘密関係）（Ｃ－5843）
「税関長」欄には、申立先税関長名を記載する。
「申立人」欄における法人番号については、法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第2条第15項に規定する法人番号をいう。以下同じ。）を保有する場合に記載する。国籍については、外国人（外国法人）の場合に記載する。
「認定手続を執るべき税関長」欄には、輸入差止申立て基づき認定手続を執るべき税関から除く税関がある場合には、当該税関名を抹消し又は二重線で消す。
「経済産業大臣認定書の記載内容」欄には、当該輸入差止申立てに係る経済産業大臣認定書に記載されている不正競争防止法第２条第１項第１０号に規定する不正使用行為により生じた物に該当する貨物を特定することができる事項及び当該貨物を譲り受けた時に当該貨物が不正使用行為により生じた物であることを知らず、かつ、知らないことにつき重大な過失がない者でない者を記載する。
「使用を許諾し又は許諾されている者」欄には、輸入差止申立て対象から除外する輸入者等がある場合にあっては、これを記載する。また、法人番号については、輸入差止申立ての時点において把握している場合に記載する。
「輸入差止申立てを行う侵害すると認める物品の品名等」欄には、侵害すると認める物品の品名を記載する。
「輸入統計品目番号（9桁）」欄には、任意で輸入統計品目番号（9桁）を記載する。
「侵害物品と認める理由」欄には、輸入差止申立てに係る知的財産を侵害すると認める理由を記載する。
「識別ポイント」欄には、侵害すると認める物品又は真正商品に特有の表示、形状、包装等の侵害すると認める物品と真正商品とを識別するポイント及び方法につき具体的、かつ、詳細に記載する。

「輸入差止申立てが効力を有する期間として希望する期間」欄には、4年以内の期間を記載する。また、希望する期間（□）にレチェックを付し又は□を■とする。なお、不要な文字は抹消して差し支えない。
「侵害すると認める物品の輸入に関して特定又は想定される事項」欄には、輸入差止申立て時点においてこれらの事実を把握している場合に記載する。
「訴訟等での争い」欄には、輸入差止申立てに係る知的財産の内容について訴訟等での争いの有無（□）にレチェックを付し又は□を■とする。また、争いがある場合にはその争いの内容を記載する。

「税関記入欄」には、見本検査承認申請が見込まれるか否かについて確認した結果を税関が記載する。
輸入差止情報提供書（Ｃ―5866）
「税関長」欄には、輸入差止情報提供を行う税関長名を記載する。
「情報提供者」欄における法人番号については、法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第2条第15項に規定する法人番号をいう。以下同じ。）を保有する場合に記載する。国籍については、外国人（外国法人）の場合に記載する。
「認定手続を執るべき税関長」欄には、輸入差止情報提供に基づき認定手続を執るべき税関から除く税関がある場合には、当該税関名を抹消し又は二重線で消す。
「登録番号及び登録年月日」欄には、回路配置利用権の登録番号及び登録年月日を記載する。
「権利の範囲」欄には、輸入差止情報提供に係る権利の範囲については、できる限り具体的に記載する。
「権利者」欄における法人番号については、輸入差止情報提供の時点において把握している場合に記載する。

「専用利用権者」欄における法人番号については、輸入差止情報提供の時点において把握している場合に記載する。

「通常利用権者」欄には、輸入差止め対象から除外する輸入者等がある場合にあっては、これを記載する。また、法人番号については、輸入差止情報提供の時点において把握している場合に記載する。
「輸入差止情報提供を行う侵害物品の品名」欄には、侵害物品の品名を記載させる。
「輸入統計品目番号（９桁）」欄には、任意で輸入統計品目番号（9桁）を記載する。 
「侵害物品と認める理由」欄には、輸入差止情報提供に係る権利を侵害す ると認める理由を記載する。 

「識別ポイント」欄には、侵害すると認める物品又は真正商品に特有の表 示、形状、包装等の侵害すると認める物品と真正商品とを識別するポイント 及び方法につき具体的、かつ、詳細に記載する。

「輸入差止情報提供希望期間」欄には、４年以内の期間を記載する。また、希望する期間（□）にレチェックを付し又は□を■とする。なお、不要な文字は抹消して差し支えない。
「侵害すると認める物品の輸入に関する参考事項」欄は、輸入差止情報提供の時点においてこれらの事実を把握している場合に記載する。
「訴訟等での争い」欄には、輸入差止情報提供に係る権利の内容について訴訟等での争いの有無（□）にレチェックを付し又は□を■とする。また、争いがある場合にはその争いの内容を記載する。 

特許庁長官意見照会書（Ｃ―5916）
特許権者等の求めによる場合は「又は輸入者等」及び「又は関税法第69条の17第9項」を、輸入者等の求めによる場合は「特許権者等又は」及び「又は関税法第69条の17第9項」を、特許権者等又は輸入者等の求めによらない場合は「第1項の規定に基づき特許権者等又は輸入者等から特許庁長官の意見を聴くことの求めがあったので、同条第2項又は関税法第69条の17」を、それぞれ2本の線で消し込んで使用する。
特許庁長官意見照会請求通知（Ｃ―5918）
関税法第69条の17第2項の規定による場合は「・第9項」を、同条第9項の規定による場合は「第2項・」を、それぞれ2本の線で消し込んで使用する。
特許庁長官意見照会実施通知書（Ｃ―5920）
関税法第69条の17第2項の規定による場合は「・第9項」を、同条第9項の規定による場合は「第2項・」を、それぞれ2本の線で消し込んで使用する。
経済産業大臣意見照会書（C―5947）
不正競争差止請求権者の求めによる場合は「又は輸入者等」及び「又は関税法第69条の17第9項」を、輸入者等の求めによる場合は「不正競争差止請求権者又は」及び「又は関税法第69条の17第9項」を、不正競争差止請求権者又は輸入者等の求めによらない場合は「第1項の規定に基づき不正競争差止請求権者又は輸入者等から経済産業大臣の意見を聴くことの求めがあったので、同条第2項又は関税法第69条の17」を、それぞれ2本の線で消し込んで使用する。
経済産業大臣意見照会請求通知（C―5948）
関税法第69条の17第2項の規定による場合は「・第9項」を、同条第9項の規定による場合は「第2項・」を、それぞれ2本の線で消し込んで使用する。
経済産業大臣意見照会実施通知書（C―5949）
関税法第69条の17第2項の規定による場合は「・第9項」を、同条第9項の規定による場合は「第2項・」を、それぞれ２本の線で消し込んで使用する。
留置貨物返還申請書（C―6030）
「留置事由消滅の内容」欄には、原産地について偽つた表示又は誤認を生じさせる表示がまつ消又は訂正された場合には、その事実、積み戻す場合には、その旨及び積戻し許可書の番号、許可年月日を記載する。
○ 旅客又は乗務員の携帯品である留置された貨物の返還に際しては、本申請書の提出は要せず、留置の際交付された「携帯品留置証」を提出すれば足りる。
充当明細書（C―6040）
「備考欄」には、収容番号、収容年月日、収容場所、船名、貨物の記号番号、品名、数量等公売又は売却された貨物に係る事項を記載する。
再調査の請求書（C―7000）
「再調査の請求人」の項には、関税法又はその他関税に関する法律及びとん税法又は特別とん税法の規定による税関長（税関職員）の処分の対象となつた者を記載し、再調査の請求人が、法人、法人でない社団又は財団であるとき、総代を互選したとき、又は代理人によって再調査の請求をするときは、その代表者若しくは管理人、総代又は代理人の氏名及び住所又は居所を「再調査の請求人」の項の下の箇所等に記載するとともに、これらの代表者、管理人、総代又は代理人の資格を証明する書面を添付する。
なお、再調査の請求人（再調査の請求人が法人、法人でない社団又は財団であるときは代表者又は管理人、総代を互選したときは総代、代理人によって再調査の請求をするときは代理人）が押印する。
なお、法人、法人でない社団又は財団及び多数人が共同で又は代理人により再調査の請求をする場合には、これらの代表者、管理者、総代又は代理人の資格を証明する書面を添付する。
「再調査の請求に係る処分」の項には、再調査の請求の対象となる処分の内容（日付、処分を行った税関官署の長、処分の番号等）を記載する。
「再調査の請求の趣旨」の項には、その請求の結論（例えば、「〇〇の処分の取消しを求める。」等）を簡潔に記載し、「理由」は趣旨を裏付ける根拠を記載する。
「税関の教示の有無、内容」の項には、処分庁である税関がその処分をした際に不服申立てができる旨の教示をしたかどうか、又は教示をした場合は、どのような教示があったかを記載する。
不服申立て等について（Ｃ－7007）

「○○国税不服審判所首席国税審判官」については、処分に係る教示を行うべき税関の管轄区域を管轄する国税不服審判所の支部の首席国税審判官を審査請求書の提出先として記入する。なお、該当する国税不服審判所の支部が複数あるときは、その全てについて記入することに留意する。
再調査の請求についての決定を経ない審査請求について（Ｃ－7010）

「 　　国税不服審判所首席国税審判官」については、処分に係る教示を行うべき税関の管轄区域を管轄する国税不服審判所の支部の首席国税審判官を審査請求書の提出先として記入する。なお、該当する国税不服審判所の支部が複数あるときは、その全てについて記入することに留意する。
開庁時間外の事務の執行を求める届出書（C―8000）
「事務の種類及び件数」欄には、事務の種類（例えば、輸出申告、輸入申告の別。）及び当該種類ごとの件数を記載する。
「事務の執行を求める時間」欄には、開庁時間外に税関の執務を求める予定の時間を記載する。また、法第67条の３の規定に基づく輸出申告又は法第67条の19の規定に基づく輸入申告を行おうとする税関官署（以下「申告官署」という。）とその申告に係る貨物が置かれている保税地域等を所轄する税関官署（以下「蔵置官署」という。）が異なる場合に、複数の税関官署に対して開庁時間外執務の要請を行うときは、上記予定の時間が異なるごとに作成する。
「備考」欄には、開庁時間外に税関の執務を求める理由その他税関の執務の参考となる事項を記載する。また、申告官署と蔵置官署が異なる場合に、蔵置官署に対して開庁時間外執務の要請を行うときは、当該蔵置官署の名称を記載する。
不開港出入許可手数料免除申請書（C―8030）
「不開港入港年月日」欄には、その歴年中のその不開港への入港に係る不開港の第1回から第3回までの入港の年月日を記載する。
「不開港出入許可手数料額」欄には、その歴年中の入港に係る不開港の第1回から第3回までに支払つた手数料の金額を記載する。
「許可税関名」欄には、歴年における不開港入港の第1回から第3回までにおいて、不開港入港の許可を行つた税関官署名を記載する。
自動車通関証明書（C―8050）
「輸入申告書番号」欄には、収容公売等の自動車の場合にあつては、収容公売等による旨、また、カルネ条約による免税自動車の場合には、同欄にカルネ条約による自動車である旨及び通関手帳の番号を記載する。
「車台番号」欄には、輸入自動車等に車台番号及びシリアル番号のいずれもない場合にあつては、「番号なし」と記載する。
「輸入者住所氏名」欄には、前記102―2の⑶の自動車の場合にあつては、その落札者等の住所、氏名を記載する。
特例輸入者等承認・認定申請書（C―9000）
「あて先税関長」欄には、特例輸入者、特定保税運送者及び特定輸出者の承認の申請においては、原則として、主たる貿易業務を行っている事業所の所在地を管轄する税関長の職名を、特定保税承認者の承認及び認定製造者の認定の申請においては、申請者の住所又は居所の所在地を所轄する税関長の職名を、認定通関業者の認定の申請においては、申請者が通関業務を行う営業所の所在地を所轄するいずれかの税関長の職名を記載する。
「輸出入者符号」欄には、外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6の規定に準じて申請者が保有する符号を記載する。

「代理人」欄には、特例輸入者及び特定輸出者の承認の申請において、代理人が申請を行う場合に、当該者の住所及び氏名又は名称を記載する。
「関税法第７条の２第１項に規定する申告の特例の適用を受けようとする・関税法第67条の３第１項の適用を受けて輸出申告しようとする貨物の品名」は、特例輸入者又は特定輸出者の承認申請において記載するものとし、記載する品名が複数ある場合は、適宜別紙に記載の上、添付する。
「関税法第７条の5第１号イからリまでのいずれか・関税法第51条第1号イからハまで（法第62条において準用する場合を含む。）のいずれか・関税法第63条の4第１号イからチまでのいずれか・関税法第67条の6第1号イからチまでのいずれか・関税法第67条の13第3項第1号イからチまで又は同項第３号イに規定する第67条の6第1号イからチまでのいずれか・関税法第79条第3項第１号イからホまでのいずれかに該当する事実の有無（該当する事実がある場合にはその内容）」欄の具体的な記載方法は、次による。
⑴　関税法第7条の5第1号ホ又は同法第67条の6第1号ヘに係る範囲は、輸出入手続等を委任する通関業者を含めて、その該否を確認して記載することとなるので留意する。
⑵　同法第7条の5第1号トに該当する場合には、承認申請書に関税又は輸入貨物に係る内国消費税若しくは地方消費税（以下「関税等」という。）を滞納した事実として、滞納した関税等に係る輸入貨物の輸入許可番号、当該関税等の納期限及び納付日並びに滞納した理由を記載する。
⑶　特定保税承認者の承認申請にあっては関税法第51条第1号イからハまで（法第62条において準用する場合を含む。）のいずれか、特定保税運送者の承認申請にあっては同法第63条の6第1号イからチまでのいずれか、認定製造者の認定申請にあたっては同法第67条の13第3項第1号イからチまで又は同項第3号イに規定する第67条の4第1号イからチまでのいずれか、認定通関業者の認定申請にあっては同法第79条第3項第1号イからホまでのいずれかについて記載する。
「許可を受けている保税蔵置場・保税工場・営業所の名称及び所在地」欄には、関税法第50条第1項の承認を受けようとする場合にあっては、許可を受けている保税蔵置場の名称及び所在地を、同法第61条の5第1項の承認を受けようとする場合にあっては、許可を受けている保税工場の名称及び所在地を、同法第79条第１項の認定を受けようとする場合にあっては、通関業法（昭和42年法律第122号）第8条第1項に規定する許可を受けている営業所の所在地及び名称を記載するものとし、許可を受けている保税蔵置場等が複数ある場合は、適宜別紙に記載の上、添付する。
「その他参考となるべき事項」欄には、、会社概況（資本金を含む。）、社内の組織、役員の氏名、性別、生年月日及び履歴を記載するとともに、次の区分に応じ、それぞれに掲げる事項を記載するものとする。
なお、これらの事項が法令遵守規則に記載されている場合又はこれらの事項を明らかにする書類が添付されている場合には、その記載されている範囲又はその明らかにされている範囲内において、申請書への記載を省略又は簡略化することができるものとする。
また、履歴のうち、申請者（法人である場合にはその役員及び主要な従業者を含む。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ/ＲＷ、ＣＤ－Ｒ/ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。なお、都道府県警察から、暴力団員等であるか否かを確認するため補充情報が必要であるとの連絡があった場合等において、税関から求めがあったときは、本籍及び住所が記載された戸籍謄本等を提出するものとする。
⑴　特例輸入者の承認申請
①　関税法基本通達7の2―5⑵ホからヲまでに掲げる事項
②　その他参考となるべき事項
⑵　特定保税承認者の承認申請
①　貨物管理業務に携わる担当者（「特例輸入者の承認要件等の審査要領について」（平成19年3月31日財関第418号）2⑵②に規定する者をいう。）の氏名及び職名
②　申請者に係る保税蔵置場のうち、手数料令第2条第2項を適用することとなる保税蔵置場の名称
③　申請者が貨物管理業務の一部を申請者以外の者に委託している場合（関税法基本通達34の2－11に規定する要件を充足しているものに限る。）にあっては、その者の氏名又は名称、住所又は居所、責任者の氏名及び業務委託に関する契約の内容等
④　直近の事業年度（四半期決算を含む。）に係る財務状況
⑤　その他参考となるべき事項
⑶　特定保税運送者の承認申請
①　申請者が国際運送貨物取扱業者である場合には、関税法施行令第55条の２各号のいずれに該当するかの別
②　申請者が国際運送貨物の運送又は管理に関する業務以外の業務を行っている場合には、当該業務の種類及び概要
③　特定保税運送に関する業務等及び国際運送貨物の運送又は管理に関する業務に直接携わる担当者（「特例輸入者の承認要件等の審査要領について」（平成19年3月31日財関第418号）2⑶②において準用する⑴②に規定する担当者をいう。）の氏名、職名及び履歴
④　輸出入・港湾関連情報処理システム（電子情報処理組織による輸出入等関連業務の処理等に関する法律（昭和52年法律第54号）第2条第1号に規定する電子情報処理組織をいう。以下同じ。）の利用者コード（申請者において特定保税運送を行う予定の担当部門等に係るものに限る。）
⑤　直近の事業年度（四半期決算を含む。）に係る財務状況
⑥　その他参考となるべき事項
⑷　特定輸出者の承認申請
①　関税法基本通達67の3―4⑵ホからワまでに掲げる事項
②　その他参考となるべき事項
⑸　認定製造者の認定申請
①　特定製造貨物輸出者（その者が法人以外の場合に限る。）の住所又は居所及び氏名、性別、生年月日及び履歴
②　特定製造貨物輸出者（その者が法人である場合に限る。）の住所又は居所及び名称、役員の氏名、性別、生年月日及び履歴並びに資本金
③　申請者について法第67条の13第3項第1号イからチまでのいずれかに該当する場合には、その事実
④　特定製造貨物輸出者について法第67条の13第3項第3号イに規定する第67条の6第1号イからチまでのいずれかに該当する場合には、その事実
⑤　特定製造貨物管理業務（法第67条の13第3項第2号イ及びロに規定する業務をいう。）に直接携わる担当者（「特例輸入者の承認要件等の審査要領について」（平成19年3月31日財関第418号）2⑸③において準用する⑴②に規定する担当者をいう。）の氏名、性別、生年月日、職名及び履歴
⑥　特定製造貨物を管理する場所の所在地及び名称
⑦　特定製造貨物輸出者のコード（外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6の規定にに規定する符号をいい、特定製造貨物輸出申告を通関業者に委託して行う場合における当該通関業者の利用者コード（輸出入・港湾関連情報処理システムを使用する際に利用するコードをいう。））
⑧　直近の事業年度（四半期決算を含む。）に係る財務状況
⑨　その他参考となるべき事項
⑹　認定通関業者の認定申請
①　通関業法施行令第14条第1項第2号に規定する二号税関長（申請者が通関業務を行う営業所が複数ある場合に限る。）
②　申請者が通関業務以外の業務を行っている場合には、当該業務の種類及び概要
③　通関業務及び関連業務に携わる担当者（「特例輸入者の承認要件等の審査要領について」（平成19年3月31日財関第418号）2⑹③において準用する⑴②に規定する担当者をいう。）の氏名、職名及び履歴
④　特例申告貨物に係る輸入申告及び特例申告を行う予定の営業所並びに特定委託輸出申告を行う予定の営業所の名称
⑤　輸出入・港湾関連情報処理システムの利用者コード（通関業法第8条の規定に基づく許可を受けた営業所（以下「通関業営業所」という。）に係るものに限る。）
⑥　直近の事業年度（四半期決算を含む。）に係る財務状況
⑦　その他参考となるべき事項
「申請担当者の氏名、所属及び連絡先」欄には、本申請に係る担当者の氏名、所属部署及び連絡先（電子メールアドレスを含む。）を記載し、通関業者による代理申請の場合には、通関業者についても同様に記載することとする。
申請者が法人の場合には、法人登記簿の謄本又は抄本を、個人の場合には、本人確認が可能な書類（例えば、住民票等）を添付する。
特例輸入者等承認・認定内容変更届（C―9030）
＜記載事項＞
変更届には、届出者の氏名又は名称、住所、輸出入者符号並びに承認・認定番号及び承認・認定年月日を記載するものとし、法人の場合には、代表者名を併せて記載する（「輸出入者符号」欄には、外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6の規定に準じて届出者が保有する符号を記載する）。また、変更する事項及びその理由並びに変更事実の発生年月日を明記し、併せて、法第7条の5第1号イからリまでのいずれか、法第51条第1号イからハまで（法第62条において準用する場合を含む。）のいずれか、法第63条の4第1号イからチまでのいずれか、法第67条の6第1号イからチまでのいずれか、法第67条の13第3項第1号イからチまで及び第3号イに規定する第67条の6第1号イからチまでのいずれか、法第79条第3項第1号イからホまでのいずれかに該当する事実の有無（該当する事実がある場合には、その内容）を記載する。
＜提出の時期＞
特定保税運送者に係る特定保税運送を行う予定の担当部門等を変更する場合及び認定通関業者が通関業営業所を新設又は廃止する場合には、あらかじめ変更届を提出する。その他の変更については、その変更の後、遅滞なく提出する。
＜添付書類＞
変更届には、次の書類を添付する。
イ　承認・認定を受けた者又は特定製造貨物輸出者の住所、氏名又は名称に変更があった場合には、登記事項証明書（又は住民票の写し等）
ロ　役員、代理人又は各部門の責任者に変更があった場合には、変更の内容を明示した書類(一覧表等)及び履歴
また、履歴のうち、申請者（法人である場合にはその役員及び各部門の責任者を含む。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ／ＲＷ、ＣＤ－Ｒ／ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。なお、都道府県警察から、暴力団員等であるか否かを確認するため補充情報が必要であるとの連絡があった場合等において、税関から求めがあったときは、本籍及び住所が記載された戸籍謄本等を提出するものとする。
ハ　法令遵守規則又は実施規則に変更があった場合には、変更後の法令遵守規則又は実施規則
特例輸入者の承認等取りやめ届（Ｃ－9040）
「あて先税関長」欄には、承認又は認定を行った税関長名を記載する。
「輸出入者符号」欄には、外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6の規定に準じて届出者が保有する符号を記載する。
「代理人」欄には、代理人が届出を行う場合に、当該者の住所及び氏名又は名称を記載する。
「承認・認定番号」欄には、承認番号又は認定番号を記載する。
「取りやめの理由等」欄には、取りやめの理由の他、特定保税承認者にあっては、法第50条第1項又は法第61条の５の届出に係る場所に外国貨物があるときはその旨を、特定保税運送者にあっては特定保税運送貨物のすべてが運送先に到着している旨を記載する。
特例輸入者等承認・認定の承継の承認申請書（C‐9060）
＜記載事項＞
「輸出入者符号」欄には、外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6の規定に準じて届出者が保有する符号を記載する。
＜添付書類等＞
申請書には、特例輸入者の承認の承継の承認申請の場合にあっては、関税法基本通達7の13―1に掲げる書類を、特定保税承認者の承認の承継の承認申請の場合にあっては、同通達55―1に掲げる書類を、特定保税運送者の承認の承継の承認申請の場合にあっては、同通達63の8の2―1に掲げる書類を、特定輸出者の承認の承継の承認申請の場合にあっては、同通達67の12―1に掲げる書類を、認定製造者の認定の承継の承認申請の場合にあっては、同通達67の18―1に掲げる書類を、認定通関業者においては、79の6―1に掲げる書類を添付する。
また、履歴のうち、申請者（法人である場合にはその役員及び主要な従業者を含む。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ/ＲＷ、ＣＤ－Ｒ/ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。なお、都道府県警察から、暴力団員等であるか否かを確認するため補充情報が必要であるとの連絡があった場合等において、税関から求めがあったときは、本籍及び住所が記載された戸籍謄本等を提出するものとする。
特定保税承認者の承認の更新申請書（Ｃ－9130）
＜添付書類等＞
申請書には、、関税法基本通達50―3に準じて所要の書類を添付する。
また、履歴のうち、申請者（法人である場合にはその役員及び主要な従業者を含む。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ/ＲＷ、ＣＤ－Ｒ/ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。なお、都道府県警察から、暴力団員等であるか否かを確認するため補充情報が必要であるとの連絡があった場合等において、税関から求めがあったときは、本籍及び住所が記載された戸籍謄本等を提出するものとする。
関税関係帳簿の電磁的記録等による保存等の承認申請書（帳簿）（C―9300）
⑴　申請先税関長
申請先の税関名を○で囲む。（複数の税関長に提出する場合には複数の税関名を○で囲む）
⑵　本文
特例輸入者が申請する場合は「関税法第7条の9第2項」の文字を、特定輸出者が申請する場合は「第67条の8第2項」の文字を、それ以外の輸出入者が申請する場合は「第94条第3項」の文字をそれぞれ○で囲み、また、関税関係帳簿を電磁的記録による保存をしようとする場合は「第4条第1項」の文字を、ＣＯＭによる保存をしようとする場合は「第５条第1項」の文字をそれぞれ○で囲む。
⑶　「１　承認を受けようとする関税関係帳簿の種類名称、備付けを開始する日及び保存場所」の各欄
イ　「帳簿の種類名称」欄には、承認を受けようとする帳簿の種類名称を「仕入帳」「輸入台帳」等のように記載する。なお、関税法施行令第4条の12第3項、第59条の12第3項又は第83条第5項の規定の適用を受ける書類については、記載不要である。
ロ　「備付け開始日」欄には、承認を受けようとする帳簿の備付けを開始する日を記載する。
ハ　「保存方法」欄は、電磁的記録による保存をしようとする場合は「電磁的記録」の文字を、ＣＯＭによる保存をしようとする場合は「ＣＯＭ」の文字をそれぞれ○で囲む。
ニ　「保存場所」欄には、承認を受けようとする帳簿に係る保存媒体の保存場所を記載する。
⑷　「２　所轄外税関長を経由して提出する理由」欄には、この申請書を所轄外税関長を経由して提出する場合に、その理由を記載する。
⑸　「３　特例輸入者となった・特定輸出者となった・関税法第94条第１項に規定する貨物に係る輸入申告をする予定の・関税法第94条第２項に規定する貨物に係る輸出申告をする予定の日（新たに特例輸入者となった法人・新たに特定輸出者となった法人・新たに当該貨物を業として輸入しようとする者・新たに当該貨物を業として輸出しようとする者が、関税法基本通達７の９―８又は67の8―２、94―２、94―３において準用する７の９―８の規定を適用しようとする場合）」欄には、特例輸入者又は特定輸出者として承認された日若しくは法第94条第１項に規定する貨物に係る輸入申告又は法第94条第２項に規定する貨物に係る輸出申告をする予定の日を記載する。
⑹　「４　承認を受けようとする関税関係帳簿の作成に使用する電子計算機の概要」の各欄
イ　「区分」欄は、該当する文字を○で囲む。
なお、該当する区分がない場合は、括弧内に記載する。
ロ　「メーカー名」、「機種名」及び「台数」の各欄には、電子計算機のメーカー名、機種名及び台数をそれぞれ記載する。
ハ　「運用形態」欄は、電子計算機処理の運用形態に応じて「自己」又は「委託」のいずれかを○で囲む。
ニ　「設置場所」欄には、電子計算機の設置場所を記載する。
なお、「運用形態」欄で「委託」に○を付した場合は、委託先の名称及び所在地を記載する。
⑺　「５　承認を受けようとする関税関係帳簿の作成に使用するプログラムの概要」の各欄
イ　「区分」欄は、該当する文字を○で囲む。
なお、該当する区分がない場合は、括弧内に、例えば「関係法人のシステム」のように記載する。
ロ　市販プログラムを使用する場合には、「メーカー名」及び「商品名等」の各欄に使用するプログラムのメーカー名及び商品名等をそれぞれ記載する。
ハ　市販プログラム以外のプログラムを使用する場合には、「所有者名等」及び「プログラム言語」の各欄に使用するプログラムの所有者名及びプログラム言語をそれぞれ記載する。
ニ　自己が開発したプログラム（他の者に委託して開発したプログラムを含む。）以外のプログラムを使用する場合は、「備考」欄にメーカー又は所有者等の所在地又は住所を記載する。
⑻　「６　財務省令に定める要件を満たすためにとろうとする措置」の各欄は、次により記載する。
イ　共通の記載方法
①　申請者がとろうとする措置に応じて対応する文言の□（チェック欄）にレ点を記入する。
②　［　　］内は、必要に応じて該当事項を具体的に記載する。
ロ　個別の記載方法
①　「⑴　訂正又は削除の事実及び内容の確認に関する措置」欄は、訂正又は削除の履歴を保存しない期間を内部規定等により定めている場合には、併せてその期間（日数）を括弧内に記載する。
②　「⑵　追加入力した事実の確認に関する措置」欄は、入力データに個々のデータを特定することができる情報を付加するシステムを使用する場合には、その特定することができる情報を選択し又は記載する。
③　「⑶　システム関係書類及び事務手続関係書類の備付けに関する措置」欄は、具体的な書類の名称を記載する。この場合、自己が開発したプログラム（他の者に委託して開発したプログラムを含む。）以外のプログラムを使用するときは、①システム概要を記載した書類及び②システムの開発に際して作成した書類については、記載する必要はない。
④　「⑸　検索機能の確保に関する措置」欄は、検索の条件として設定することができる記録項目及びその項目が記載されている帳簿の種類名称を記載する。
⑼　「７　その他参考となる事項」欄には、国税関係帳簿の電磁的記録等による保存等の承認（前記２にいう承認）の有無及び承認を受けている場合は、①承認を受けた年月日又はその承認があつたものとみなされた日、②承認を受けた主な帳簿の種類名称及び③承認した所轄税務署長等を記載する。
また、過去１年以内の第８条による承認の取消しの有無及び取り消された場合はその年月日も記載する。
関税関係書類の電磁的記録等による保存の承認申請書（書類）（C―9310）
⑴　申請先税関長
申請先の税関名を○で囲む。（複数の税関長に提出する場合には複数の税関名を○で囲む）
⑵　本文
特例輸入者が申請する場合は「関税法第7条の9第2項」の文字を、特定輸出者が申請する場合は「第67条の8第2項」の文字を、それ以外の輸出入者が申請する場合は「第94条第3項」の文字をそれぞれ○で囲み、また、関税関係帳簿を電磁的記録による保存をしようとする場合は「第4条第2項」の文字を、ＣＯＭによる保存をしようとする場合は「第5条第2項」の文字をそれぞれ○で囲む。
⑶　「１　承認を受けようとする関税関係書類の種類名称、書類の保存に代える日及び保存場所」の各欄
イ 「書類の種類名称」欄には、承認を受けようとする書類の種類名称を「成分分析表」「発注書」等のように記載する。
ロ 「書類の保存に代える日」欄には、承認を受けようとする書類の電磁的記録又はＣＯＭの保存をもって書類の保存に代える日を記載する。
ハ　「保存方法」欄は、電磁的記録による保存をしようとする場合は「電磁的記録」の文字を、ＣＯＭによる保存をしようとする場合は「ＣＯＭ」の文字をそれぞれ○で囲む。
ニ　「保存場所」欄には、承認を受けようとする帳簿に係る保存媒体の保存場所を記載する。
⑷　「２　所轄外税関長を経由して提出する理由」欄には、この申請書を所轄外税関長を経由して提出する場合に、その理由を記載する。
⑸　「３　特例輸入者となった・特定輸出者となった・法第94条第１項に規定する貨物に係る輸入申告をする予定の・関税法第94条第２項に規定する貨物に係る輸出申告をする予定の日（新たに特例輸入者となった法人・新たに特定輸出者となった法人・新たに当該貨物を業として輸入しようとする者・新たに当該貨物を業として輸出しようとする者が、関税法基本通達7の9―8又は67の8―2、94―2、94―3において準用する7の9―8の規定を適用しようとする場合）」欄には、、特例輸入者又は特定輸出者として承認された日若しくは法第94条第１項に規定する貨物に係る輸入申告又は法第94条第２項に規定する貨物に係る輸出申告をする予定の日を記載する。
⑹　｢５　承認を受けようとする関税関係書類の作成に使用する電子計算機の概要」の各欄
イ　「区分」欄は、該当する文字を○で囲む。
なお、該当する区分がない場合は、括弧内に記載する。
ロ　「メーカー名」、「機種名」及び「台数」の各欄には、電子計算機のメーカー名、機種名及び台数をそれぞれ記載する。
ハ　「運用形態」欄は、電子計算機処理の運用形態に応じて「自己」又は「委託」のいずれかを○で囲む。
ニ　「設置場所」欄には、電子計算機の設置場所を記載する。
なお、「運用形態」欄で「委託」に○を付した場合は、委託先の名称及び所在地を記載する。
⑺　「６　財務省令に定める要件を満たすためにとろうとする措置」の各欄は、次により記載する。
イ　共通の記載方法
①　申請者がとろうとする措置に応じて対応する文言の□（チェック欄）にレ点を記入する。
②　［　　］内は、必要に応じて該当事項を具体的に記載する。
ロ　個別の記載方法
①　「⑴　システム関係書類及び事務手続関係書類の備付けに関する措置」欄は、具体的な書類の名称を記載する。この場合、自己が開発したプログラム（他の者に委託して開発したプログラムを含む。）以外のプログラムを使用するときは、①システム概要を記載した書類及び②システムの開発に際して作成した書類については、記載する必要はない。
②　「⑶　検索機能の確保に関する措置」欄は、検索の条件として設定することができる記録項目及びその項目が記載されている帳簿の種類名称を記載する。
なお、検索の条件として設定することができる記録項目が一致する場合には、同一欄にその書類の種類名称をまとめて記載する。
⑻　「７　その他参考となる事項」欄には、国税関係帳簿の電磁的記録等による保存等の承認（前記２にいう承認）の有無及び承認を受けている場合は、①承認を受けた年月日又はその承認があつたものとみなされた日、②承認を受けた主な帳簿の種類名称及び③承認した所轄税務署長等を記載する。
また、過去１年以内の第８条による承認の取消しの有無及び取り消された場合はその年月日も記載する。
関税関係書類の電磁的記録によるスキャナ保存の承認申請書（スキャナ）（C―9315）
⑴　申請先税関長
申請先の税関名を○で囲む。（複数の税関長に提出する場合には複数の税関名を○で囲む）
⑵　本文
特例輸入者が申請する場合は「関税法第7条の9第2項」の文字を、特定輸出者が申請する場合は「第67条の8第2項」の文字を、それ以外の輸出入者が申請する場合は「第94条第3項」の文字をそれぞれ○で囲む。
⑶　「１　承認を受けようとする関税関係書類の種類名称、書類の保存に代える日及び保存場所」の各欄
イ 「書類の種類名称」欄には、承認を受けようとする書類の種類名称を「検収書」等のように記載する。
ロ 「ファイル形式」欄は、例えば、PDF、JPEG、TIFなどのファイル形式を記載する。
ハ 「書類の保存に代える日」欄には、承認を受けようとする書類の電磁的記録をもって書類の保存に代える日を記載する。
ニ 「保存場所」欄には、承認を受けようとする書類に係る保存媒体の保存場所を記載する。
ホ 「受領者等による読取者等による読取」欄には、承認を受けようとする書類の作成又は受領をする者（以下「受領者等」という。）が読み取るものがある場合、□（チェック欄）にレ点を記入する。

へ 「入力方式」欄は、承認を受けようとする書類の種類ごとに採用する入力方式の□（チェック欄）にレ点を記入する。
ト 「関連帳簿」欄には、承認を受けようとする書類との関連付けを行う帳簿の名称を記載する。
⑷　「２　所轄外税関長を経由して提出する理由」欄には、この申請書を所轄外税関長を経由して提出する場合に、その理由を記載する。
⑸　「３　特例輸入者となった・特定輸出者となった・関税法第94条第１項に規定する貨物に係る輸入申告をする予定の・関税法第94条第2項に規定する貨物に係る輸出申告をする予定の日（新たに特例輸入者となった法人・新たに特定輸出者となった法人・新たに当該貨物を業として輸入しようとする者・新たに当該貨物を業として輸出しようとする者が、関税法基本通達7の9―8、67の8―2、94―2及び94―3において準用する7の9―8の規定を適用しようとする場合）」欄には、特例輸入者又は特定輸出者として承認された日若しくは法第94条第1項に規定する貨物に係る輸入申告又は法第94条第2項に規定する貨物に係る輸出申告をする予定の日を記載する。

⑹　「５　承認を受けようとする関税関係書類の作成に使用する電子計算機の概要」の各欄
イ　「区分」欄は、該当する文字を○で囲む。（デジタルカメラやスマートフォン等の場合、「スキャナ」を○で囲む。）。

なお、該当する区分がない場合は、括弧内に記載する。
ロ　「メーカー名」、「機種名」及び「台数」の各欄には、電子計算機のメーカー名、機種名及び台数をそれぞれ記載する。
ハ　「運用形態」欄は、電子計算機処理の運用形態に応じて「自己」又は「委託」のいずれかを○で囲む。
ニ　「設置場所」欄には、電子計算機の設置場所を記載する。
なお、「運用形態」欄で「委託」に○を付した場合は、委託先の名称及び所在地を記載する。

ホ　記載に当たっては、記載欄の範囲内で、主なものを記載する。

⑺　「６　財務省令に定める要件を満たすためにとろうとする措置」の各欄は、次により記載する。
イ　共通の記載方法
①　申請者がとろうとする措置に応じて対応する文言の□（チェック欄）にレ点を記入する。
②　［　　］内は、必要に応じて該当事項を具体的に記載する。
ロ　個別の記載方法
①　「⑵―1 タイムスタンプの付与に関する措置」の「事業者の 名称」欄には、　タイムスタンプの付与に関する措置」欄には、財団法人日本データ通信協会が認定する業務を行う事業者名を記載する。
②　「⑷　記載事項について訂正又は削除を行った場合には、これらの事実及び内容を確認できる電子計算機処理システムの概要」の各欄
a　「区分」欄は、該当する文字を○で囲む。
なお、該当する区分がない場合は、かっこ内に、例えば「関係法人のシステム」のように記載する。
b　市販プログラムを使用する場合には、「メーカー名」及び「商品名等」の各欄に使用するプログラムのメーカー名及び商品等をそれぞれ記載する。
c　自己が開発したプログラム以外のプログラムを使用する場合には、「使用者名等」及び「プログラム言語」をそれぞれ記載する。
ハ 「⑻　関税関係書類に係る電磁的記録と関税関係帳簿の記載事項の関連性の確認に関する措置」欄は、書類と帳簿に一連番号や伝票番号を付すなどして関連性をもたせる方法のほか、他の書類を確認すること等によって帳簿との関連性が確認できるなど、他の方法による場合は上記以外の方法へ記載する。
ニ 「⑼　システム関係書類及び事務手続関係書類の備付けに関する措置」欄の「訂正削除管理機能」とは、承認申請書6⑷に記載した電子計算機処理システムをいう。
ホ 「⑽　検索機能の確保に関する措置」欄は、検索の条件として設定することができる記録項目及び主な書類の種類名称を記載する。
なお、検索の条件として設定することができる記録項目が一致する場合には、同一欄にその書類の種類名称をまとめて記載する。
⑻　「７　その他参考となる事項」欄には、国税関係帳簿の電磁的記録等による保存等の承認（前記２にいう承認）の有無及び承認を受けている場合は、①承認を受けた年月日又はその承認があつたものとみなされた日、②承認を受けた主な帳簿の種類名称及び③承認した所轄税務署長等を記載する。
また、過去１年以内の第８条による承認の取消しの有無及び取り消された場合はその年月日も記載する。
承認済関税関係帳簿書類に係る電磁的記録の電子計算機出力マイクロフィルムによる保存の承認申請書（中途）（C―9320）
⑴　申請先税関長
申請先の税関名を○で囲む。（複数の税関長に提出する場合には複数の税関名を○で囲む）
⑵　本文
特例輸入者が申請する場合は「関税法第7条の9第2項」の文字を、特定輸出者が申請する場合は「第67条の8第2項」の文字を、それ以外の輸出入者が申請する場合は「第94条第3項」の文字をそれぞれ○で囲む。
⑶　「１ 承認を受けようとする関税関係帳簿書類の種類名称、電磁的記録の保存に代える日及び保存場所」の各欄
イ　「帳簿書類の種類名称」欄には、承認を受けようとする帳簿書類の種類名称を「仕入帳」「成分分析表」等のように記載する。
ロ　「電磁的記録の保存に代える日（当初の承認を受けた年月日等）」欄には、承認を受けようとする帳簿書類のＣＯＭによる保存をもって電磁的記録の保存に代える日を記載する。
また、括弧内には、その帳簿書類について電磁的記録による保存等の承認を受けた年月日又は承認があったとみなされた年月日を記載する。
ハ　「保存場所」欄には、承認を受けようとする帳簿書類に係る保存媒体の保存場所を記載する。
⑷　「２　所轄外税関長を経由して提出する理由」欄には、この申請書を所轄外税関長を経由して提出する場合に、その理由を記載する。
⑸　「４　ＣＯＭによる保存をもって電磁的記録の保存に代えようとする期間」欄は、ＣＯＭによる保存をしようとする期間のいずれかの番号を○で囲む。
また、①に○を付した場合は、括弧内に特定する期間（保存期間の初日からＣＯＭによる保存を開始する日までの期間）を記載する。
⑹　「５ 承認を受けようとする関税関係帳簿書類の作成に使用する電子計算機の概要」の各欄
イ　「区分」欄は、該当する文字を○で囲む。
なお、該当する区分がない場合は、括弧内に記載する。
ロ　「メーカー名」、「機種名」及び「台数」の各欄には、電子計算機のメーカー名、機種名及び台数をそれぞれ記載する。
ハ　「運用形態」欄は、電子計算機処理の運用形態に応じて「自己」又は「委託」のいずれかを○で囲む。
ニ　「設置場所」欄には、電子計算機の設置場所を記載する。
なお、「運用形態」欄で「委託」に○を付した場合は、委託先の名称及び所在地を記載する。
⑺　「６ 承認を受けようとする関税関係帳簿書類の作成に使用するプログラムの概要」の各欄
イ 「区分」欄は、該当する文字を○で囲む。
なお、該当する区分がない場合は、括弧内に、例えば「関係法人のシステム」のように記載する。
ロ　市販プログラムを使用する場合には、「メーカー名」及び「商品名等」の各欄に使用するプログラムのメーカー名及び商品名等をそれぞれ記載する。
ハ　市販プログラム以外のプログラムを使用する場合には、「所有者名等」及び「プログラム言語」の各欄に使用するプログラムの所有者名及びプログラム言語をそれぞれ記載する。
ニ　自己が開発したプログラム（他の者に委託して開発したプログラムを含む。）以外のプログラムを使用する場合は、「備考」欄にメーカー又は所有者等の所在地又は住所を記載する。
⑻　「７ 財務省令に定める要件を満たすためにとろうとする措置」の各欄は、次により記載する。
イ　共通の記載方法
①　申請者がとろうとする措置に応じて対応する文言の□（チェック欄）にレ点を記入する。
②　［　］内は、必要に応じて該当事項を具体的に記載する。
ロ　個別の記載方法
①　「⑴　訂正又は削除の事実及び内容の確認に関する措置」欄は、訂正又は削除の履歴を保存しない期間を内部規定等により定めている場合には、併せてその期間（日数）を括弧内に記載する。
②　「⑵　追加入力した事実の確認に関する措置」欄は、入力データに個々のデータを特定することができる情報を付加するシステムを使用する場合には、その特定することが
できる情報を選択し又は記載する。
③　「⑶　システム関係書類及び事務手続関係書類の備付けに関する措置」欄は、具体的な書類の名称を記載する。この場合、自己が開発したプログラム（他の者に委託して開発したプログラムを含む。）以外のプログラムを使用するときは、①システム概要を記載した書類及び②システムの開発に際して作成した書類については、記載する必要はない。
④　「⑸　検索機能の確保に関する措置」欄は、検索の条件として設定することができる記録項目及び主な帳簿書類の種類名称を記載する。
なお、複数の書類について、検索の条件として設定することができる記録項目が一致する場合には、同一欄にその書類の種類名称をまとめて記載する。
⑤　「⑽　３年間の電磁的記録の並行保存又はＣＯＭ　の検索機能の確保に関する措置」欄は、「４　ＣＯＭによる保存をもって電磁的記録の保存に代えようとする期間」が全保存期間中の３年目までの期間を含む場合にのみ記載する。
⑼　「８ その他参考となる事項」欄には、国税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存等の承認（第４条第１項・第５条第１項（帳簿の場合）又は第４条第２項・第５条第２項（書類の場合）の承認）を受けている場合は、国税における第５条第３項の承認申請の有無を記載する。
関税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存等の取りやめの届出書（C―9330）
⑴　申請先税関長
申請先の税関名を○で囲む。（複数の税関長に提出する場合には複数の税関名を○で囲む）
⑵　本文
特例輸入者が申請する場合は「関税法第7条の9第2項」の文字を、特定輸出者が申請する場合は「第67条の8第2項」の文字を、それ以外の輸出入者が申請する場合は「第94条第3項」の文字をそれぞれ○で囲む。
⑶　「1 所轄外税関長を経由して提出する理由」欄には、この申請書を所轄外税関長を経由して提出する場合に、その理由を記載する。
⑷　「２　電磁的記録等による保存等をやめようとする関税関係帳簿書類の種類名称」の各欄
イ　「帳簿書類の種類名称」欄には、電磁的記録等による保存等をやめようとする帳簿書類の種類名称を「仕入帳」「成分分析表」等のように記載する。
ロ　「当初の承認を受けた年月日等」欄には、電磁的記録等による保存等をやめようとする帳簿書類について電磁的記録等による保存等の承認を受けた年月日又は承認があったとみなされた年月日を記載する。
ハ　「保存方法」欄は、電磁的記録による保存をやめようとする場合は「電磁的記録」の、ＣＯＭによる保存をやめようとする場合は「ＣＯＭ」の、スキャナによる保存をやめようとする場合には「スキャナ」の文言の前の□（チェック欄）にレ点を記入する。
なお、法第5条第3項（電磁的記録による保存からＣＯＭによる保存への保存方法の変更）の承認を受けている帳簿書類について、ＣＯＭによる保存をやめようとする場合で、法第４条第１項（帳簿の場合）又は第４条第２項（書類の場合）の規定による電磁的記録の保存等の承認も併せてとりやめるときは、両方の文字を○で囲むとともに、「当初の承認を受けた年月日等」欄に法第４条の承認年月日と法第５条第３項の承認年月日を併記する。
ニ　「保存場所」欄には、電磁的記録等による保存等をやめようとする帳簿書類に係る保存媒体の保存場所を記載する。
⑸　「３　電磁的記録等による保存等をやめようとする理由」欄には、電磁的記録等による保存等をやめようとする理由を記載する。
⑹　「４　その他参考となる事項」欄には、法第５条第３項（電磁的記録による保存からＣＯＭによる保存への保存方法の変更）の承認を受けている帳簿書類について、ＣＯＭによる保存をやめようとする場合で、法第４条第１項（帳簿の場合）又は第４条第２項（書類の場合）の規定により、引き続き電磁的記録による保存等をするときは、その旨を記載する。
また、国税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存等の承認（第4条第1項・第5条第1項（帳簿の場合）又は第4条第2項若しくは第3項・第5条第2項（書類の場合）の承認）を受けている場合は、国税における第7条第1項の届出の状況等を記載する。
関税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存等の変更の届出書（C―9340）
⑴　申請先税関長
申請先の税関名を○で囲む。（複数の税関長に提出する場合には複数の税関名を○で囲む）
⑵　本文
特例輸入者が申請する場合は「関税法第7条の9第2項」の文字を、特定輸出者が申請する場合は「第67条の8第2項」の文字を、それ以外の輸出入者が申請する場合は「第94条第3項」の文字をそれぞれ○で囲む。
⑶　「1 所轄外税関長を経由して提出する理由」欄には、この申請書を所轄外税関長を経由して提出する場合に、その理由を記載する。
⑷　「２　変更しようとする事項に係る関税関係帳簿書類の種類名称」の各欄
イ　「帳簿書類の種類名称」欄には、変更しようとする事項に係る帳簿書類の種類名称を「仕入帳」「成分分析表」等のように記載する。
ロ　「当初の承認を受けた年月日等」欄には、変更しようとする事項に係る帳簿書類について電磁的記録等による保存等の承認を受けた年月日又は承認があったとみなされた年月日を記載する。
ハ　「保存方法」欄は、変更しようとする事項に係る帳簿書類の保存方法が、電磁的記録による保存の場合は「電磁的記録」の、ＣＯＭによる保存の場合は「ＣＯＭ」の、スキャナによる保存の場合には「スキャナ」の文言の前の□（チェック欄）にレ点を記入する。
ニ 「保存場所」欄には、変更しようとする事項に係る帳簿書類に係る保存媒体の保存場所を記載する。
⑸　「３ 変更しようとする事項及び変更の内容」欄には、変更しようとする事項及びその変更の内容を具体的に記載する。
⑹　「４ その他参考となる事項」欄には、システムの変更を行い、変更前のシステムに係る電磁的記録を書面に出力して保存することとした場合、要件に従って変更前のシステムに係る電磁的記録の保存等をすることが困難な事情並びに書面により保存をする帳簿書類の書類及び残りの保存期間を記載する。
また、国税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存等の承認（第４条第１項・第５条第１項（帳簿の場合）又は第４条第２項若しくは第３項・第５条第２項（書類の場合）の承認）を受けている場合は、国税における第７条第２項の届出の状況等を記載する。
関税定率法関係
変質・損傷減税明細書（T―1010）
「減免税条項該当申告区分」欄には、関税の軽滅を受ける根拠法令の条項を記載する。例えば、変質、損傷等の場合の減税の場合は、「関税定率法第10条第1項」、営農用機械類の用途外使用に伴う関税の軽減の場合は、「関税暫定措置法第10条」と記載する。
「変質、損傷の原因」欄には、損傷等が生じた原因について具体的に記載する。例えば、「20号台風による高潮に冠水したため」「長期間展示による材質変化」等と記載する。
「変質、損傷の程度」欄には、例えば、「輸入大豆5,000トンのうち、1,500トンが腐敗」等と記載する。
「関税の軽減を受けようとする額及びその計算の基礎」欄には、関税の軽減額及びその軽減額を算出する基礎となつた算式及び税番の適用、並びに関税定率法施行令第2条第1項第1号((変質、損傷による価値の減少に基づく価格の低下分に対応する額の減税))又は第2号((変質、損傷後における性質及び数量により課税した場合における控除額))のいずれの適用を受けるかを明らかにする。
○　この証明書には、具体的減税要求額の証明として保険会社の調査資料等あるいは変質若しくは損傷の事由を証する書類（例えば海難を証する書類）があれば、これを添付する。
被災貨物届出書（T―1020）
「被害の状況」欄には、震災等により被った損害の状態及び程度について、具体的、かつ、詳細に記載する。例えば、「火災により倉庫が類焼し、倉庫内に蔵置中の酒類（ウィスキー）のたるが焼失し、そのため貯蔵原酒が流失した。」と記載する。
特例申告貨物にあつては、「輸入許可年月日及び輸入許可書の番号」欄に特例申告書の提出年月日及び特例申告書の番号を記載する。
「その他参考となるべき事項」欄には、被災貨物に関連する事項のうち、被災貨物の確認又は被災貨物の税額の算出方法等につき、参考となるべき事項があれば記載する。
被災貨物についての関税払戻し（減額・控除）申請書（T―1040）
特例貨物にあっては、「輸入許可の年月日及び番号」欄に、特例申告書の提出年月日及び特例申告書の番号を記載する。
「記号番号」、「品名」、「数量」、「価格」及び「関税の額」の各欄には、被災貨物届出書の「被災貨物」の欄に記載されている「記号番号」等で税関の確認を受けたものを記入する。
「関税の払戻し（減額・控除）を受けようとする額及びその計算の基礎」欄には、関税の払戻し（減額・控除）を受けようとする具体的要求額を記載し、かつ、その要求額の計算の基礎となつた算出方式を明らかにする。具体的払戻し（減額・控除）額の証明として、被災貨物について保険会社の調査資料等がある場合には、これを添付する。
加工・修繕輸出貨物確認申告書（T―1050）
「貨物の性質、形状の明細」欄には、輸出貨物全般の性質及び形状、記号、番号のほか、加工又は修繕をする部分の性質、形状、記号、番号その他その貨物が再輸入される際にその同一性を確認するのに便宜な事項を記載する。
「輸出申告価格の計算の基礎」欄には、修繕のためのものにあつては、輸出貨物の購入価額、使用期間、輸出の際の価格、船積みまでに要する諸費用等を記載し、加工のためのものにあつては、製造原価（通常の一般管理費及び利潤を含む。）、船積みまでに要する諸費用等を記載する。
「加工又は修繕の明細」欄には、輸出先で行われる加工又は修繕の概略説明を記載するほか、加工費又は修繕費の内訳、加工の場合の歩留り、加工又は修繕部分が取替え輸入されるものであるかどうか等を併せて記載する。
「本邦において加工することが困難な理由」欄には、我が国において加工することが、技術的観点からどのように困難であるか、あるいは特許権によつて実際上禁止されている事情について、具体的に、かつ詳細に記載する。
「その他参考となるべき事項」欄には、輸出貨物の仕向国までの運賃及び保険料、仕向国の陸揚（取卸し）港から加工地又は修繕地までの運送方法等を記載する。
なお、輸出申告の時までに運賃等が未定の場合には、事後記載して差し支えない。
加工・修繕・組立製品減免税明細書（T―1060）
「輸入貨物」欄中「記号番号」、「品名」、「数量」欄には、輸入製品等自体に付された記号番号、輸入製品等の品名及び輸入製品等の数量を記載する。なお、輸入製品等に記号、番号が付されていない場合には記載を必要としない。
「輸出貨物」欄には、減免税を受けようとする製品等に原材料等として使用された輸出原材料明細等輸出貨物に係る内容を記載する。
「記号番号」欄には、包装に付されたものではなく、輸出貨物自体に付されたものを記載するものとするが、輸出貨物自体に記号及び番号が付されていない場合には記載する必要がない。
「関税の軽減を受けようとする額及びその計算の基礎」欄には、申告に係る製品の関税額から軽減されるべき減税額を明記し、その計算の基礎となった算式を記載する。

「加工又は修繕の明細」欄には、輸出先で行われる加工又は修繕の概略説明を記載する。 
製造用原料品・輸出貨物製造用原料品製造工場承認申請書（T―1070）
「工場の構造及び面積」欄には、承認を受けようとする製造工場の建築上の構造及び面積を記載する。
なお、面積は、平方メートルで記載する。
(例)　鉄筋コンクリート建　250㎡
「承認期間」欄には、製造の期間を勘案し、承認を受けようとする期間を記載する。
「製造工場に入れる減免税又は譲許の便益適用原料品の品名」欄には、関税の軽減、免除又は譲許の便益の適用を受けて、配合飼料等の製造に使用しようとする輸入原料品の品名（例えば、「とうもろこし」、「変性糖みつ」、「小麦」）を記載する。
「製造の方法、計画並びに製品の品名」欄には、製品の製造方法（例えば、真空結晶方式等）、原料の投入及び製品の製造計画並びに製品名（例えば、第一種配合飼料、ビタミンＣ等）を記載する。
製造用原料品・輸出貨物製造用原料品減免税明細書（T―1100）
「免税条項該当申告区分」欄には、輸入原料品の関税の減免税について適用を受けようとする関税定率法の条項を次の要領で記載する。
配合飼料等の製造用原料品の場合………関税定率法第13条第1項
ビタミンC等の輸出貨物製造用原料品の場合……関税定率法第19条第1項
「関税の軽減又は免除を受けようとする原料品」欄には、この減免税明細書を添付する輸入（納税）申告書に記載されている品名、数量を記載する。
「製造の期間」欄には、関税の軽減又は免除を受けようとする原料品による製造の期間を記載する。
なお、輸出貨物製造用原料品の場合には、製造の期間のほか、製品の輸出予定時期までの期間を記載する。
製造用原料品・輸出貨物製造用原料品と同種の他の原料品との
混用承認申請書（Ｔ－1110）
特例申告貨物にあっては、「減免税又は譲許の便益適用輸入原料品」欄のうち、「輸入許可の年月日及び許可番号」欄に、特例申告書の提出年月日及びその特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
製造用原料品・輸出貨物製造用原料品による製造終了届（T―1120）
「製造用（輸出貨物製造用）原料品」欄には、関税の軽減又は免除を受けた輸入原料品で、「製品」の欄に記載した製品の製造に使用した輸入貨物の品名及び数量を記載する。
「混じて使用した同種原料品」欄には、同種原料品の混用承認を受けて使用した国産原料品等「同種原料品」の品名及び数量を記載する。
特例申告貨物にあっては、「輸入許可の年月日及びその番号」欄に、特例申告書の提出年月日及びその特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
飼料製造用原料品による製造終了届（T―1130）
「製造終了届番号」欄には、製造工場ごとに暦年別の一連番号を記載する。例えば、昭和61年と届け出る場合には、「61―1」、「61―2」のように記載する。
なお、1件の製造終了届が2枚以上にわたるときは、更に枝番を付し、「61―1―1」、「61―1―2」のように記載する。
「届出者」欄には、当該製造工場の承認を受けた者（権限を委任しているときは、その委任を受けた者）の住所及び氏名（法人にあつては、その法人の名称及び代表者の氏名）を記載する。
「製造期間」欄には、第1種承認工場にあっては、当該製造に要した実際の作業期間ではなく、月例的に行う棚卸しの日を基準とし、前月棚卸しの日の翌日から当月の棚卸しの日までの期間を記載するすなわち、毎月25日に定期的棚卸しを行う工場において、実際には、
　幼雛用を　　
1月27日～2月15日　の期間に
　中雛用を　　
2月10日～2月20日　の期間に
　大雛用を　　
2月
 7日～2月22日　の期間に
製造しても、記載する製造期間は、1月27日から2月22日までではなく、1月26日から2月25日までとして記載する。第2種承認工場にあっては、当該製造に要した実際の作業期間を記載する。
「製品」欄のうち「品名」欄には、包括的に「配合飼料」と記載する。ただし、通常の配合飼料と異なる製造歩留りの適用を受けるペット・フードなどにあっては、区分して計上させる必要があるので、終了届のページを改めて記載し、その「品名」欄には、「配合飼料（ペット・フード）」のように記載する。
「数量」欄には、各銘柄別に区分計上する必要はなく、当該製造期間中に製造された各銘柄製品出来高を集計した総重量を計上する。
なお、この場合、袋物にあっては、各製品に表示された入れ目を含まない重量を、1袋当たりの重量として計算する。
「歩留計算表」欄のうち、「使用免税・譲許の便益適用原料品名」欄には、当該製造に使用したすべての製造用免税原料品及び製造用譲許の便益適用原料品（以下「免税等原料品」という）の品名を記載する。
	「理論含有量
	欄には、分子には、「製造終了届明細表」に設けられている「製造用原

	
  実使用数量」
	


料品」の「理論含有量」欄記載数値の各免税等原料品別集計値を計上する。分母には、棚卸し方式により確定した各免税等原料品別実使用高を計上する。
なお、棚卸し方式とは、各免税等原料品の月間実使用数量を、それぞれ
	

	前月棚卸時確定した免税等原料品在庫数量
	+
	前月棚卸時確定した免税等原料品仕掛数量
	+
	免税等原料品の当月受入数量
	
	－
	

	当月棚卸時確定した免税等原料品在庫数量
	+
	当月棚卸時確定した免税等原料品仕掛数量
	

	
	
	
	
	
	
	
	=
	
	当月製造された全銘柄製品の製造に使用された免税等原料品の実使用高
	


の計算式により算出把握する方法をいい、棚卸しの際の在庫数量及び仕掛数量の確定方法は、次のとおりである。
⑴　袋もの（1袋当たりの正味重量）×（袋数）=（袋もの在庫数量）
⑵　サイロ蔵置のバラ物　次のいずれかの方法による。
	
	
	空間検尺を行つて、その平均値を求めサイロ・テーブルにより算出した体積
	
	×(原料の比重)=(バラ物在庫数量）


　前記の方法による在庫数量との差が検尺誤差（1以下）とみられる範囲内であ
	るときは、
	
	前月繰越在庫数量
	＋
	当月受入数 量
	
	＋
	
	スケールにより記録されたサイロからの搬出数量
	
	＝（バラ物在庫数量）


⑶　糖みつ　次のいずれかの方法による。
	
	
	タンク検尺を行い、温度比重を測定し、タンク・テーブルによつて算出した数量
	
	＋
	
	パイプラインの数量
	
	=(在庫数量)


　検尺誤差が大きい場合
 (前月繰越残数量)+(当月受入数量)－(当月搬出数量)=(在庫数量)
⑷　半製品及び仕掛品
　原料ビン内の仕掛品は、空間検尺により算出する。
　半製品タンク内の仕掛品は、空間検尺により算出した数量から、それぞれの配合割合によつて各免税等原料品別数量を算出する。例えば
　　　(仕掛半製品の数量)×(とうもろこしの配合)=(とうもろこしの仕掛数量)
　上記及び以外の仕掛品については、作業を停止し、すべて袋詰にして看貫する。
「実績歩留り」欄には、
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「理論含有量

欄の(分子)÷(分母)×100の数値を記載する。この場合、小数点以下2位まで算出し、四捨五入して1位に留める。
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欄には、分子には、「製造終了届」に設けられている「製品」の「数量」欄記載の数値を計上する。分母には、「製造終了届」下欄の（「免税・譲許の便益適用原料品合計使用数量」欄記載数量＋「免税・譲許の便益適用原料品以外の原料品合計使用数量」欄記載数量）の数値を計上する。
「製造歩留り」欄には、
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欄の(分子)÷(分母)×100の数値を記載する。この場合、小数点以下3位まで算出し、四捨五入して2位に留める。
特例申告貨物にあっては、「製造用原料品」欄のうち、「輸入許可番号」欄に特例申告書の番号を、「輸入許可年月日」欄に特例申告書の提出年月日をかっこ書で併記する。
「製造用原料品」欄のうち「輸入許可番号」ほかの各欄には、棚卸しにより確定した各免税等原料品の実使用数量を先入先出方式により、既に搬入されている古い輸入許可荷口分から順次使用したことにし、各免税等原料品ごとに大別して列記する。
なお、関税定率法施行令第9条第1項第2号に基づく届出事項となっている「輸入の許可に係る税関」については、便宜「輸入許可番号」欄に併記し、その方法は、税関符号によって差し支えない。
「残数量」欄には、当該製造工場に在庫する総残数量を記載する必要はなく、当該製造終了届に列記された輸入許可単位ごとの残数量のみを記載する。
「混じて使用した同種又はその他の原料品」欄のうち「品名」及び「数量」欄には、関税定率法第13条第4項の規定による税関長の承認を受けて使用した同種原料品については、別掲し、その他の原料品については、検査に支障がない範囲で適宜集約（例えば、穀類、芋類その他のでん粉質植物類,そうこうその他の飼料用植物類、豆類、高たんぱく質植物加工品類、植物性油かす類、飼料用動物質類、油脂類、飼料用添加物類等）して計上して差し支えない。
「備考」欄には、例えば、混用使用承認番号など、注記を必要とする事項を記載する。
「免税・譲許の便益適用原料品合計使用数量」欄には、棚卸し方式により確定した各免税等原料品の当月使用数量を合計した数値を計上する。この数値は、製造終了届中、「製造用原料品」の「数量」欄記載数値の集計値とも一致する。
「免税・譲許の便益適用原料品以外の原料品合計使用数量」欄には、当該製造終了届中欄「混じて使用した同種又はその他の原料品」の「数量」欄記載数値の合計値を計上する。
＜飼料製造用原料品による製造終了届明細表の記入要領＞
「製造終了届番号」欄には、（暦年別)－(製造終了届番号)－(製造明細表頁数）を記載する。例えば、61―1―3（昭和61年に届け出る最初の製造終了届の製造明細表の第3頁目の意）のように記載する。
「製品」欄のうち
「銘柄名」欄には、当月製造した製品の、個々の銘柄名を記載する。例えば「幼雛1号」などと記載する。
なお、同一銘柄名の製品であつても、配合割合の異なるものは、別銘柄製品として記載する。
「数量」欄には、当該銘柄別製品の出来高を計上する。ただし、当該銘柄製品製造時において再生作業（破袋若しくは返品など、品質の低下した製品を同一配合割合製品の製造の際、製造工程に再投入して復元再生すること。）が行われたときは、その再生分を出来高に含めないよう留意する。
「内訳」欄には、当該銘柄別製品ごとの、包装荷姿別、袋数並びにその数量を計上する。例えば、
	製 品

	銘 柄 名
	数 量

	

	完全配合飼料 幼雛1 号
	19,500㎏
	

	
	内　　訳
	@  20 ㎏ ×100B/G 
	2.000㎏
	

	
	
	@  50 ㎏ × 50B/G
	2.500㎏
	

	
	
	@
	トランスバック
500 ㎏× 20B/G
	10,000㎏
	

	
	
	@ バラ   ×   B/G
	5,000㎏

	

	
	
	@        ×   B/G
	
	

	
	再生分
	＠     ㎏×   B/G
	
	


のように記載する。
「再生分」欄には、当該銘柄製品製造の際、再生作業が併せて行われたときは、その実態を再生処理簿により把握し、その再生高の集計値を計上する。
「製造用原料品」欄のうち
「品名」欄には、当該銘柄製品の製造に使用した各免税等原料品の品名を記載する。
なお、記載に際しては、輸入許可書ごとに区別する必要はない。
「理論含有量」欄には、（当該銘柄製品出来高)×(各免税等原料品の配合率）の計算式により、各免税等原料品ごとに算出した数値を記載する。
「混じて使用した同種又はその他の原料品」欄のうち
「品名」欄には、当該銘柄製品の製造に使用した「免税等原料品以外の原料品」を類別で記載する。
なお、その記載要領は、製造終了届の「混じて使用した同種又はその他の原料品」欄に準ずる。
「理論含有量」欄には、（当該銘柄製品出来高)×（「免税等原料品」以外の各原料品の配合率）の計算式により、それぞれ算出した数値を記載する。
「備考」欄には、注記を必要とする事項を記載する。
用途外使用等承認申請書（Ｔ－1140）
特例申告貨物にあっては、「輸入許可の年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書等の番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
「関税の軽減又は免除を受けた用途」欄には、原料品について関税の減免を受けた用途（例えば、配合飼料の製造用、輸出用のビタミンＣの製造用等）又は軽減税率の適用を受けた用途を記載する。
「蔵置場所又は使用していた場所」欄には、用途外使用等に供しようとする原料品を製品の製造に使用していた製造工場又は軽減税率適用貨物を使用していた場所の名称及び所在地を記載する。
「承認を受けようとする理由」欄には、用途外使用等に供しようとする理由で、その用途外使用等がやむを得ないものについて、具体的に記載する。
製造用原料品等の亡失届（Ｔ－1150）
特例申告貨物にあっては、「原料品」欄のうち、「輸入許可の年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記し、「製品」欄のうち、「当該原料品の輸入許可の年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「当該原料品の輸入許可書番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
「亡失した事由」欄には、原料品又は製品が亡失した原因、理由（例えば、集中豪雨による浸水のため流失等）を記載する。
製造用原料品等の滅却承認申請書（Ｔ－1160）
特例申告貨物にあっては、「原料品」欄のうち、「輸入許可の年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記し、「製品」欄のうち、「当該原料品の輸入許可の年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「当該原料品の輸入許可書番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
「滅却の方法」欄には、具体的な方法（例えば、焼却、土中埋没、海中投棄等）を記載する。
「滅却の事由」欄には、滅却が必要な理由、原因（例えば、法令の規則による焼却を命ぜられたとか、品質が低下して商品価値がないため等）を記載する。
製造用原料品等の譲渡届（Ｔ－1170）
「数量」欄には、製造用原料品の輸入許可書（特例申告貨物にあっては、特例申告書。以下同じ。）に記載されている数量のうち、譲渡しようとする数量を記載する。
「軽減又は免除を受けた関税の額」欄には、製造用原料品の輸入許可書に記載されている「減免税額」のうち、譲渡しようとする数量に対応する減免税額を記載する。
「譲渡しようとする理由」欄には、届出に係る製造用原料品を譲渡しようとする理由を具体的に、かつ、詳細に記載するとともに、譲渡先の承認工場における用途を記載する。
特特例申告貨物にあっては、「輸入許可年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
輸入原料品等の関税の額の証明申出書（T―1180）
「軽減、免除又は払戻しを受けた関税の額とその算出根拠」欄には、再輸出免税又は輸出貨物の製造用原料品の減免戻税等の適用を受けている貨物の場合に「数量」欄に記載された数量に対応するその減免戻税の額を円単位まで記載し、その算出根拠を記載する。
「保税作業によつたため課されなかつた関税の額とその算出根拠」欄には、保税作業によつてできた製品の場合に、再輸入される製品の数量に対応する原料品について課されなかつた関税額を円単位まで記載し、その算出根拠を記載する。
水産物加工製品についての承認申請書（T―1190）
「加工（又は製造）前の水産物の品名及び数量並びに購入先」欄には、加工又は製造するために原料品として購入予定の水産物の品名及び数量並びにその水産物の売主（仕入書の署名者）の名称等を記載する。
「加工（又は製造）に使用する水産物以外の外国貨物の使用前の品名及び数量」欄には、水産物を加工又は製造するために外国貨物を使用し、その外国貨物が水産物加工製品に付加されて輸入される場合に、その使用する外国貨物の使用前の品名及び数量を記載する。
「加工（又は製造）を必要とする理由」欄には、外国の船舶によつて採補された水産物を我が国に輸入するまでの間に加工又は製造しなければならない理由を具体的に記載する。
「加工（又は製造）を行おうとする水域及び加工（又は製造）期間」欄には、水産物に加工又は製造を行う船舶が加工又は製造期間中に停泊又は運航する水域（例えば、「〇○○沿岸水域」）を具体的に記載するとともに、必要があれば簡単な略図を添付してその水域を明示する。また、加工又は製造に要する予定期間を併せて記載する。
「輸入しようとする製品の品名及び数量」欄には、水産物に船舶内で加工又は製造を行つた後、その製品を我が国に輸入する際の性状による品名及び予定数量を記載する。
水産物加工製品減税明細書（T―1200）
「軽減を受けようとする製品」の項には、外国の船舶が採補した水産物を我が国の出漁船舶内において加工し、又は製造して得た製品で輸入しようとするものの品名及び数量を記載する。
「加工（又は製造）前の水産物」の項には、我が国の出漁船舶内において加工又は製造する前の水産物の品名、数量及び価額を記載する。
「軽減を受けようとする関税の額及びその計算の基礎」の項には、関税の軽減額及びその軽減額を算出する基礎となつた算式（製品の関税の額―水産物が加工又は製造前の性質及び数量により輸入されるものとした場合の関税の額）を記載するとともに、その算式に必要な製品の関税の額等の算出根拠も併せて記載する。
なお、加工又は製造の際、水産物以外の外国貨物を使用した場合には、製品の関税の額等の算出に当たつてその外国貨物を含めて所定の方法により計算した旨を算式の中において明示する。
国等以外の者の経営する施設指定申請書（T―1210）
「申請者」の項には、申請者が各種学校にあつては学校長、その他の施設にあつてはその施設の管理者名を、「住所」の項には、学校又は施設の所在地を、「氏名又は名称」の項には、その学校又は施設の名称とその管理者としての学校長名又は管理者名を記載し、職印を押なつする。
「施設又は学校の目的」の項には、定款又は学則等に定められているその学校又は施設の設置の目的を簡潔に記載する。
「施設又は学校の名称、位置及び設立の年月日」の項には、指定を申請する学校又は施設の正しい名称、位置（番地まで）及び設立の年月日を、例えば、「財団法人××協会××県××市××町××番地　昭和○○年○月○日」のように記載する。
「規則、規約又は学則」の項には、定款、寄付行為等の内容を記載するが、これらについての印刷物又はこれを表示するしおり、学校案内等のある場合には、これを添付し、本項には「別紙」と記載する。
「学校の場合は生徒の定員」の項には、各種学校について指定を申請する場合に限り、定款、学則等に定められている生徒の定員を記載する。
「施設又は学校の設備」の項には、指定を申請する施設又は学校の建物、敷地の大きさ及び管理している機械、器具等を記載する。これらについて別添書類に明細の書類があるときは、本項は「別紙」と記載する。
「経費及び維持の方法」の項には、施設又は学校を維持してゆくための収入の方法を、例えば、「××組合からの寄付及び会費」のように記載する。
○　各種学校にあつては、都道府県知事の設置認可証明書又は認可証の写し、寄付行為、学則、学校設置の沿革、学校運営に関する計画書、その他参考となるべき事項（輸入予定物品等）を記載した書面、また博物館、物品陳列所、研究所等にあつては、公益法人として主務官庁の許可又は許可を受けていることを証する書類（登記謄（抄）本）、寄付行為、設立の沿革、事業計画書、予算書又は決算書、その他参考となるべき事項（輸入予定物品等）を記載した書面）を添付する。
	標本・学術研究用品等
	免税明細書（T―1220）
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「年月日」欄には、輸入（納税）申告書に記載されている申告年月日を記載する。
「提出者」欄には、免税を受ける資格のある上記施設又は学校の住所及び名称を記載し、その代表者、施設の管理者又は学校長の職名及び氏名を記載し、職印を押なつする。
「申告番号」欄には、輸入（納税）申告書の申告番号を記載する。
「免税条項該当申告区分」欄には、定率法第15条第1項の該当する号番号を記載する。
「寄贈者の住所、氏名又は名称」欄には、輸入貨物が寄贈物品である場合に、当該事項を記載する。
「陳列又は使用の目的」欄には、学術研究、教育といつた目的を具体的に記載することとするが、「学術研究」については、その実体を明らかにするため、次の要領によつて記載する。
⑴　申請に係る物品を使用して行う「学術研究の課題」、例えば、「××物質の××の状態に関する研究」というような総括的な研究テーマを記載する。
⑵　その物品を使用して「なにをするか」を、例えば⑴の研究を行うために「なにを測定する必要がある」あるいは「××の状態が予想されるので調査する必要がある」というように具体的に記載する。
⑶　その物品の「必要性、適合性」、例えば、「この物品が、なぜ必要か」、「他の物品でも可能であるが、どんな理由でこの物品を選んだか」等を記載する。
⑷　その物品の「利用価値」、例えば、「得たデータをどのように処理し、検討し、あるいはどのように集計したり、分析したりして、いかなる結果を求めるか」又はその結果を「いかに利用するか」等を記載する。
「陳列又は使用の方法」欄には、陳列の方法、使用の実体、操作の実体について記載する。すなわち、「その物品がどのように操作、使用され、どのように働き、どのような結果をもたらすか」を説明する。単に「電源につないで使用する」あるいは「分析を行う」という表現ではなく、例えば、次のように記載する。
⑴　電気機械の場合……ブロツク図、結線図を用いた説明
⑵　分析機器の場合……原理図、構造図を用いた説明
なお、当該物品が他の物品と組み合わされて使用される場合には、他の物品がどのようなものであるか（その品名、用途、機械等、輸入品か国産品かの別<輸入品である場合は、免税品か課税済品かの別>、その物品と結合状態又は組み合わせて使用する必要性）を記載する。
「陳列又は使用の場所」欄には、陳列又は使用の具体的場所を記載し、特に学術研究用品については、単に「××研究所」という記載ではなく、その物品を使用する場所を、例えば、「××町××番地、××研究所内××研究室」というように具体的に記載する。ただし、1個の物品を多数の研究室で使用する場合には、それぞれの場所を併記すれば足りる。
なお、使用場所の業務内容からみて、専ら研究目的に使用することが客観的に認定し得ない場合（例えば、大学医学部において免税を受けた物品をその附属病院に設置する場合）があるが、これらの場合には、それが「学術研究用に供されるものであること」を積極的に何らかの書類（校則、定款等）によつて証明し、設置場所について合理的な裏付けをする必要がある。
「同種品又は類似品について免税を受けたことがあるかどうか」欄には、免税を受けようとする施設が以前にも同種又は類似品について免税を受けている場合には、単に「あり」ではなく、その「品名、数量、輸入年月日、輸入申告番号」等を記載する。
「学術研究用品については新規発明品であること又は本邦において製作困難である事由」欄には、学術研究用品の場合にのみ記載し、標本、参考品、教育用フィルム等については記載する必要はない。
学術研究用品について「本邦において製作困難である事由」の記載に当たつては、単に「本邦において製作困難」又は「国産品は性能的に信頼できない」という抽象的表現は避け、国産困難であるという結論になつた経過、理由等を具体的に記載する。例えば、次のような要領で記載する。
⑴　同種の国産品がある場合
　国産品の製造会社名、型式、銘柄
　輸入品及び国産品の性能、特徴その他の比較
　輸入品及び国産品の長所、短所（と一括して表示してもよい）
　国産品では学術研究の目的が達せられない理由（輸入品でなければいけない理由）、したがつて、単に既設の本体、関連装置との関係からサイズが合致しないという程度の理由では不十分であり、性能その他の点で根本的な相違があり、学術研究のためには、輸入品でなければならない理由を明らかにする。
⑵　類似の国産品がある場合
上記⑴に準ずる。この場合、国産品で代替できない理由があれば、その理由を記載する。
⑶　国産品が全くない場合
今後国産することを予定している製造会社等がある場合は、その名称、予定銘柄等及び現在国産されていない理由、例えば、原材料がない事実、技術的に困難な点、その理由、販路が少ないために製作していない場合にはその経済的理由等を記載する。
⑷　特殊事情
免税を受けようとする物品が特殊の性格のものである場合は、その事実を記載する。ただし、長年月使い慣れているなどの事情は、特殊事情とは認めない。
特殊事情の例は、次のようなものである。
　輸入する物品よりも優れた国産品が製作されている場合であつても、その輸入品が複原器等の性格を有し、他の物品に対して基準となるようなもの
　諸外国との共同研究を行つている場合等において、データの統一を行う必要から全く同じ物品を用いる必要がある場合
　重要機械類の免税に該当する場合又は船舶修繕用品として、我が国において製作することが困難であると認めて財務大臣が指定又は承認したもの
○　明細書は2通提出することになつているが、免税額が100万円以上の場合は、3通提出する。
国産困難等の確認申請書（T―1250）
「数量」及び「価格」欄には、その物品の輸入予定数量及び価格を記載するものとし、数種の物品から構成されている装置等の場合の数量は、「Set」又は「組」で記載し、構成する物品の明細書を別紙として添付する。また、価格は、ＣＩＦによることを原則とするが、ＣＩＦ価格の記載が困難な場合には、他の建値によって記載しても差し支えない。
「用途」欄には、確認を受けようとする物品の用途を、例えば、「……機のエンジン油の汚染、変質等の測定用」等と記載する。
「使用場所」欄には、地上設備用の物品にあっては、これを設置する場所の住所及び名称を、また、機上装備用の物品にあっては、これを取り付ける航空機等が本拠としている場所の住所及び名称を記載する。
「製造者」及び「製造地」欄には、その物品の製造会社名並びにその製造工場の所在地及び国名を記載する。
「輸入の目的」欄には、この申請に係る物品を輸入して取り付ける航空機及び取付け箇所を記載するほか、その必要性、適合性及び利用価値等のほか、これを輸入することによって得られる効果を詳細に記載する。
「輸入予定時期」及び「輸入予定地」欄には、当該物品の輸入申告の予定年月日及び輸入申告予定地名（特例申告貨物にあっては、特例申告書の提出予定年月日及びその提出予定地名をかっこ書で併記する。）を記載する（例えば、令和○○年○月上旬、羽田）。
「同種品又は類似品について承認の有無」欄には、確認を受けようとする新規発明品等が、以前にも同種又は類似品について確認を受けている場合に、その品名、数量、確認税関名、確認年月日及び確認番号等を、また、同一申請者が2以上の税関に対し同種物品の確認申請を同時に行つている場合には、その申請税関名及び申請年月日を記載する。
なお、該当がない場合には、「なし」と記載する。
「新規の発明品又は、本邦において製作困難であることの事由」欄には、新規発明品又は国産困難なものであることの理由等を具体的に記載する。例えば、次のような要領で記載する。
⑴　同種又は類似の国産品がある場合
　国産品の製造会社名、銘柄及び型式
　申請物品と国産品との性能、特徴及びその他の点における比較
　性能その他の点で根本的な相違があり、国産品ではその目的が達せられず、申請物品でなければならない理由
⑵　国産品が全くない場合
今後国産することを予定している製造会社等があれば、その会社名、完成予定時期及び銘柄等及び現在国産されていない理由（例えば、原材料がない事実、技術的に困難な点、その理由、販路が少ないため製作していない場合には、その経済的理由等）を記載する。
⑶　特殊事情による場合
数種の物品から構成されている装置等の一構成部品に係る確認申請であって、部品そのものは国産品の方が優れているが、装置としての性能では、申請物品を使用したときの方が優っている場合には、その詳細等を記載する。
機械類等免税明細書（T―1270）
「提出（申請）者」欄には、免税競を受けるる資格のある貨物の使用者の住所及び氏名又は名称（輸入者が法人である場合は、その法人の所在地、名称並びに代表権者の氏名）を記入し、押印又は署名（法人の場合、社印若しくは代表権者の押印又は署名のいずれか）する。「航空機安全発着等物品の免税」についての明細書の提出者は、貨物を装備（設置）し、又は装備（設置）るために製作する者の名によつて行わせて差し支えない。
(注)　使用者の代理者（輸入商社、通関業者）についても、使用者との間にそれぞれ委任関係が明確であれば、この明細書の提出者になることができる。この場合には、その委任関係を証する「委任状」を添付する。
「型式」欄には、機械類等の構造を示す表示、例えば、「沸騰水型」、「噴流式」等を記載する。
「性能」欄には、機械類等の性状及び能力を示す表示、例えば、長さ、幅、容積等の性状及び馬力、推力、出力等を記載する。
「数量」欄には、輸入（納税）申告書に記載されている免税物品に係る数量を記載する。
「価格」欄には、輸入（納税）申告書に記載されている免税物品に係る価格を記載する。
「用途」欄には、機械類等の用途を具体的、かつ、詳細に記載する。
「使用目的」欄には、機械類等が使用される目的を具体的（例えば、航空機の発着等を安全にするための地上設備として計器着陸誘導の際使用するため等）に記載する。
「使用方法」欄には、機械類等を使用する際の方法を詳細に記載する。
「使用場所」欄には、機械類等を使用する場所の所在地及び工場名等を記載する。
「製造者・製造地」欄には、機械類等のメーカー名及び原産地名を記載する。
なお、「航空機部分品等の免除」の場合、航空機、航空機に使用する部分品及び宇宙開発の用に供する部品の素材については、その使用する場所は税関長の承認を受けることを要するので、使用する工場の名称及び所在地を明確に記載する。
自動車等の引越荷物免税申請書（T―1280）
「自動車（船舶、航空機）の名称」、「型式」、「年式」、「機関番号」欄には、例えば、「Ford,　Sedan　4door,　1968、　C／N　……　E／N　……」等と記載する。
用途外使用に該当しない用途の使用届（Ｔ－1285）
特例申告貨物にあっては、「輸入の許可の年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書の番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
特定用途（再輸出）免税貨物用途外使用届（Ｔ－1290）
特特例申告貨物にあっては、「輸入許可の年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記するとともに、この届出書に添付する「輸入許可書又はこれに代わる税関の証明書」に代えて、特例申告書を提出したことを証する書類を添付する。
特定用途免税貨物の用途外使用変質（損傷）減税申請書（Ｔ－1300）
特例申告貨物にあっては、「輸入許可の年月日及びその番号」欄に、特例申告書の提出年月日及びその特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
免税物品使用場所変更届（Ｔ－1310）
特例申告貨物にあっては、「輸入許可の年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書の番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
特定用途免税貨物譲渡届（Ｔ－1320）
特例申告貨物にあっては、「輸入許可年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
「関税の免除を受けた用途」欄及び「関税の免除を受けた使用場所」欄には、譲渡しようとする特定用途免税物品が輸入の際、特定用途免税の適用を受けたその用途及び使用場所（変更があったため、税関に「特定用途免税貨物使用場所変更届」を提出した場合には、その変更届に記載した変更後の使用場所）を記載する。
外交官用自動車損傷減税申請書（T―1330）
「新用途」欄には、免税の用途以外に使用しようとする新しい用途（××に売却等）を具体的に記載する。
「新用途に供しようとする事由」欄には、上記新用途に使用する理由を具体的に、例えば「帰国命令が出たが、緊急のため他の免税特権者に譲渡できない」等と記載する。
「減耗その他損傷の概要及び輸入後の走行哩数」欄には、損傷の概要を、例えば「右ヘッドライト破損、タイヤ使用不能」のように具体的に記載し、輸入後減税申請時までの走行哩数を記載する。
再輸出貨物減免税明細書（T―1340）
「輸入の目的」欄には、例えば「××に取り付けて輸出するため」、「××博覧会に出品するため」等具体的に記載する。
「使用場所」欄には、再輸出までの間その物品を使用する場所を、例えば「××町××番地××工場」というように具体的に記載する。
なお、２以上の場所で使用する場合には、それぞれの場所を併記するか又は計画表を添付する。
一時輸出入のための通関手続書類（T―1345）
　　　　　　　　　　　　　　　　
Ⅰ　輸出申告書の記載要領
「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」及び「Ｇ」欄には、一時輸出入のための通関手続書類（以下「特別通関手帳」という。）の表紙の表面の記載事項と同一の内容を記載する。
「Ｄ」欄には、輸出物品の積載船（機）名、出港予定年月日及び仕向地を記載する。
Ⅱ　輸入（納税）申告書（免税明細書兼用）の記載要領
「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」及び「Ｋ」欄には、特別通関手帳の表紙の表面の記載事項と同一の内容を記載する。
「Ｃ」欄に記入する物品の用途は、関税定率法第17条第１項各号（第１号、第４号及び第11号を除く。）((再輸出免税))の規定の表現に即した表現（例えば、商品見本（Commercial samples））により記載する。
「Ｆ」欄には、輸入物品の積載船（機）名、入港予定年月日及び積出地を記載する。
Ⅲ　再輸出申告書の記載要領
「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」及び「Ｇ」欄には、特別通関手帳の表紙の表面の記載事項と同一の内容を記載する。
「Ｄ」欄には、再輸出物品の積載船（機）名、出港予定年月日及び仕向地を記載する。
「Ｆｂ）」欄には、当該特別通関手帳に係る一時輸入物品で、その再輸出期間内に再輸出されないものがある場合に、当該再輸出されない物品に係る特別通関手帳の総合物品表の品目番号、品名及び数量並びに当該物品について関税定率法施行令第37条第１項((再輸出貨物の用途外使用等の届出))の規定による届出又は同令第38条((再輸出免税貨物の亡失又は滅却の場合の準用規定))において準用する同令第11条第１項((製造用原料品等の亡失又は滅却の場合の手続))の規定による亡失届の提出等が行われているときは、その旨を記載する。
「Ｆｃ）」欄には、上記「Ｆｂ）」欄に用途外使用等届又は亡失届の提出等について記載した場合に、当該用途外使用等届又は亡失届等の番号を記載させる。
Ⅳ　再輸入（納税）申告書の記載要領
「Ａ」、「Ｂ」及び「Ｇ」欄には、特別通関手帳の表紙の表面の記載事項と同一の内容を記載する。
「Ｃ」欄には、輸入物品の積載船（機）名、入港年月日及び積出地を記載する。
Ⅴ　上記ⅠからⅣまでの申告書に係る物品表の記載要領
「品目番号」から「価額」までの欄には、特別通関手帳の総合物品表のそれぞれの欄と同様に記載する。
なお、物品表の続き用紙が使用されている場合、「続き用紙番号・・・」欄には、使用される続き用紙の一連番号を記載する。
外国貨物等亡失届（T―1350）
特例申告貨物にあっては、「輸入許可年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書等の番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
再輸出免税貨物加工証明書（T―1380）
「副産物等」欄には、加工により生じた副産物のほか、加工工程において不良品となり再輸出できないもの、型取り等により生じた切端等の品名及び数量を記載する。
「加工の内容」欄には、再輸出免税貨物に対する加工の内容を加工工程、作業内容、使用した内国貨物等を含めて詳細に記載する。
「備考」欄には、参考になる事項及び添付資料があれば、その資料名等を記載する。
輸出貨物の製造用原料品による製造報告書（　　月分）（T―1460）
「原料品」の各欄には、次の要領により記載する。
特例申告貨物にあっては、「輸入許可書番号・許可年月日」欄に特例申告書の番号及び特例申告書の提出年月日をかっこ書で併記する。
「品名及び規格」欄には、「輸入許可書番号及びその許可年月日」欄（以下「輸入許可書番号等」欄という。）別に、その各欄に係る輸入許可書に記載されている品名及び規格（例えば、豪州粗糖　糖度97.1°等）を記載する。
「前月末繰越数量」欄には、前月（報告書提出年月日の属する月の前々月を意味する。以下同じ）から繰り越された原料品の未使用数量（前回提出の報告書の「原料品」欄の「未使用残高」欄に記載された数量と同一）を、「輸入許可書番号等」欄別に、その各欄に係る輸入許可書に記載されている数量単位により記載する。
「当月中製造工場搬入量」欄には、当月（報告書提出年月日の属する月の前月を意味する。以下同じ）中に、輸出貨物の製造のため指定製造工場に搬入された数量を、「輸入許可書番号等」欄に記載する（「前月末繰越数量」とは別欄になる）。
「製造に使用した数量」欄には、当月中に輸出貨物の製造に使用された原料品の数量（仕掛品中に含まれる原料品の数量を含む）を、「輸入許可書番号等」欄別に記載する。
「製品及び副産物」の各欄には、次の要領により記載する。
「製品の品名及び規格」欄には、製品の品名（輸出貨物の品名となる）及び規格を品名等が異なるごとに記載する。
「副産物の品名及び規格」欄には、「製品の品名及び規格」欄に記載した製品の製造に際してできた副産物の品名及び規格を記載する。
なお、「製品の品名及び規格」欄（以下「製品の品名等」欄という）別に免税原料品を使用して製造した製品に係る副産物については、記載を省略して差し支えない。
「前月末繰越数量」欄には、前月末に繰り越された製品の在庫数量を、「製品の品名等」欄別に記載する。
「当月分出来高」欄には、当月中に製造された製品の数量を「製品の品名等」欄別に前欄と同じ数量の単位により記載する。
「当月中搬出数量」欄の記載は、次による。
「輸出完了」欄には、製造工場から搬出されて輸出許可された製品の数量を「製品の品名等」欄別に記載する。
なお、製造報告書には、この欄に記載された数量に係る輸出許可書を添付する。
「輸出未了」欄には、輸出のため製造工場から搬出されたが、まだ輸出許可がされていない製品の数量を記載する。
「その他」欄には、製造が2以上の工場にわたって行われる場合における次の製造工程の工場に引き渡した数量を記載する。
「計」欄にの、「輸出完了」、「輸出未了」及び「その他」欄にそれぞれ記載された数量の合計数量を記載する。
「仕掛品」の各欄には、次の要領により記載する。
「原料品の品名及び規格」欄には、仕掛中の原料品の品名及び規格（「原料品」欄に記載された品名及び規格と同じもの）を、原料品の品名等が異なるごとに記載する。
「前月末繰越数量」欄には、前月末に繰り越された仕掛品の数量を、「原料品」欄に記載された数量単位により記載する。
「製造に使用した原料品」欄には、「原料品」欄のうち「製造に使用した数量」欄に記載された数量と同一の数量を記載する。
「製品及び副産物出来高に含まれる原料品の数量」欄には、製品及び副産物の出来高から所定の方法により算出されたその製品及び副産物に含まれる原料品の数量を記載する。
戻し税に係る製造工場承認申請書（T―1480）
「承認を受けようとする製造工場の名称及び所在地」欄には、承認を受けようとする個個の製造工場を記載する。したがつて、本社が東京にあつて、承認を受けようとする工場が川崎にあるような場合の工場の名称は、「××株式会社川崎工場」であり、その所在地は、本社の所在地ではなく、川崎工場の所在地である。
「承認を受けようとする期間」欄には、製造の期間を勘案し、承認を受けようとする期間を記載する。
「製造しようとする貨物」欄には、関税定率法施行令第52 条1 項に掲げる製造しようとする貨物の品名及び承認期間内に予定されている輸出見込数量の概数を記載する。
「払戻し（減額）を受けようとする原料品」欄には、令第52条第1項の表の輸入原料品の品名及び承認期間内に予定されている使用見込数量を記載する。
「上記原料品の入手経路」欄には、輸入原料品の主な入手経路を記載するものとするが、流通経路の具体的な把握が困難な原料品については、承認工場が直接入手する入手先を記載すれば足りる。
「製造の方法」欄には、承認を受けようとする製造工場の工程を簡略に記載する。
輸出貨物の製造用原料品による貨物製造報告書・貨物製造証明書（T―1490）
「輸出貨物」欄の「品名」及び「数量」欄には、関税の払戻し（減額・控除）の対象となる輸出貨物の品名、数量を記載する。
なお、数量は、通常の取引において使用する数量の単位（例えば、みかん缶詰の例では、缶数又はケース数）による数量を記載してよいが、なるべく輸出申告書に記載する単位による数量をかつこ書する。（例えば、第1号Canned　Mandarin　Orange　Juice　150Cases　（2,245kgs））。
「関税の払戻し（減額・控除）を受けることができる原料品」欄の「品名」及び「数量」欄には、「輸出貨物」の欄に記載した輸出貨物の製造に使用された原料品の品名及び数量を記載する。この場合の数量の単位は、その原料品の輸入許可書に記載されている数量単位による（例えば、豪州粗糖　175kgs）。
精製糖引渡証明書（T―1510）
特例申告貨物にあっては、「輸入申告番号」欄に特例申告書の番号を、「輸入年月日」欄に特例申告書の提出年月日をかっこ書で併記する。
輸出貨物の製造用原料品に係る関税払戻し（減額・控除）申請書（T―1520）
「払戻し（減額・控除）を受けようとする関税の額」欄には、毎会計年度の各四半期（1カ月ごとに払戻しを受ける旨の申請をするものにあっては1カ月。以下同じ）内に輸出された（減額又は控除を受けようとする場合にあっては、輸出申告をした。以下同じ。）貨物の製造に使用された原料品に係る関税について払戻し（減額・控除）を受けようとする関税の額を記載する。この場合において、払戻し（減額・控除）を受けようとする関税の額に1円未満の端数があるときは、これを切り捨てた金額を記載する。
なお、払戻し（減額・控除）を受けようとする関税の額は、輸入許可書の「税額合計」欄又は「輸入原料品納税済証明書」（原料品が大量に輸入され、その一部が使用された製品の製造及び輸出が小口に分割して行われるような場合に、輸入許可書の分割のため、輸入許可税関（特例申告貨物にあっては、特例申告書を提出した税関。以下同じ。）から発給を受けたもの）の「税額」欄に記載された関税の額を限度とする。
「払戻し（減額・控除）を受けようとする関税額の算出根拠」欄には、払戻し（減額・控除）を受けようとする関税の額を算出した算式を記載する（例えば、輸入原料品が砂糖1,227㎏の場合、「1,227㎏×\41.50／㎏」）。
「輸出貨物」欄には、毎会計年度の各四半期（又は1カ月）内に輸出された払戻し（減額・控除）の対象となる令第52条第1項の表の上欄に掲げる輸出貨物の品名、個数及び数量を記載する。
なお、数量は通常の取引において使用する数量の単位による数量を記載してよいが、なるべく輸出申告書に記載された単位による数量をかつこ書する。
「輸出貨物の製造に使用した輸入原料品」欄には、毎会計年度の各四半期（又は１カ月）内に輸出された輸出貨物の製造に使用した原料品のうち関税の払戻し（減額・控除）を受けようとする原料品に係る品名、数量、輸入許可の年月日及び輸入申告の番号（特例申告貨物にあっては、特例申告書の提出年月日及び特例申告書の番号をかっこ書で併記する。）を、また、輸入許可税関から輸入原料品納税済証明書の発給を受けたものである場合は、その証明書の発給年月日及び番号を記載する。この場合の数量の単位は、その原料品の輸入許可書等に記載されている数量の単位による。
輸入原料品納税済証明書（T―1530）
特例申告貨物にあっては、「輸入申告番号」欄に特例申告書の番号を、「輸入年月日」欄に特例申告書の提出年月日をかっこ書で併記する。
内貨原料品による製品に係る確認申請書（T―1580）
「外貨原料品と同種の原料品」欄の「品名」、「品質、規格等」及び「数量」欄には、外貨原料品に振り替えて使用された内貨原料品（性質、形状、用途その他の特徴において、その外貨原料品と同種であつて同様の商品価値を有するもの。以下「振替原料品」という）の品名及び品質（例えば、成分の含有率、濃度等）、規格及び数量を記載する。この場合に、製品の製造工程において、他の物品が同時に製造される場合には、その保税作業に使用した振替原料品の数量を製造された各保税製品の価格によりあん分したその輸出製品に対応する振替原料品の数量を記載する。（原料数量の算出方法については、関税定率法基本通達19の2―3（製造工程において他の物品が同時に製造される場合の免税数量）の⑴に掲げる粗銅の数量の算出方法を参照）
また、石油製品については、その輸出石油製品の数量に下表に掲げるその製出製品に見合う係数を乗じて得た数量を記載する。
	
	揮発油
	灯油
	軽油
	重油

	
	粗　製のもの
	その他
	
	
	Ａ重油
	Ｂ重油
	Ｃ重油

	係数
	0.86
	0.97
	1.13
	1.13
	1.13
	0.83
	0.77


「その他の原料品」欄の「品名」及び「数量」欄には、輸出製品の製造に当たり、保税作業において振替原料品以外に他の原料品を使用している場合には、その主な原料品の品名及び数量を記載する。
「同時に製造されるその他の物品」欄の「品名」、「数量」及び「価格」欄には、振替原料品を使用して輸出貨物を製造する工程において、その製品とは別な他の物品が同時に製造される場合（例えば、原油から重油を製造する際に同時に揮発油、灯油及び軽油が製造される場合、粗銅から電気銅を製造する際に同時に脱銅スライムが製造される場合等）には、その他の物品の品名、数量及び価格を記載する。
なお、石油製品については、「価格」欄の記載は必要ない。
「計算の基礎」欄には、振替原料品を使用して製造された輸出製品又は他の物品の製造歩留率及び価格あん分方式によつた場合のその輸出製品に対応する振替原料品の数量の計算の基礎等税関の確認上必要と思われる事項を記載する。
「確認を受けた原料品の数量」欄には、確認書の「外貨原料品と同種の原料品」欄中、「数量」欄に記載された振替原料品の数量を記載する。したがつて、税関で是正された場合には、その是正された数量を記載する。
なお、フェロニッケルを使用してステンレス綱を製造する場合で、振替原料フェロニッケルと同種の外貨原料フェロニッケルのニッケルの含有率が異なる場合（以下「ニッケルの場合」という）には、振替原料フェロニッケルの含有率をかつこ書で併記する。
「関税の免除を受けようとする輸入貨物数量」欄には、関税の免除を受けようとする振替原料品と同種の輸入外貨原料品の数量を記載する。
なお、ニッケルの場合においては、免税輸入する外貨原料フェロニッケルの数量は、次により算出したものとし、免税輸入する外貨原料フェロニッケルのニッケル含有率をかつこ書で併記する。
	確認を受けた振替原料品の数量
	×
	振替原料品のニッケル含有率

	
	
	免税輸入する外貨原料品のニッケル含有率


「確認を受けた原料品の数量の残数量」欄には、「関税の免除を受けようとする輸入貨物の数量」欄に記載した数量が、「確認を受けた原料品の数量」欄に記載した数量の一部である場合には、その内取り数量を差し引いた残数量を記載する。
なお、ニッケルの場合においては、振替原料品及び免税輸入した外貨原料品をニッケル換算した場合の差引数量を振替原料品のニッケル含有率で除して得た数量を残数量として記載し、ニッケル含有率をかつこ書で併記する。
内貨原料品による製品の輸出に係る免税明細書（T―1590）
「申告番号」欄には、輸入（納税）申告書の輸入申告番号（特例申告貨物にあっては、特例申告書の番号）を記載する。
「関税の免除を受けようとする輸入貨物の数量」欄には、免税輸入しようとする外貨原料品の数量を記載する。この場合の数量は、税関の確認を受けた内貨原料品による製品に係る確認申請書（以下「確認書」という）の確認を受けた原料品の数量の範囲内とし、既にその数量の一部を免税輸入しているときは、その残数量を限度とする。
「免除を受けようとする関税の額」欄には、免税輸入しようとする外貨原料品の上記数量に対応する関税額を算出し、免税額として記載する。
「免除を受けようとする関税の算出根拠」欄には、振替原料品による保税作業の製造工程において、他の物品が同時に製造される場合（例えば、原油から重油を製造する際に揮発油、灯油、軽油が製造される場合）に適用する価格あん分方式により免税額を算出した場合（その保税作業に使用した振替原料品の数量を製造された各保税製品の価格によりあん分する場合の基礎となる割合のうち、その輸出製品に係る割合を、関税の免除を受けて輸入しようとする外貨原料品の関税の額に乗じて得た額を免税額とする。）にのみ、免税額を算出した算式を記載する。
「税関長の確認を受けた当初の原料品の数量」欄には、確認書の確認を受けた原料品の数量を記載させる。したがって、一部免税輸入した場合であっても、その残数量ではなく、最初に確認を受けた数量を記載する。
「税関長の確認を受けた原料品を使用して製造した製品の輸出（積戻し）の許可年月日」欄には、確認書に税関で表示した振替原料品による製品の輸出許可年月日を記載する。
なお、振替原料品がフェロニッケルである場合には、そのニッケルの含有率をかっこ書する。
○　税関の確認を受けた「内貨原料品による製品に係る確認申請書」1通を添付する。
戻し税を受けるため課税（未納税）原料品を保税工場等に
入れることの承認申請書（Ｔ―1600）
特例申告貨物にあっては、「課税（未納税）原料品の輸入許可年月日」欄に、特例申告書の提出年月日又は決定通知書の発出年月日をかっこ書で併記する。
「課税原料品を輸出貨物の原料品として使用する理由」欄には、保税工場又は総合保税地域における輸出貨物の製造に、課税原料品を使用せざるを得なくなった理由（例えば、外貨原料品がなくなり、国産原料品の調達又は外貨原料品の輸入も数カ月間は望めないので、製品の納期に間に合わなくなつたこと等）を詳細に記載する。
課税（未納税）原料品による輸出貨物の製造終了報告書（Ｔ―1610）
特例申告貨物にあっては、「課税（未納税）原料品の輸入許可の年月日」欄に、特例申告書の提出年月日又は決定通知書の発出年月日をかっこ書で併記する。
課税原料品による製品の輸出に係る関税払戻し（減額・控除）申請書（T―1620）
「払戻し（減額・控除）を受けようとする金額」欄には、払戻しを受けようとする課税原料品について納付した関税（減額又は控除を受けようとする場合にあつては減額又は控除を受けようとする課税原料品について納付すべき関税。以下同じ。）の額を記入するが、その記入すべき払戻し（減額・控除）額の算定は、次による。
⑴　課税原料品を使用して製造した貨物（副産物が生じたときはその副産物を含む。以下同じ。）の全部が輸出されたとき　製造に使用した課税原料について納付した関税の全額
⑵　課税原料品を使用して製造した貨物の一部が輸出されないとき　その輸出貨物中に含まれることとなつた部分に対応する課税原料品の関税の額
　　(注)　算出方式
	払戻し額＝
	課税原料品について納付した関税額
	×
	輸出貨物の価格

	
	
	
	製品の合計額


この場合において、払戻し額の算定上さしたる影響を与えないようなさ細なもので、国内に引き取られる副産物については、便宜これを除外して計算して差し支えない。
○　この申請書には、課税原料品の「輸入許可書」又は「輸入原料品納税済証明書」（T―1530）及び税関の確認を受けた「課税原料品による輸出貨物製造終了報告書」（T―1610）を添付する。
違約品等保税地域搬入届（T―1630）
特例申告貨物にあっては、「輸入許可年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入申告番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
違約品等保税地域搬入期間延長承認申請書（T―1631）
特例申告貨物にあっては、この申請書に添付する「輸入許可書又はこれに代わる税関の証明書」に代えて、特例申告書を提出したことを証する書類を添付する。
違約品等の廃棄に係る関税払戻し（減額・控除）申請書（T―1660）
「輸出者」欄には、廃棄した違約品等の外国における荷送人（輸出許可書の「仕出人」の欄に記載されている仕出人（インボイスの名義人）の住所及び氏名又は名称を記載する。
「製造者」欄には、廃棄した違約品等を製造した外国の製造者の住所及び氏名又は名称を記載する。
「輸入者」欄には、廃棄した違約品等を当初輸入した者（輸入許可書の「輸入者」の欄に記載されている輸入者）の住所及び氏名又は名称を記載する。
「納入元」欄には、その違約品等を輸入者が輸入後他の者に納入していた場合には、その納入先の住所及び氏名又は名称を記載する。
軽減税率適用明細書（T―1670）
「品名」欄には、輸入（納税）申告書に記載した品名を記載する。なお、揮発油については、商取引において用いられる名称、例えば、「ナフサB―210」等と記載する。
「規格」欄には、揮発油については比重及び蒸留温度を記載する。
「価格」欄には、輸入（納税）申告書に記載したCIF価格を記載する。
「用途」欄には、原料品の使用用途を具体的に記載する。なお、糖化用とうもろこしの場合には、「コーンスターチ製造用」のほか、「糖化用」を、暫定法別表第1第84.63号の2に掲げる減速機の部分品及び第84.65号に掲げるプロペラの部分品の場合には、「船舶用減速機製造用」等のほか、当該物品が使用される減速機等の能力等を併記する。
「使用場所」欄には、その物品を特定用途に使用する場所の名称及び所在地を記載する。なお、糖化用とうもろこしの場合は、コーンスターチ製造工場の名称及び所在地のほか、コーンスターチ製造業者から販売を受ける指定団体の名称及び所在地並びに糖化業者の名称及び所在地を記載する。また、コーンフレーク製造者が原料とうもろこしからのひき割りとうもろこしの製造をひき割りとうもろこし製造者に委託して行う場合にあつては、当該ひき割りとうもろこし製造者に係る製造工場の名称及び所在地も記載する。
「当該物品より製造される製品」の「品名」欄には、製品が石油化学製品の場合は、関税暫定措置法施行令で指定した品名を記載し、また、糖化用とうもろこしの場合は、「コーンスターチ」のほか、糖化業者段階における最終製品の品名、例えば、「水あめ」等を記載する。
軽減税率適用貨物譲渡届（Ｔ－1680）
特例申告貨物にあっては、「輸入許可年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
「譲渡使用とする理由」欄には、届出に係る軽減税率適用貨物を譲渡する理由を具体的に、かつ、詳細に記載するとともに、譲受者の用途を記載する。
減免税物品の転用確認申請書（Ｔ―1685）
特例申告貨物にあっては、「輸入許可年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
農林漁業用無税重油等振替申請書（T―1690）
特例申告貨物にあっては、「輸入許可年月日及び輸入許可書の番号」欄に特例申告書の提出年月日及び特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
関税暫定措置法関係
減免税物品に関する帳簿（P―1000）
特例申告貨物にあっては、「輸入許可年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
製造用原料品譲許の便益の適用明細書（Ｐ－1100）
「譲許の便益の適用を受けようとする原料品」欄には、この明細書を添付する輸入（納税）申告書に記載されている品名、数量を記載する。
「製造の期間」欄には、関税暫定措置法第9条の2第1項に係る譲許の便益の適用を受けようとする原料品による製造の期間を記載する。
加工・組立輸出貨物確認申告書（P―7700）
「輸出貨物の品名等」欄の「輸出申告価格の計算の基礎」欄には、製造価格(通常の一般管理費及び利潤を含む。)及び船積みまでに要する費用等を記載する。
「加工(組立)地名及び加工(組立)業者名」欄には、輸出原材料を原料として製品の加工又は組立てを行う国(地)及び製品の加工又は組立てを行う業者名を記載する。
「加工又は組立の概要」欄には、輸出原材料を原料として加工又は組立てられる製品の工程の概要を記載する。
「その他参考となるべき事項」欄には、生地見本の提出の有無を記載する。また、契約書等が提出されない場合、「令第22条第2項ただし書扱い」である旨を記載する。
〔契約実績表（総括）（P―7700号―2）〕
「輸出申告価格」欄には、減税対象となる輸出原材料の輸出申告価格(合計額)を記載する。
「年月日」欄には、当該委託加工契約についての確認年月日を記載する。
「税関官署名」欄には、確認税関官署名を記載する。
「契約に係る輸出原材料価格」欄には、１契約にかかる輸出原材料の輸出申告価格（合計額）を記載する。
〔契約実績表（個別）（Ｐ―7700号―3）〕
契約実績表（個別）は、輸出原材料ごとに作成する。
「品名等（性質、形状等）」欄には、輸出原材料の１品名のみを記載する。
「実輸出数量」欄には、１輸出にかかる「品名等（性質、形状等）」欄に記載された輸出原材料の通関済み数量を記載する。
「年月日」欄には、当該委託加工契約書についての確認年月日を記載する。
「契約数量」欄には、当該委託加工契約上の輸出原材料（「品名等（性質、形状等）」欄に記載されたものに限る。）の数量を記載する。
「残数量」には、実輸出数量から契約数量を差し引いた数量を記載する。
附属書（P―7710）
附属書には、同一契約に係る輸出原材料の輸出及び製品の輸入に係る事項を記載する。
「１．輸出原材料の概要」欄中の各事項欄には、１契約を履行するために輸出されるすべての輸出原材料のうち、減税対象となる原材料に関する事項を記載する。
「２．加工又は組立ての際生ずる副産物」欄中、
「価格」欄には、加工国における価格を記載する。
「処理方法」欄には、副産物の具体的な処理方法、例えば、「加工費の一部（金額を具体的に記載する。）として加工業者に支給」等と記載する。
「３．輸出原材料の使用実績」欄中、
「品名等」欄には、加工又は組立国（地）において加工又は製造された品名、スタイル番号及び使用された主要輸出原材料名等を記載する。
「実輸出数量」欄には、１契約に係る表生地等の主要輸出原材料の通関済み輸出数量を記載する。なお、輸出原材料が副資材のみの契約については、契約数量を記載することとして差し支えない。
「申告年月日、申告番号」欄及び「税関官署名」欄には、当該輸入申告に係る申告年月日、申告番号及び税関官署名を記載する。
「使用数量」欄には、当該輸入申告に係る製品の加工等に使用した主要輸出原材料の数量を記載する。
「残数量」欄には、実輸出数量から実際に使用した数量を差し引いた数量を記載する。
加工・修繕輸出貨物確認申告書（経済連携協定関係）（P―7720）

「貨物の性質、形状の明細」欄には、輸出貨物全般の性質及び形状、記号、番号のほか、加工又は修繕をする部分の性質、形状、記号、番号その他その貨物が再輸入される際にその同一性を確認するのに便宜な事項を記載する。

「輸出申告価格の計算の基礎」欄には、修繕のためのものにあっては、輸出貨物の購入価額、使用期間、輸出の際の価格、船積みまでに要する諸費用等を記載し、加工のためのものにあっては、製造原価（通常の一般管理費及び利潤を含む。）、船積みまでに要する諸費用等を記載する。

「加工又は修繕の概要」欄には、加工又は修繕のため輸出される貨物に行われる加工又は修繕の概要を記載する。

「加工（修繕）地名」欄には、加工又は修繕のため本邦から経済連携協定の我が国以外の締約国に輸出し、加工又は修繕を行う締約国を記載する。

「その他参考となるべき事項」欄には、契約書等が提出されない場合、「令第31条の３第１項において準用する令第22条第２項ただし書扱い」である旨記載する。

コーンスターチ製造用無税とうもろこしに関する帳簿（P―8010）
「原料欄」の部中、「規格」欄には、銘柄及びでん粉歩留りを記載し、「数量」欄には、輸入許可書の記載数量単位により記載する。
特例申告貨物にあっては、「輸入許可年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
「製品欄」の部中、「規格」欄には、コーンスターチの性状（例えば、乾燥、生又は乳液の別）、水分の含有量等を記載し、「販売年月日」、「販売先」及び「販売数量」の各欄には、製造したコーンスターチの直接販売に係るもの（自社使用の場合は、使用年月日、自社名及び使用数量）を記載する。
丸粒とうもろこしの使用状況報告書（P―8013）
数量の記載にあたっては、1ヶ月分を、報告者が丸粒とうもろこしの販売者である場合には、輸入許可ごとに、報告者が使用者である場合には財団法人日本穀物検定協会が発給する認定ごとにまとめて記載する。
丸粒とうもろこしに関する帳簿（P―8014）
特例申告貨物にあっては、「受入（輸入許可）年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「受入先（輸入許可書番号）」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
コーンフレーク製造用無税とうもろこしに関する帳簿（P―8015）
＜「原料（とうもろこし）欄」の記載要領＞
⑴　「受入先」欄には、ひき割りとうもろこし製造者がコーンフレーク製造者の委託を受けた場合における当該委託者であるコーンフレーク製造者名を記載する。
⑵
「規格」欄には、とうもろこしの産地、種類及び品質の等級（例えば、「アメリカ・イエローＮo.２」等）を記載する。
⑶　「課税標準価格」、「軽減を受けた関税額」、「輸入許可年月日」及び「輸入許可書の番号」（特例申告貨物にあっては、特例申告書の提出年月日及び特例申告書の番号をかっこ書で併記する。）の各欄には、事後確認上必要と認められる場合には、ひき割りとうもろこし製造者にも記載させる。
＜「中間製品（ひき割りとうもろこし）欄」の記載要領＞ 
⑴　「規格」及び「数量」欄には、コーンフレーク製造者がひき割りとうもろこし製造者に委託した場合にあっては、ひき割りとうもろこし製造者には製造したひき割りとうもろこしの規格及び数量を、コーンフレーク製造者にはひき割りとうもろこし製造者から受け入れた当該ひき割りとうもろこしの規格及び数量（原料から製品まで一貫して製造する場合にあつては、製造したひき割りとうもろこしの規格及び数量）を記載する。この場合における当該欄には、コーンフレーク製造用ひき割りとうもろこしの数量及び当該ひき割りとうもろこしの粒度（例えば、「４～６メッシュ」等）を記載する。
⑵
　「副産物の品名」及び「副産物の数量」欄には、コーンフレーク製造用のひき割りとうもろこしの製造の際に生ずる当該ひき割りとうもろこし以外の物品（例えば、コーンフレークの製造に適しないひき割りとうもろこし、コーンミール、胚芽、表皮等）の品名の異なるごとに記載する。
＜「製品（コーンフレーク）欄」の記載要領＞ 
「副産物の品名」及び「副産物の数量」欄には、コーンフレークの屑等について品名の異なるごとに記載する。
軽減税率適用物品に関する帳簿（P―8050）
特例申告貨物にあっては、「輸入許可年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
高糖度原料糖の使用に係る業務の報告書（輸入者用）（Ｐ－8060）
特例申告貨物にあっては、「輸入許可年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。

輸入者と精製者（工場）が異なる場合には、「使用年月日」、「使用場所」及び「使用数量欄」については、精製者（工場）に輸入高糖度原料糖の製造を委託した年月日、精製者（工場）名及び数量を記入する。
高糖度原料糖の使用に係る業務の報告書（精製者用）（Ｐ－8070）
「使用場所」については、様式右上の「使用場所」欄に記載し、原則として使用場所毎に作成する。

＜原料欄の記載要領＞

 特例申告貨物にあっては、「受入（輸入許可）年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。

「受入先」欄には、精製業者が輸入者等から委託を受けた場合における当該委託者である輸入者等を記載する。

 「混じて使用した他の原料」の「品名」欄には、高糖度原料糖に混じて使用した同種の他の原料品（国内産糖、一般粗糖等）を記載する。

＜「製造製品」欄の記載要領＞

「製造製品」及び「副産物」の「品名」欄及び「数量」欄には、高糖度原料糖から製造した製品（例えば、上白糖、グラニュー糖等）及び副産物の品名の異なるごとに記載する。

＜「事業場から出した物品」欄の記載要領＞

「事業場から出した物品」の「品名」及び「数量」欄には、高糖度原料糖から製造した製品（例えば、上白糖、グラニュー糖等）等の品名の異なるごとに記載する。

Certificate　of　Origin（原産地証明書）（P―8210）
証明書の「8.　Origin　Criterion（原産地基準）」欄には、関税暫定措置法施行規則（以下「規則」という。）第8条及び第9条に基づき次の要領により記載することとなつているので、留意する。
	特恵受益国における生産の状態
	第８欄の記入方法

	１．規則第８条各号に掲げる完全生産品に該当する場合
	「Ｐ」と記入する
（例）“P”

	２．規則第９条に掲げる条件に該当する場合

	「Ｗ」と記入し、輸入される物品のＨＳ　品目番号を記入する。
（例）“W”96.18


関税賦課決定請求書（P―8100）
１. 関税賦課決定請求書記載事項の共通事項

⑴　この請求書は、請求者及び代理人が異なるごとに別請求書とする。
⑵　この請求書により、「関税賦課決定請求書つづき　（その　）」（P―8100号―2）を使用するときは、請求書の請求者又は代理人欄に押なつされている印で割印をする。

２.　関税賦課決定請求書の記載要領

「請求番号」欄には、賦課決定請求書の受理一連番号（暦年）を記載する。

「請求者」の「住所」及び「氏名又は名称」の欄には、賦課決定の請求に係る輸入許可通知書又は賦課決定通知書若しくは納税告知書に記載されている申告者又は納税者の住所及び氏名又は名称を記載する。「輸入者符号」欄には、当該申告者に係る外国貿易等に関する統計基本通達（昭和59年10月17日蔵関第1048号）25―6に規定する符号を記載する。通関業者が代理請求をする場合には、「代理人」の箇所に通関業者の住所、氏名又は　名称を併記する。

「賦課決定請求前」欄の「課税標準」、「所属区分又は種類等」、「税率」及び「税額」等の項目については、輸入申告書又は賦課決定通知書に記載されている貨物についての各項目該当事項を受入科目別に記載する。

「賦課決定後」欄の各項目については、賦課決定後の各項目該当事項を記載する。

「賦課決定の請求により減少する税額」欄には、賦課決定請求前の税額から賦課決定後の税額を差し引いた残額を記載する。

「その他の訂正事項」欄には、「賦課決定請求前」欄及び「賦課決定後」欄の各項目に該当　する事項以外の事項について訂正すべき事項を記載する（インボイス、他法令関係書類、減免税の適用に関する書面等の添付書類の記載事項を訂正する必要のある場合は、この欄に訂正する書類名等を記載する。）。

「参考事項」の欄は、次による。

⑴　賦課決定に必要な、添付書類等を記載する。
⑵　輸入許可前引取貨物の賦課決定の請求の場合には、輸入許可前引取承認年月日を記載する。

「還付又は充当等の別」欄の各項目の記載については、次による。

⑴　税額の差額の還付を希望する場合には、「還付」の項に×印を付し、賦課決定の請求者について他に納付すべき関税がある場合で、賦課決定による差額をその関税に充当することを希望するときは、「充当」の項に×印を付す。

なお、充当を希望する場合には　、適宜の様式により、他の関税に充当しようとする旨を記載した書面を提出するものとする。

⑵　「小切手受領」及び「金融機関を通ずる受領」の項には、還付を希望する場合に限り希望するいずれかの受領方法の項に×印を付す。金融機関を通ずる受領の場合には　、銀行名又は郵便局名並びに預金の種類及び名義を記入する。

なお、「国庫金送金」の欄は、請求者が国税収納金整理資金事務取扱規則第76条に規定する隔地送金の手続による支払を希望する場合に限り記入する。

「通関士記名・押印」欄には、「通関士○○○○」の記名（ゴム印でよい。）し、印鑑を押印する。

減免税物品滅却届（P―9510）
特例申告貨物にあっては、「輸入許可年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
特　例　法　関　係
免税物品輸出入申告書（F―1040）
「識別記号及び番号」欄には、合衆国軍隊等との契約書番号又は合衆国軍隊等の発注番号及び貨物の記号、番号等を記載する。
「明細」欄には、一般貨物についてはその品名ごとに詳細を記載し、自動車の場合は、車台番号及びエンジン番号を記載する。ただし、合衆国軍隊の軍用貨物の場合は、その旨を記載すれば足りる。
「価格」には、ＣＩＦ価格を記載する。ただし、軍用貨物については、上記「明細」の欄の記載方法に準ずる。
裏面の合衆国軍隊の記載欄には、免税適用を受けるために必要とされる合衆国軍隊の権限ある官憲の署名が必要である。
輸入（譲受）申告書（F―1250）
「譲渡人の住所及び氏名（署名）」の欄には、自動車の譲受けの場合にのみ記載する。
「代理人の住所及び氏名（印）」欄には、譲受人が通関業者等に通関手続を依頼した場合に通関業者等の住所、氏名を記載し、通関業者等の印を押なつする。
申告書上段の「申告種別符号」、「申告番号」等及び中段の「品名」、「番号」、「統計細分」、「単位」、「正味数量」、「申告価格」、「減免税条項適用区分」、「内国消費税等の記号」及び下段の「個数・記号・番号」、「関税法第70条関係許可承認等」の欄の記載は輸入（納税）申告書の場合に準じて行う。
「税表細分」、「内国消費税等課税標準額」、「税率」、「種別等・税率」、「関税額」、「内国消費税等税額」及び「税額合計」欄には、記載を要しない。
「承認番号」欄には、合衆国財産を合衆国軍機関から譲り受けることにつき、日本国政府（経済産業省）が合衆国軍機関に対して同意した旨を記載した「同意書」の番号を記入する。
「契約書等」欄には、譲渡人が合衆国軍隊、公認調達機関又は歳出外資金機関であるときは、譲受けに関する契約書又はこれに代わるべき書類の添付が必要であるので、その添付の旨をチェックする。
⑴　1申告書として記載できる品目の範囲は、申告書上欄の各項目に記載すべき事項が共通している品目とする。
⑵　品名欄の各欄の課税価格が20万円以下のものの申告については、輸入（納税）申告書の少額貨物簡易通関扱いをする貨物の輸入申告書の記載要領に準ずる。
コンテナーの免税部分品使用届出書（Ａ―1020）
特例申告貨物にあっては、「修理に供した免税部分品」欄のうち、「輸入許可の年月日」欄に特例申告書の提出年月日を、「輸入許可書等の番号」欄に特例申告書の番号をかっこ書で併記する。
とん税及び特別とん税法関係
とん税及び特別とん税納税義務者承認申請書（S―1010）
「納税義務者となるべき者」欄には、運航者がとん税の納付事務を行わせようとする者（自ら行う場合は申請者自身）を記入する。これらの者が法人である場合には、その法人の代表者（代理権を有する支店長等を含む。）の名を記載する。
「本邦にある主たる営業所及び代表者」欄には、外国法人で我が国の会社法の規定により登記した我が国における主たる営業所の所在地、名称及び代表者の氏名を記載する。
「納付事務を行う営業所等及びその責任者」欄には、特別納税義務者の住所のほかに、その承認に係るとん税の納付についての事務を実際に行う事務所が別にあるときは、その所在地、名称及び責任者の氏名を記載する。
「添付書類」欄には、申請者が法人である場合に申請書に添付することとされている「特別納税義務者」となる者の登記簿の謄本又は抄本の有無について記載する。
とん税及び特別とん税納付申告書（S―1015）

「納付とん税および特別とん税の額」欄には、適用税率にその船舶の総トン数を乗じた額（実際に納付すべき金額）を記載する。この場合において、その純トン数にトン未満の端数があるときにはこれを切り上げて1トンとして計算させる。また、算出されたとん税及び特別とん税の額に100円未満の端数金額がある場合には、その端数金額を切り捨てた後の金額をこの欄に記載する。
「申告者」の項には、船長（船長がその職務を行うことができない場合には、その職務代行者）が記載し押印するが、税関長の承認を受けて定めた特別納税義務者があるときは、その者が申告者となり、その者の住所氏名又は名称を記載し押印する。
非課税理由の証明（S―1030）
「船長又はその代理人」の項は、船長又は船長に代わつてその職務を代行する者（一等航海士等）の氏名を記載し、その者が押印する。
「納税義務者」欄には、船長又はその職務代行者が納税義務者であるときは、その住所氏名を記載する。ただし、当該船舶のその開港における納税義務者として船長以外の者について税関長の承認を受けているときは、その者の住所及び氏名又は名称を記載する。
この証明手続を行う場合には、「とん税及び特別とん税の納付申告書」及び「納付書」の提出は必要がない。
とん税納付前出港承認申請書（S―1040）
「申請者」の項には、船長（船長がその職務を行うことができない場合にはその職務代行者）が記載し、押印するが、運航者が特別納税義務者であるときは、その者が申請者として記載、押印する。
「とん税の納付前に出港することを必要とする理由」欄には、とん税の課税標準の調査のため、その船舶の積量の測度がその入港した開港で受けられない場合、銀行の閉店後に入港し両替ができない場合、非課税に該当するかどうかについて税関の判定に日時を要し、出港の時までに決定ができない場合等具体的な事由を記載する。
「担保物」欄には、金銭、国債、地方債、税関長が確実と認める社債（特別の法律により設立された法人が発行する債券を含む。）及び税関長が確実と認める保証人の保証（税関長が確実と認める船会社、船舶代理店等の保証を含む）のうちいずれに該当するかの別を記載する。
○　申請書には、「とん税及び特別とん税納付申告書」を添付する。
保証書（S―1050）
「保証人」の項には、銀行、商工組合中央金庫、農林中央金庫、信用金庫その他税関長が確実と認める船会社、船舶代理店等のうち、その保証をする者の住所及び氏名又は名称を記載し押印する。
「支払場所」の項には、支払場所である日本銀行の本店、支店、代理店又は歳入代理店の店舗名を記載する。
金銭担保充当申告書（S―1090）
「納税義務者」の項には、とん税納付前出港承認を受けた納税義務者名を記載する。
本文中の「年月日」及び「金……也」の項は、担保を提供した年月日及びその担保の金額（供託書正本記載の金額）を記入する。
「納税告知番号」の欄には、納税通知書又は更正通知書の別及びその番号を記載する。
「とん税及び特別とん税額」欄には、上記通知書により確定した税額を記載する。
「充当しようとする金額」欄には、納付すべきとん税及び特別とん税のうち、担保として提供した金額によつて充当しようとする額を記載する。
通関業法関係
許可等条件変更申請書（B―1010）
「変更内容」の項には、条件の変更を申請する場合には、その変更の内容（例えば、取扱貨物の種類○○を○○に）を、期限の延長を申請する場合には期限の延長を、また、条件の解除を申請する場合には、「取扱貨物の限定解除」と記載する。
通関業許可申請書（B―1060）
＜記載事項＞
「置こうとする通関士の数」欄には、貨物限定の条件を受けようとする場合であって通関士を置かないこととするときは、記載を要しない。
なお、「置こうとする通関士」とは、通関士試験に合格した者で、現に、申請者に雇用されているか、又は雇用することが雇用契約等により確実であると認められる者とする。したがって、それが単に不特定の見込みである場合は含まない。
「取り扱おうとする貨物の種類」欄には、取り扱おうとする貨物の種類が一定の種類のみに限ることを希望する場合にのみ、その種類を記載する。
「通関業務以外の事業を営んでいるときはその種類」欄に、例えば、港湾運送事業（第×種、許可第×号）、倉庫業（登録第×号）等のように、その許可等の番号、種類、年月日までを記載する。
＜添付書類＞
申請書には、通関業法施行規則第1条各号に規定する書類を添付する。
なお、履歴書に記載する事項のうち、申請者（法人である場合にはその役員及び営業所の責任者に限る。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ/ＲＷ、ＣＤ－Ｒ/ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。
宣誓書（B―1080）
	宣誓書中、
	
	第6条  号から第9号まで及び第11号

第31条第2項
	
	の箇所は、宣誓内容に応じ、


空白箇所に号番号を記載するとともに、不要の文字をまつ消する。
営業所新設許可申請書（B―1090）
＜添付書類＞
申請書には、通関業法施行規則第1条第2項に規定する書類を添付する。
なお、履歴書に記載する事項のうち、申請者（法人である場合にはその役員及び営業所の責任者に限る。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ/ＲＷ、ＣＤ－Ｒ/ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。
通関業許可の承継の承認申請書（B―1130）
＜添付書類等＞
申請書には、通関業法施行規則第2条で準用する第1条各号に規定する書類を添付する。
なお、履歴書に記載する事項のうち、申請者（法人である場合にはその役員及び営業所の責任者に限る。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ/ＲＷ、ＣＤ－Ｒ/ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。
通関業の許可申請事項等の変更届（B―1140）
＜添付書類＞
変更届には、通関業法基本通達12―1⑴に規定する書類を添付する。
なお、履歴書に記載する事項のうち、申請者（法人である場合にはその役員及び営業所の責任者に限る。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ/ＲＷ、ＣＤ－Ｒ/ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。
従業者等の異動（変更）届（B―1180）
＜添付書類＞
申請書には、通関業法施行規則第9条第2項に規定する書類を添付する。
なお、履歴書に記載する事項のうち、申請者（法人である場合にはその役員及び営業所の責任者に限る。）の氏名（カナ、漢字）、生年月日、性別については、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ/ＲＷ、ＣＤ－Ｒ/ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。
通関士確認届（B―1320）
確認届には、通関業法基本通達 31―1⑵に規定する書類を添付する。
なお、通関士試験合格証書に記載のある事項のうち、通関士として通関業務に従事させようとする者の氏名（カナ、漢字）及び生年月日並びに当該従事させようとする者の性別について、ＣＳＶ形式の電磁的記録を電磁的記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ/ＲＷ、ＣＤ－Ｒ/ＲＷに限る。）その他適宜の方法により提出するものとする。
その他
関税法基本通達89―6⑶に規定する教示は、次の表の第1欄に掲げる様式番号に係る書面により処分の通知を行う場合において、それぞれ同表の第2欄に掲げる様式番号に係る書面を添付するなどして行うものとする。
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